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この概要（Executive Summary）は、報告書本編の各章から抜き出されたものである。特定

の文章を引用する場合は、その文章がもともと含まれる章を引用されたい。 

訳注:  

本資料は最終版ではなく、更なる編集が行われる。 

本資料は、IPCC第 6次評価報告書第 1作業部会報告書の用語集（Glossary）を、IPCC公式

ウェブサイトから 2022年 5月に取得した原文*に基づき文部科学省及び気象庁が翻訳した

ものであり、IPCCの公式訳ではない。 

*https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg1/ 
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第 1 章 構成、背景、手法 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 1 作業

部会（WG1）は、観測、再解析、古気候記録、及び

気候モデルシミュレーションに加えて、物理的、化

学的、及び生物学的な気候プロセスから得られた知

見を吟味することで、気候変動の自然科学に関する

最新の証拠を評価する。本章は、現在進行中の地球

全体の変化と地域的な変化、国際的な政策による対

応、気候科学の進展、及び今次評価サイクルの一環

として作成された各特別報告書を含むこれまでの

IPCCによる評価以降の進展における、各文脈におい

て本報告書の位置づけを明確にし、WG1 評価報告書

を取り巻く状況を説明するものである。本章では、

重要な概念と手法、関連する近年の進展、及び本評

価で用いられるモデリングとシナリオの枠組を提示

する。  

 

WG1 報告書の構成及び背景 

 

IPCC第 6次評価報告書（AR6）第 1作業部会（WG1）

報告書では、圧倒的に人間の影響によって急速に気

候システムが変化している世界に関連する新たな科

学的証拠を評価する。1990 年以降の 5 回の IPCC 評

価サイクルでは、変化する気候システムについて、

急速に蓄積されてきた証拠を包括的かつ一貫した形

で提示してきた。第 4 次評価報告書（AR4、2007 年）

において、気候システムの温暖化は疑う余地がない

と初めて結論付けられた。大気、陸域、雪氷圏、生

物圏、及び海洋を含む気候システムの全ての主要な

要素に、継続的な変化が報告されている。近年の大

規模な気候変動は全人類史上例を見ない性質のもの

であり、反応の遅い気候システムの要素にとって、

これらの変化は数千年規模の時間スケールで避ける

ことができず、世界的に継続する氷の減少、海洋貯

熱量の増加、海面水位上昇、及び海洋深層の酸性化

をもたらすことを複数系統の証拠が示している。

{1.2.1, 1.3, Box 1.2, Annex 1.A} 

 

第 5 次評価報告書(AR5)以降、IPCC 報告書を取り巻

く国際政策の文脈は変化した。気候変動に関する国

際連合枠組条約（UNFCCC、1992 年）は、「気候シス

テムへの危険な人為的干渉」を防止することをその

究極的な目的としている。その目的に応え、パリ協

定（2015 年）において、「世界平均気温の上昇を、

工業化以前よりも 2℃高い水準を十分に下回るよう

に保つとともに、気温上昇を工業化以前よりも 1.5℃

高い水準に抑制する努力を追求する」こと、及び「今

世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排

出量と吸収源による除去量との間のバランス」を達

成すること、が長期目標として設定された。同協定

の締約国は、自国の計画した緩和と適応の戦略を示

す「国が決定する貢献（NDCs）」を提出する。ただ

し、2020 年時点で提出された NDCsは、温室効果ガ

スの排出を十分に抑制し、工業化以前よりも 2℃高

い水準を十分に下回るように地球温暖化を抑制する

経路と整合するには不十分である（確信度が高い）。

{1.1, 1.2} 

 

本報告書は 2023 年のグローバル・ストックテイク

に関連する可能性のある情報を提示する。パリ協定

で求められている 5 年ごとのストックテイクは、同

協定の長期目標と、その実施及び支援の手段と、気

候変動緩和策（気候変動を抑制するための取組み）

及び適応策（回避できない変化に適応するための取

組み）における世界的な取組みの進展との間の連携

を評価するものである。この背景の下、WG1 では数

ある事項の中でとりわけ、様々な地球温暖化の水準

に対する残余カーボンバジェット、長寿命及び短寿

命気候強制因子の影響、観測された気候変動とそれ

らの人為的な強制力への要因特定、及び海面水位と

極端な気候に予測される変化を評価する。{Cross-

Chapter Box1.1} 

 

気候システムの本質的な特性の理解は確固として確

立されている。19 世紀の科学者達によって、気候シ

ステムに影響を及ぼす主要な自然起源の要因が特定

された。彼らはまた、化石燃料の燃焼によって排出

される二酸化炭素（CO2）に起因する人為的な気候変

動の潜在的な可能性についての仮説を立てた。入射

する太陽放射、火山活動、軌道周期の変化といった

主要な自然起源の気候変動の駆動要因、及び地球全

体の生物地球化学的循環の変化は、20 世紀初頭以来、

体系的に研究されてきた。大気中のエーロゾル（固

体微粒子又は微小液滴）、土地利用変化、及び非 CO2

温室効果ガスなど、他の主要な人為的な駆動要因は、

1970 年代に特定された。体系的な科学的評価が

1970 年代に始まって以来、気候システムの温暖化に

対する人間活動の影響は、理論から確立した事実に

なった。世界平均気温（global surface temperature）

と温暖化パターンに関する過去の予測は、特に予測

に用いられた放射強制力シナリオと実際に生じた放

射強制力との差を考慮した場合、その後の観測とお
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おむね整合する（証拠が限定的、見解一致度が高い）。

{1.3.1 - 1.3.6} 

 

世界平均気温は 1750 年前後の期間から 1850～

1900 年の期間にかけて約 0.1℃（可能性が高い範囲

は–0.1℃～+0.3℃、確信度が中程度）上昇し、人為

的な要因による昇温は 0.0℃～0.2℃（可能性が高い

範囲、確信度が中程度）であった。この 1850～1900

年以前の気温変化の評価は、過去の IPCC 評価報告

書との整合性を保つため、また、推定の確信度が高

くないため、AR6 における今日までの昇温の評価に

は含まれていない。大気中温室効果ガス濃度の増加

に由来する放射強制力が人為起源のエーロゾル排出

と土地利用の変化によって部分的に相殺されたため、

1750年を基準とした 1850～1900年の正味の人為起

源強制力は 0.0～0.3 W m-2 であった可能性が高い

（確信度が中程度）。同期間における太陽活動及び火

山活動に由来する正味の放射強制力は、±0.1 W m-

2 未満であったと推定されている。{Cross Chapter 

Box1.2, 1.4.1, Cross Chapter Box 2.3}  

 

気候の自然変動は、特に年々ないし十年規模の内部

変動の大きい地域で、十年規模の時間スケールの人

為的な気候変動を一時的に目立たなくすることも強

めることもありうる。現在の地球温暖化の水準では、

1850～1900 年を基準とした気温変化の観測された

シグナルがほぼ全ての陸域でバックグラウンドの変

動の水準を上回って現れている（確信度が高い）。長

期的な変化速度及び年々変動の振幅はどちらも、地

球規模、地域規模、局所規模によって、また地域及

び気候変数によって異なるため、変動が顕在化する

時期に影響を及ぼす。熱帯地域は他のほとんどの地

域よりも昇温が緩やかであるが、気温の年々変動が

小さい。そのため昇温はよりも急速だが、年々変動

が大きい地域よりも熱帯地域で変化のシグナルが顕

著に現れている（確信度が高い）。{1.4.2, FAQ1.2} 

 

AR6 は統一的な気候リスクの枠組を採用しており、

これは可能性が低くとも影響が大きい結果が WG1

で一層重視されていることに裏付けられている。体

系的なリスクの枠組は、現在及び将来の気候変動が

もたらす課題に対する効果的な対応の策定の助けと

なり、リスク評価と意思決定により良い情報提供を

することを意図している。また、AR6 は「ストーリ

ーライン」手法も利用し、確固とした包括的な気候

情報の全体像の構築に寄与している。この手法はよ

り柔軟なリスクの検討及び伝達を可能にし、可能性

が低くとも影響が大きい結果を明示的に扱いうる。

{1.1.2, 1.4.4, Cross-Chapter Box 1.3}  

 

気候変動情報の構築と科学的理解の伝達は、その作

成者、利用者、及びより広範な受け手が持つ価値観

に左右される。科学的知識は、民族的又は国民的ア

イデンティティ、伝統、宗教、あるいは土地と海と

の関係に由来する価値観及び信念など、気象と気候

に関する既存の概念と相互作用する（確信度が高い）。

科学は、客観性、開放性、及び証拠に基づく思考な

ど、独自の価値観を持つ。社会的価値観は、情報の

構築、評価、及び伝達における選択の指針となるこ

とがある（確信度が高い）。{1.2.3, Box 1.1} 

 

WG1 報告書を通して使用されるデータ、ツール、及

び手法 

 

自然科学的な気候システムを観測する能力は全体と

して改善と拡大を継続してきたが、一部の観測能力

の低下も明らかである（確信度が高い）。海洋観測ネ

ットワーク及び遠隔測定システムにおいて、また、

プロキシ記録による古気候の復元において、改善が

特に顕著である。ただし、地上観測点及びラジオゾ

ンデ観測の廃止、並びに記録のデジタル化の遅れに

より、一部の気候関連の観測が中断されている。

COVID-19 の世界的流行による観測能力の更なる低

下が予期される。さらに、中緯度帯及び熱帯の氷河

などの古気候記録、加えて較正に利用される現代の

天然の記録（例えば、サンゴ及び樹木）も、気温上

昇を含む多くの負荷のため急速に姿を消しつつある

（確信度が高い）。{1.5.1}  

 

再解析は AR5 以降改善されており、気候システムの

状態と進行の評価においてますます証拠として使用

されている（確信度が高い）。再解析は大気又は海洋

の予報モデルに過去の観測データによる制約を課し、

過去の気候記録を創出し、複数の物理量にわたる整

合性、及び直接観測されない変数と場所について情

報を提供する。AR5 以降、分解能の向上、記録の拡

充、データ同化における整合性の向上、初期条件の

幅に起因する不確実性の推定、及び海洋の表現の改

善を様々に組み合わせて、新たな再解析が発展して

きた。依然として残る再解析の限界に留意したうえ

で、WG1 報告書ではより標準的な観測ベースのデー

タセットと並行して最新世代の再解析プロダクトを

使用している。{1.5.2, Annex 1}  

 

AR5 以降、極端な気象と気候の変化の要因を気候変

動に帰することの確信度が新たな手法によって向上

している。要因特定は、観測された変化又は現象の

原因となる複数の要素の相対的な寄与を評価するプ
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ロセスである。これには WG1 で行われたような、

物理的又は生物地球化学的な気象変数又は気候変数

（例えば、気温又は大気中 CO2濃度）における変化

の原因となる要素の要因特定、あるいは WG2 で行

われたような、自然システム及び人間システムに対

するこれらの変化の影響（例えば、インフラへの損

害又は農業生産性）の要因特定が含まれる。特定さ

れた要因の例として、人間活動（温室効果ガス及び

エーロゾルの排出、又は土地利用変化など）、及び気

候あるいは自然システム又は人間システムの他の側

面における変化が含まれる。{Cross-Working Group 

Box 1.1}  

 

最新世代の複雑な気候モデルにおいて物理プロセス

の表現が改善され、より広範な地球システムモデル

が生物地球化学的循環を表現している。AR5 以降、

より小さいスケールのプロセス及び極端現象をより

良く捉える高分解能モデルが利用可能になった。本

評価を裏付ける重要なモデル間比較には、第 6 期結

合モデル相互比較プロジェクト（CMIP6）及び統合

地域気候ダウンスケーリング実験（CORDEX）が含ま

れ、それぞれ全球モデル及び領域モデルに関するも

のである。第 5 期結合モデル相互比較プロジェクト 

（CMIP5）のシミュレーションを用いた結果も評価

している。AR5 以降、気候強制力を同じにした複数

のシミュレーションを個々のモデルで実行する、大

規模アンサンブルシミュレーションは、特に地域規

模において、気候システムにおける内部変動と強制

された変化の相対的な役割に関する理解を伝えるた

めにますます利用されている。アンサンブルモデル

シミュレーションの利用可能性が拡大し、将来変化

の予測における不確実性の推定の改善に寄与してい

る（確信度が高い）。将来の特定の温暖化の水準と整

合する影響又は緩和経路の評価等を行うために、研

究コミュニティ間で気候情報を伝達するエミュレー

タとして、幅広い簡易気候モデル群が評価及び使用

されている。{1.4.2, 1.5.3, 1.5.4, Cross-Chapter Box  

7.1} 

 

将来の気候変動の評価は 3 つの中核的な要素、すな

わちシナリオ、地球温暖化の水準、及び累積 CO2排

出量と地球温暖化との関係を使用することで、IPCC

の 3 つの作業部会内及び作業部会間で統合される。

シナリオは、起こりうる将来を体系的に分析する手

段として、IPCCにおいて長い歴史を持つ。自然科学

と影響、適応、及び緩和に関する研究にまたがる知

見を統合するために、共通社会経済経路（SSPs）か

ら導出され、文献で見られる気候変動の人為的な駆

動要因の将来起こりうる展開を網羅した 5つの新し

い例示的シナリオのセットが使用されている。WG1

報告書で使用されている SSP1-1.9、SSP1-2.6、SSP2-

4.5、SSP3-7.0、及び SSP5-8.5 から成る中核的な SSP

シナリオのセットは、新たな低排出経路を含む広範

な排出経路を網羅している。これらは 2015 年から

始まり、CO2排出量がそれぞれ 2100 年と 2050 年ま

でに現在の約 2 倍になる温室効果ガス（GHG） 排出

が多いシナリオ（SSP3-7.0）と非常に多いシナリオ

（SSP5-8.5）、CO2排出が今世紀半ばまで現在の水準

で推移する GHG 排出が中程度のシナリオ（SSP2-

4.5）、CO2排出が 2050 年頃又はそれ以降に正味ゼロ

になり、その後はそれぞれ異なる水準で CO2排出が

正味負になる GHG 排出が非常に少ないシナリオ

（SSP1-1.9）と少ないシナリオ（SSP1-2.6）を含む。

排出量は社会経済的な仮定、気候変動緩和の水準、

そしてエーロゾルと非メタンオゾン前駆体について

は大気汚染対策に応じて、シナリオによって異なる。

別の仮定も同様の排出量と気候応答をもたらすかも

しれないが、社会経済的な仮定及び個々のシナリオ

の実現可能性あるいは蓋然性は、将来起こりうる所

定の排出量に対する気候応答に注目した本評価の対

象ではない。世界平均気温の変化の水準（地球温暖

化の水準）は、様々なハザードと地域的な気候影響

に密接に関連し、各 IPCC 作業部会内及び作業部会

間の基準点としての役割も果たす。世界平均気温の

上昇とほぼ線形の関係にある累積二酸化炭素排出量

も使用されている。{1.6.1-1.6.4, Cross-Chapter Box 

1.5, Cross-Chapter Box 11.1}  
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第 2 章 気候システムの変化の状態 

第 2 章では、気候システムの駆動要因、主要な気候

指標、及び重要な変動モードに観測された広域的な

変化を評価する。第 3 章では、モデル性能と検出/要

因特定を考察し、第 4 章では、これらの指標と変動

モードの一部に関する予測を取り扱う。これらの章

で、プロセスと地域的な変化に注目した後続の章の

根拠を提供する。第 2 章では、現場観測及び遠隔観

測によるデータとプロダクト、並びに多様な気候プ

ロキシに基づく長期的変化の間接的証拠によって変

化を評価する。観測値とプロキシ情報の利用可能性

が時代とともに向上し、評価されうる期間を決定づ

けている。近年の変化については可能な限り、対象

とするプロキシの期間を含む、より長期的な見地で

の有意性を、平均状態と変化率の両方の観点から評

価する。 

 

気候システムの駆動要因の変化 

 

気候システムの駆動要因は、地球のエネルギー収支

を変化させることによって気候変動をもたらす。気

候駆動要因の作用は、 W m-2を単位とする有効放射

強制力（ERF）で表される。正の ERF は昇温作用をも

たらし、負の ERF は降温作用をもたらす（第 7 章）。 

 

今日の世界の大気中二酸化炭素（CO2）濃度は、少な

くとも過去200万年間のどの時点よりも高い水準に

ある（確信度が高い）。19 世紀末以降の ERF の変化

は、温室効果ガス濃度の増加とエーロゾルの変化傾

向によって支配されている。正味の ERFは正の値で、

1970 年代以降、加速的に変化している（確信度が中

程度）。{2.2, 7.2, 7.3} 

 

1750 年以降の自然要因による ERF の変化は、人為

的な駆動要因に比べれば微々たるものである（確信

度が非常に高い）。1900 年以降の太陽活動は活発で

はあったが、過去 9000 年間と比べて例外的なもの

ではなかった（確信度が高い）。1900 年以降の火山

性エーロゾル由来の放射強制力の平均的な大きさと

変動性は、過去 2500 年間と比べて異例なものでは

なかった（確信度が中程度）。{2.2.1, 2.2.2} 

 

2019 年に、CO2、メタン（CH4）、及び一酸化二窒素

（N2O）の濃度は、それぞれ、409.9 (±0.4) ppm、

1866.3（±3.3）ppb、及び 332.1（±0.4）ppb とい

う水準に達した。1850 年以降、これらのよく混合さ

れた温室効果ガス（GHGs）は、少なくとも過去 80

万年間における百年規模の時間スケールで、前例の

ない速度で増加している。CO2、CH4、及び N2O の濃

度は、1750 年から 2019 年までにそれぞれ 131.6 ± 

2.9 ppm（47.3%）、1137 ± 10 ppb（156%）、及び

62 ± 6 ppb（23.0%）上昇した。これらの変化は、

CO2 及び CH4 については少なくとも過去 80 万年間

にわたる氷期と間氷期の間の変化よりも大きく、

N2O についてはこの期間の変化と同程度である（確

信度が非常に高い）。CO2、CH4、及び N2O による ERF

の合計の最良推定値は、1750 年を基準として 2019

年に 2.9 W m-2であり、2011年から 12.5%上昇した。

2019 年のハロゲン化物による ERF は 0.4 W m-2であ

り、2011 年以降 3.5%上昇した。{2.2.3, 2.2.4, 7.3.2} 

 

北半球中緯度帯における対流圏エーロゾル濃度は、

1700年から 20世紀の最後の四半世紀までに増加し

たが、その後は減少している（確信度が高い）。2000

年以降、エーロゾル光学的厚さ（AOD）は北半球中

緯度帯及び南半球中緯度の大陸域で減少したが、南

アジアと東アフリカで増加した（確信度が高い）。こ

れらの変化傾向は、人為起源の寄与が特に大きいサ

ブミクロンエーロゾルの AOD において一層顕著で

ある。1750年を基準とした 2019年のエーロゾル ERF

の最良推定値は–1.1 W m-2である。{2.2.6, 7.3.3} 

 

他の短寿命ガスの変化は全体として正の ERFを伴う

（確信度が中程度）。成層圏オゾンは 1980 年代から

2014～2017年までに南緯 60˚と北緯 60˚の間で 2.2%

減少した（確信度が高い）。20 世紀半ば以降、北半

球において対流圏オゾンが 30～70%増加した（確信

度が中程度）。1990 年代半ば以降の自由対流圏オゾ

ンの増加率は、北半球中緯度域で 10 年あたり 2～

7%（確信度が高い）、熱帯で 10 年あたり 2～12%（確

信度が高い）、南半球中緯度帯で 10 年あたり< 5%で

あった（確信度が中程度）。オゾン気柱量に伴う ERF

の最良推定値（1750 年を基準として 0.5 W m–2）は、

対流圏オゾンの変化に支配されている。成層圏の水

蒸気量変化の推定値については、衛星観測と現場観

測の記録の食い違いのため、確信度が低い。{2.2.5, 

7.3.2}  

 

過去の土地利用変化に起因する生物物理学的効果は、

全体として負の ERF をもたらしている（確信度が中

程度）。地球全体のアルベドの増加による ERF の最

良推定値は、1700 年以降–0.15 W m–2、1850 年以降

–0.12 W m–2である （確信度が中程度）。{2.2.7, 7.3.4} 
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世界的な気候変動を示す重要な指標の変化 

 

大気、海洋、雪氷圏、及び生物圏において観測され

た変化は、世界が温暖化していることに疑う余地が

ない証拠を示している。過去数十年間にわたり、気

候システムの主要な指標は、過去数百年から数千年

で例のない水準になることが増加しており、少なく

とも過去 2000 年間に前例のない速度で変化してい

る（確信度が高い）。直近 10 年間（2011～2020 年）

の気温の高さは、現間氷期について復元された最も

温暖な百年規模の期間である約 6500 年前の気温の

範囲 [1850～1900年を基準として 0.2-1℃]を上回っ

ている（確信度が中程度）。その一つ前の温暖期は最

終間氷期中の約 12 万 5000 年前であり、この期間の

数百年規模の期間の気温の範囲［1850~1900年を基

準として0.5-1.5℃］に直近 10年間の値が含まれる。

{2.3} 

 

GMST 訳注 1は、1850～1900 年と 1995～2014 年と

の間に 0.85℃ [0.69～0.95℃]、1850～1900 年と

2011～2020 年の間に 1.09℃ [0.95～1.20℃]上昇

した。1850～1900 年から 2011～2020 年までに、

陸域の昇温（1.59℃ [1.34～1.83℃]）は海上（0.88℃ 

[0.68～1.01℃]）よりも急速だった。21 世紀の最初

の 20 年間（2001～2020 年）の GMST は、1850～

1900 年よりも 0.99℃ [0.84～1.10℃]高かった。最近

40 年間のうちどの 10 年間も、それに先立つ 1850 

年以降のどの 10 年間よりも高温であった。過去 50

年間にわたって、観測された GMSTは少なくとも過

去 2000 年間に前例のない速度で上昇した（確信度

が高い）。GMST は 19 世紀半ば以降に上昇する前ま

で、完新世中期（約 6500 年前）以降緩やかに低下し

ていた（確信度が中程度）。{2.3.1.1, Cross-Chapter 

Box2.1} 

 

GMST と GSAT 訳注 1の時間変化の差異は、正負いず

れかの方向に高々10%の差異があり（確信度が高い）、

GMST と GSAT との長期変化は、今のところ同一と

評価されている。GSAT の推定値にはより大きな不

確実性があり、1850～1900 年から 1995～2014 年ま

での評価された変化は 0.85℃［0.67～0.98℃］であ

る。{Cross-Chapter box 2.3} 

 

少なくとも 1950 年代以降対流圏が昇温しており、

成層圏が降温していることはほぼ確実である。少な

くとも 2001 年以降（新たな観測技術によってより

確固とした定量化が可能になった時期）、熱帯では対

流圏上層が地表付近よりも急速に温暖化している

（確信度が中程度）。1980 年～2018 年にかけて対流

圏界面高度が地球規模で上昇したことはほぼ確実で

あるが、その上昇幅については確信度が低い。

{2.3.1.2} 

 

世界の水循環のいくつかの構成要素の変化は、少な

くとも 1980 年以降水循環が全体として強まってい

る証拠を示す（確信度が高い）。ただし、大陸規模及

び地球規模の古気候記録が限られているため、近年

の変化と過去の変動との比較については確信度が低

い。世界全体の陸域における降水量は、1950 年以降

増加している可能性が高く、1980 年代以降はその増

加が加速している（確信度が中程度）。地表付近の比

湿は、陸域（可能性が非常に高い）及び海洋（可能

性が高い）の両方で、少なくとも 1970 年代以降増

加している。相対湿度は、2000 年以降陸域で減少し

ている可能性が非常に高い。世界の水蒸気の気柱全

量は、衛星観測の時代に増加した可能性が非常に高

い。降水量から蒸発量を差し引いた量、及び河川流

出量の世界全体の変化傾向は、観測の不確実性のた

め確信度が低い。{2.3.1.3}  

 

大規模な大気循環のいくつかの側面は、20 世紀半ば

以降変化している可能性が高いが、プロキシの証拠

が限られているため、これらの変化がより長期的な

気候とどのように比較されるかについては確信度が

低い。ハドレー循環は、少なくとも 1980 年代以降

拡大している可能性が高く、両半球における温帯低

気圧のストームトラックは極方向へ移動している可

能性が高い。地球規模のモンスーンに伴う降水量は、

1980 年代以降主に北半球において増加している可

能性が高い（確信度が中程度）。1970 年代以降、陸

域において地表付近の風が弱まっている可能性が高

い。海上では、表面付近の風は 1980 年～2000 年に

かけて強まった可能性が高いが、推定値の不一致の

ため、それ以後の変化の符号（方向）については確

信度が低い。北極域成層圏の極渦が 1980 年代以降

弱まり、ユーラシア大陸方向への偏位の頻度が増加

している可能性が高い。{2.3.1.4}  

 

現在の北極域の海氷面積の規模は、年平均値及び晩

夏の値の両方について少なくとも 1850 年以降（確

信度が高い）、晩夏の値について過去 1000 年間（確

信度が中程度）で最も小さい。1979 年から 2019 年

の間に、北極域の海氷面積は、夏季及び冬季の両方

において減少し、海氷がより若く、薄くかつ動的に

なった（確信度が非常に高い）。北極域の 10 年平均

海氷面積は、9 月については 1979～1988 年の 623

万 km2から 2010～2019 年の 376 万 km2に、3 月に
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ついては 1452万 km2から 1342万 km2に減少した。

南極域の海氷面積は、1979 年以降正味の変化がほと

んどなく（確信度が高い）、海氷面積の 10 年平均値

は、1979～1988 年（2 月について 204 万 km2、9 月

について 1539万 km2）と 2010～2019 年（2 月につ

いて 217 万 km2、9 月について 1575 万 km2）との間

でわずかな差しかなかった。{2.3.2.1} 

 

陸域の雪氷圏における変化は広範囲に及び、現在い

くつかの指標が数百年から数千年にわたって前例の

ない状態にある（確信度が高い）。少なくとも 1978

年以降、北半球における春季の積雪面積が減少して

いる（確信度が非常に高い）。氷河は 19 世紀後半以

降ほぼ例外なく後退しており、1990 年代以降は速度

を増して後退し続けている（確信度が非常に高い）。

この挙動は少なくとも過去 2000 年間に前例のない

ものである（確信度が中程度）。2000 年以降、グリ

ーンランド氷床（GrIS）の質量減少は大幅に増加し

ている（確信度が高い）。グリーンランド氷床は、最

終間氷期（確信度が高い）及び完新世中期（確信度

が高い）に現在よりも小さかった。南極氷床（AIS）

は 1992 年から 2020 年の間に質量が減少し（確信度

が非常に高い）、この期間に質量減少速度は増加した

（確信度が中程度）。北半球では永久凍土が、3000 年

前まで存在しなかった場所にも存在しているが、過

去 30～40 年間にわたって上層 30 m の温度上昇が

広範囲に及んでいる（確信度が高い）。{2.3.2} 

 

世界平均海面水位（GMSL）は上昇しており、20 世

紀以降の GMSL の上昇率は、少なくとも過去 3000

年間のどの百年間よりも大きい（確信度が高い）。

1901 年以降、GMSL は 0.20 m［0.15～0.25 m］上

昇し、その上昇率は加速している。海面水位の平均

上昇率は、1901 から 1971 年の間は 1.3［0.6～2.1］

mm/年で、1971 から 2006 年の間は 1.9［0.8～2.9］

mm/年に増大し、2006 から 2018 年の間は 3.7［3.2

～4.2］mm/年に更に増大した（確信度が高い）。更

に時間を遡り、GMSLが完新世中期（6000 年前）に

は現在の–3.5～+0.5 mで（可能性が非常に高い）、最

終間氷期（12 万 5000 年前）には現在よりも 5～10 

m高く（可能性が高い）、鮮新世中期温暖期（MPWP）

（330万年前）には現在よりも 5～25 m高かった（可

能性が非常に高い）ことについて確信度が中程度で

ある。{2.3.3.3} 

 

近年の海洋の変化は広範に及び、重要な海洋の指標

は数百年から数千年にわたって前例のない状態にあ

る（確信度が高い）。1971 年以降世界全体の海洋貯

熱量が増加していることは、表層（0～700 m）では

ほぼ確実であり、中層（700～2000 m）では可能性

が非常に高く、2000 m以深では可能性が高く、現在、

少なくとも最終氷期の終末期（1 万 8000 年前～1 万

1000 年前）以降のどの時点よりも急速に増加してい

る（確信度が中程度）。海面付近の広域的な塩分のコ

ントラストが、少なくとも 1950 年以降強まってい

ることはほぼ確実である。大西洋子午面循環（AMOC）

は、過去 8000 年間にわたって比較的安定していた

が（確信度が中程度）、20 世紀の間に弱まった（確

信度が低い）。海洋の pH は、海面付近では過去 40

年間にわたって世界的に低下し（ほぼ確実）、海洋内

部で過去 20～30 年間にわたって全大洋において低

下した（確信度が高い）。外洋表層の pH は、過去

5000 万年にわたって長期的に上昇したが（確信度が

高い）、近年のような低い海洋表層 pH は、過去 200

万年で異例である（確信度が中程度）。20 世紀半ば

から 21 世紀初頭にかけて、十年規模の変動を伴い

（確信度が中程度）、ほとんどの外洋域で貧酸素化が

発生している（確信度が高い）。多くの場所で、酸素

極小層が拡大している（確信度が高い）。{2.3.3} 

 

海洋生物圏における変化は、広域的な昇温及び海洋

地球化学的な変化と整合する（確信度が高い）。多く

の海洋生物の生息域が、極方向及び深層方向へ移動

している（確信度が高い）が、逆の方向へ移動して

いる生物も少数いる。このような種の間の応答の不

一致は、生態系の種の構成が変化していることを意

味する（確信度が中程度）。複数の場所で、海洋生物

のさまざまな生物季節学的指標が過去 50 年間で変

化しているが、変化の性質は場所及び種によって異

なる（確信度が高い）。海洋の食物連鎖の底辺にいる

植物プランクトンの濃度（クロロフィル濃度を指標

とする）は少なくとも過去 20 年間で、中低緯度帯で

弱く変動しやすい変化傾向を持ち、高緯度帯で増加

している（確信度が中程度）。1998 年から 2018 年ま

でに、世界全体の海洋基礎生産はわずかに減少した

が、北極圏では生産が増加した（確信度が中程度）。

{2.3.4.2} 

 

陸域生物圏の重要な地球規模の側面における変化は、

広域的な昇温と整合する（確信度が高い）。過去百年

間にわたって、多くの陸域生物種の分布が極方向及

び高標高に移動しており（確信度が非常に高い）、多

くの生態系で種の入れ替わりが増加している（確信

度が高い）。過去 50 年間にわたって気候帯が極方向

へ移動し、それに伴い北半球温帯で生育期間が長く

なり、北緯 45°以北で大気中 CO2濃度の季節サイク

ルの振幅が増大している（確信度が高い）。1980 年
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代初頭以降、地球規模で陸域表面の緑が増加してい

る（確信度が高い）。{2.3.4.1, 2.3.4.3} 

 

鮮新世中期温暖期（MPWP、330 万年前～300 万年

前）における、緩やかに変化する広域的な指標は、

現在よりも温暖で、CO2 濃度が現在と同水準であっ

た世界を反映している。MPWPにおける CO2濃度は

長期間、現在に近い水準である 360～420 ppmの範

囲にあった（確信度が中程度）。現在を基準として、

GMST、GMSL、及び降水頻度は全てより高く、北半

球の緯度方向の温度勾配はより緩やかで、主要な陸

域生物群系はより北側にあった（確信度が非常に高

い）。雪氷圏の指標が低下していたことについては確

信度が高く、太平洋の経度方向の温度勾配がより緩

やかであったこと、及びモンスーンシステムが強か

ったことについては確信度が中程度である。{2.3, 

Cross-Chapter Box 2.4, 9.6.2} 

 

プロキシ記録に基づく過去の気候状態からの推定を、

向こう数世紀の気候予測と比較することで、起こり

うる将来の範囲をより長期的な文脈の中で捉えうる。

特定の古気候時代と将来予測との間の、以下の対応

付けについては確信度が中程度である。最終間氷期

における GMST は長期間、1850～1900 年を基準と

して 0.5～1.5℃高かったと推定されており、これは

23 世紀末までの負の排出の延長を含む、SSP1-2.6 の

下で予測された昇温範囲［1.0℃～2.2℃］の下端と一

部重なる。鮮新世中期温暖期の GMST の推定値

［2.5℃～4.0℃］は、SSP2-4．5 の下で 23 世紀末に

ついて予測された範囲［2.3℃～4.6℃］と同等である。

約 1500万年前の中新世気候最適期及び約 5000万年

前の始新世前期気候最適期のGMSTの推定値はそれ

ぞれ［5℃～10℃］及び［10℃～18℃］で、SSP5-8.5

の下で 23 世紀末について予測された範囲［6.6℃～

14.1℃］と一部重なる。{Cross-Chapter Box 2.1,  2.3.1, 

4.3.1.1, 4.7.1.1} 

 

変動モードの変化 

 

19 世紀末以降、主要な気候の変動モードは持続的な

変化傾向を示していないが、数十年規模の時間スケ

ールでの頻度と強度の変動を示している。ただし、

南半球環状モードは顕著な例外で、系統的により大

きな正の値になっている（確信度が高い）。これらの

変動モードが千年以上存在していることの確信度が

高いが、直接的な測器観測の記録以前の詳細な復元

はほとんどのモードについて確信度が低い。両極域

の環状モードは数十年間にわたって、中緯度帯の循

環の帯状性が強まる正の変化傾向を強く示していた

が、北半球環状モードについては 1990 年代初頭以

降、このような変化傾向は持続しなかった（確信度

が高い）。熱帯海洋モードについては、エルニーニョ・

南方振動については数百年規模の変動を超える持続

的なレジームシフトが観測されていない（確信度が

中程度）が、他の熱帯海洋モードの長期的な挙動に

ついては証拠が限定的で見解一致度が低い。太平洋

及び大西洋における十年規模変動及び数十年規模変

動のモードは、観測記録のある期間で有意な変化傾

向を示していない（確信度が高い）。{2.4} 
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第 3 章 気候システムに対する人間の影響 

近年の気候変動に対する人間の影響に関する証拠は、

IPCC 第 2 次評価報告書から IPCC 第 5 次評価報告書

にかけて強まってきたが、本評価で一層強固になっ

ている。IPCC第 2 次評価報告書（SAR、1995 年）は、

「証拠を比較検討した結果は、識別可能な人間の影

響が地球規模の気候に現れていることを示唆してい

る」と結論した。以降の評価（第3次評価報告書（TAR、

2001 年）、AR4（2007 年）、及び AR5（2013 年））に

おいて、気候システムに対する人間の影響に関する

証拠が次第に強まってきた。AR5 では、気候システ

ムに対する人間の影響は明瞭であり、大気中温室効

果ガス濃度の増加、正の放射強制力、観測された昇

温、そして気候システムの自然科学的理解から明白

である、と結論された。本章は古気候記録、観測及

び気候モデルからの情報を統合し、気候変動広域的

な指標について、気候システムに対する人間の影響

の評価を更新する。本章は気候変動広域的な指標に

ついて、本報告書における主要な評価も提示するが、

これは以降の章で目的に応じた評価によって補完さ

れる。  

 

気候システム全体にわたる統合的評価 

 

工業化以前の時代以降、人間の影響が大気、海洋及

び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない。

気候システム全体からの証拠を組み合わせることで、

観測された気候変動の人間の影響への要因特定の確

信度の水準が上がり、単一の変数に基づく評価に付

随する不確実性が低減される。大気、海洋、雪氷圏、

及び陸面において気候変動の広域的な指標は人間の

影響に対して、モデルシミュレーション及び物理的

理解から予期されるものと整合する明瞭な応答を示

している。{3.8.1}  

 

気候変動の広域的な指標のほとんどについて、本評

価を裏打ちする最新世代の第 6 期結合モデル相互比

較プロジェクト（CMIP6）の気候モデルによりシミ

ュレーションされた最近の平均的な気候は、AR5 で

評価された第 5 期結合モデル相互比較プロジェクト

（CMIP5）のモデルと比べて改善されている（確信

度が高い）。地域的な降水パターンなどについては、

依然として観測との差異がある。高解像度モデルで

は、地表及び海洋の気候の全てではないがいくつか

の側面でバイアスが低減されており（確信度が中程

 
1 本章において、「温室効果ガス」はよく混合された温室効果ガスを指す。 

2 本章において、「主要な駆動要因」は変化の 50%を超える部分の要因となっていることを意味する。 

度）、地球システムモデルは生物地球化学的フィード

バックを含むが、ほとんどがより単純なモデルと同

等の性能を示している（確信度が中程度）。マルチモ

デル平均は観測された気候変動のほとんどの側面を

よく捉えている（確信度が高い）。マルチモデル平均

は、過去の CO2濃度の高い期間及び低い期間の気候

におけるプロキシ復元による GSAT 訳注 1の変化をと

らえ（確信度が高い）、また、評価された地域のほと

んどで完新世中期の気温と降水の変化の正しい符号

をとらえている（確信度が中程度）を捉えている。

大陸規模の古気候シミュレーションは AR5 と比べ

て改善している（確信度が中程度）が、モデルはし

ばしば気温と降水について現代との大きな差異を過

小評価する（確信度が高い）。{3.8.2} 

 

大気と地表に対する人間の影響 

 

1850～1900 年を基準とした 2010～2019 年の

GSAT において、人為起源の昇温の可能性が高い範

囲は 0.8℃～1.3℃で、観測された昇温の範囲である

0.9～1.2℃を含む一方で、自然起源の放射強制力に

帰せられる変化は−0.1℃～0.1℃に過ぎない。人為

起源の昇温の最良推定値は 1.07℃である。不確実性

の理解が深まったことと、観測された昇温が大きく

なったことにより、AR5 のように 1951 年以降では

なく、1850～1900年以降について昇温の要因特定を

しうるようになった。GSATと GMST 訳注 1について、

人為起源の上昇の可能性が高い範囲は同等である

（確信度が中程度）。観測された昇温における個別の

人為起源の強制力への要因特定には、依然としてよ

り不確かである。同期間において、温室効果ガス1に

よる放射強制力は GSAT を 1.0℃～2.0℃上昇させた

可能性が高く、エーロゾルを含む他の人為起源の放

射強制力は GSAT を 0.0℃～0.8℃低下させた可能性

が高い。包括的な衛星観測が始まった 1979 年以降

の対流圏の昇温の主要な駆動要因2は、人為的な温室

効果ガスの増加であった可能性が非常に高く、1979

年から 1990 年代半ばまでの成層圏下層の降温の主

要な駆動要因は、人為起源の成層圏オゾン破壊であ

った可能性が極めて高い。{3.3.1} 

 

CMIP6 モデルアンサンブルは観測された過去の世

界平均気温の変化傾向と変動性を、人為起源の温暖

化の検出と要因特定を裏付けるのに十分小さいバイ
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アスで再現している（確信度が非常に高い）。本報告

で評価した CMIP6 の過去シミュレーションでは、

世界平均気温変化のアンサンブル平均と観測との差

は過去の期間のほとんどで 0.2℃以内に収まってお

り、観測された昇温は、CMIP6 アンサンブルの 5～

95％の範囲に収まっている。ただし、いくつかの

CMIP6 モデルでシミュレーションされた昇温は、観

測された昇温の 5～95％の範囲の上又は下のいずれ

かに外れている。CMIP6 モデルは、激しい火山活動

があった時期の後に生じた降温を含む、過去 1000年

にわたる地表付近の気温の変動をおおむね再現して

いる（確信度が中程度）。上空の気温については、

CMIP5 と CMIP6 モデルのほとんどが、熱帯対流圏

上層で観測された昇温を、1979～2014年の期間につ

いて少なくとも 10年あたり 0.1℃過大評価している

ことについて確信度が中程度である。衛星観測から

導出された成層圏の気温の推定値の最新情報により、

成層圏全体の世界平均気温の、シミュレーションさ

れた変化と観測された変化との間の差異が低減され

た（確信度が中程度）。{3.3.1} 

 

1998～2012年にかけて観測された、1951～2012年

と比べて緩やかな GMST の上昇率は一時的な現象

であり、その後 GMST は大幅に上昇した（確信度が

非常に高い）。AR5 以降に改善された観測データセッ

トは、1998～2012 年にかけての GMST の、従前の

推定値よりも大きな変化傾向を示している。1998～

2012 年にかけての GMST の、観測に基づく変化傾

向の推定値は全て、CMIP6 シミュレーションによる

変化傾向の 10～90 パーセンタイルの範囲に収まっ

ている（確信度が高い）。内部変動、特に太平洋十年

規模変動、並びに太陽活動及び火山活動による放射

強制力の変動により、1998～2012年にかけての地表

付近の人為的な昇温傾向の一部が相殺された（確信

度が高い）。世界の海洋貯熱量はこの期間も上昇し続

けたが、これは気候システム全体として継続的に温

暖化していたことを意味する（確信度が非常に高い）。

2012年以降 GMSTは大幅に上昇しており、過去 5年

間（2016～2020 年）は少なくとも 1850 年以降の測

器記録において最も温暖な 5 年間であった（確信度

が高い）。{Cross-Chapter Box 3.1, 3.3.1; 3.5.1} 

 

1979 年以降の対流圏上層の湿潤化に、人間の影響が

寄与している3可能性が高い。また、地表付近の年間

比湿の世界的な上昇に人間の影響が寄与したことに

ついては確信度が中程度であり、北半球中緯度帯の

 
3 本章において、観測された変化に「人間の影響が寄与している」という表現は、人間の影響への応答がゼロではなく、観測された変化と符号が一致し

ていることを意味する。 

大陸域において夏季の地表付近の相対湿度の減少に

人間の影響が寄与したことについては確信度が中程

度である。{3.3.2} 

 

20 世紀半ば以降に観測された広域的な降水の変化

に人間の影響が寄与している可能性が高い。要因特

定の新たな研究によって、北半球の中～高緯度帯の

陸域における降水量の検出可能な増加に関するこれ

までの知見が強化されている（確信度が高い）。湿潤

熱帯地域と乾燥亜熱帯地域との間の、帯状平均降水

量のコントラストの強化に人間の影響が寄与してい

る（確信度が中程度）。ただし、1950 年代から 1980

年代までの世界の陸域の夏季モンスーンに伴う降水

量の減少には、人為起源のエーロゾルが寄与した（確

信度が中程度）。また、南半球環状モードの正位相へ

の変化傾向に伴って、1979 年以降の南半球における

夏季降水量の高緯度帯での増加と中緯度帯での減少

に人間の影響が寄与していることについては確信度

が中程度である。モデルによる降水パターンのシミ

ュレーションには改善がみられるが、特に熱帯海上

においてまだ不十分なところがある（確信度が高い）。

{3.3.2, 3.3.3, 3.5.2} 

 

人為起源温室効果ガスによる強制力が、地球規模（ほ

ぼ確実）及びほとんどの大陸（可能性が非常に高い）

で観測された極端な高温及び極端な低温の主要な駆

動要因である。人間の影響（特に温室効果ガスの放

射強制力に起因する）は、最近数十年間で世界全体

の陸域において観測された大雨訳注 2 の強度の増加の

主要な駆動要因である可能性が高い。陸域の極端な

降水の広域的な空間分布を捉えるモデルの能力につ

いては確信度が高い。CMIP6 モデルでシミュレーシ

ョンされた極端な降水の規模と頻度は、CMIP5 モデ

ルでシミュレーションされたものと同様である（確

信度が高い）。{Cross-Chapter Box 3.2} 

 

1980 年代以降の南半球における帯状平均ハドレー

セルの極方向への拡大に人間の影響が寄与している

可能性が高い。北半球で観測された帯状平均ハドレ

ーセルの極方向への拡大が内部変動の範囲内である

ことについては確信度が中程度である。1980 年代以

降に観測された太平洋ウォーカー循環の強化の原因

はよく理解されておらず、観測された強化傾向は結

合モデルでシミュレーションされた変化傾向の範囲

外にある（確信度が中程度）。CMIP6 モデルは対流圏

の大規模循環の一般的特徴を捉えている（確信度が
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高い）一方で、特にヨーロッパ・大西洋域の大気ブ

ロッキング現象の平均頻度には系統的なバイアスが

存在し、その一部はモデルの解像度を上げることで

低減される（確信度が中程度）。{3.3.3} 

 

雪氷圏に対する人間の影響 

 

主に温室効果ガスの増加に起因する人為起源の放射

強制力は、1970 年代末以降の北極域の海氷減少の主

要な駆動要因である可能性が非常に高い。1950 年代

以降、人為起源のエーロゾルの増加が温室効果ガス

に起因する北極域の海氷減少を部分的に相殺してい

ることについて、新しい証拠がある（確信度が中程

度）。北極域における過去数十年間の海氷面積及び海

氷厚の減少は、海氷の平均状態には大きな差異があ

るものの、全ての CMIP5 モデル及び CMIP6 モデル

で再現されている（確信度が高い）。対照的に、全球

気候モデルは衛星観測の時代に観測された南極域の

海氷面積の小さな増加を一般には捉えておらず、こ

の変化の要因特定については確信度が低い。{3.4.1} 

 

1950 年以降に観測された北半球における春季の積

雪面積の減少に、人間の影響が寄与した可能性が非

常に高い。北半球における積雪の季節サイクルは、

CMIP6 モデルで CMIP5 モデルよりも良好に再現さ

れている（確信度が高い）。近年の世界的でほぼ普遍

的な氷河の後退の主要な駆動要因は人間の影響であ

った可能性が非常に高い。過去 20 年間にわたって

観測されたグリーンランド氷床の表面融解に、人間

の影響が寄与した可能性が非常に高く、近年のグリ

ーンランド氷床の全体的な質量減少に対する人為的

な寄与については確信度が中程度である。ただし、

氷流出量の変化を通した南極氷床の質量収支に対す

る人間の影響については証拠が限定的で見解一致度

が中程度である。{3.4.2, 3.4.3} 

 

海洋に対する人間の影響 

 

1970 年代以降に観測された海洋深層に及ぶ海洋貯

熱量の増加の主要な駆動要因は、人間の影響であっ

た可能性が極めて高い（確信度が非常に高い）。AR5

以降、海洋表層（< 700 m）における貯熱量変化の近

年の観測推定値と、自然起源及び人為起源の放射強

制力の両方を考慮したモデルシミュレーションとの

間の整合性が向上した。最新の観測及びモデルシミ

ュレーションは、温暖化が海洋の全層に及んでいる

ことを示しており（確信度が高い）、CMIP6 のモデル

シミュレーションによると、工業時代（1850～2014

年）に吸収された熱の 58%が表層（0～700 m）、21%

が中層（700～2,000 m）、22%が深層（>2,000 m）に

蓄積されている。マルチモデル平均の海水温バイア

スの構造と大きさは、CMIP5 と CMIP6 との間で大

きくは変化しない。（確信度が中程度）。{3.5.1} 

 

20 世紀半ば以降に観測された海面付近及び海洋表

層の塩分の変化に、人間の影響が寄与した可能性が

極めて高い。付随する変化パターンは、低塩分の海

域における更なる低塩分化と、高塩分の海域におけ

る更なる高塩分化に相当する（確信度が高い）。同時

に起きる大気中の水循環と海洋－大気間のフラック

ス（蒸発と降水）の変化が、観測された大洋規模の

塩分変化の主要な駆動要因である（確信度が高い）。

深さ方向に積分した大洋規模の塩分に観測された変

化は、人間の影響に要因特定されており、CMIP5 モ

デル及び CMIP6 モデルでは温室効果ガスの増加を

含むシミュレーションにおいてのみ、これらのパタ

ーンを再現できる（確信度が中程度）。大洋規模の変

化はモデル間で整合しており、過去の期間を通して

より顕著になっている（確信度が高い）。マルチモデ

ル平均のバイアスの構造は、CMIP5 と CMIP6 との

間で大きくは変化しない（確信度が中程度）。{3.5.2} 

 

氷河、氷床表面の質量収支、及び熱膨張に帰せられ

る寄与を合わせると、少なくとも 1971 年以降に観

測された世界平均海面水位の上昇の主要な駆動要因

は、人間の影響であった可能性が非常に高い。AR5

以降の研究により、人為起源温室効果ガスを除いた

シミュレーションでは過去の期間の熱膨張に起因す

る（thermosteric）海面水位上昇を捉えることができ

ず、全ての放射強制力（人為起源と自然起源）を含

むモデルシミュレーションが観測推定値と最もよく

整合することが示されている。1970 年以降観測され

た熱膨張に起因する世界平均海面水位の上昇の主要

な駆動要因は、人間の影響であった可能性が非常に

高い。{3.5.3, 3.5.1, 3.4.3} 

 

2000 年代半ばから 2010 年代半ばまでに大西洋子

午面循環（AMOC）が弱まり（確信度が高い）、1990

年代以降、南大洋上層の子午面循環が強まった（確

信度が低い）ことが観測されている一方で、これら

の変化に対する内部変動、自然起源の強制力、及び

人為起源の強制力の相対的な寄与を決定するには観

測記録が短すぎる（確信度が高い）。南極周極流の輸

送又は南北方向の位置の変化は観測されていない。

南大洋の平均的な東西方向の循環及び子午面循環、

並びに北大西洋の平均的な子午面循環（大西洋子午

面循環、AMOC）は、CMIP5 及び CMIP6 モデルでお

おむね再現されている。ただし、モデル化された循
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環強度（確信度が高い）及びその変動性（確信度が

中程度）には、明白にバイアスがある。{3.5.4} 

 

生物圏に対する人間の影響 

 

大気中CO2濃度の季節サイクルに観測された振幅増

加の主要な駆動要因は、大気中 CO2濃度の増加によ

る植物成長の施肥効果の増大である（確信度が中程

度）。ただし、観測された緑化の主要な駆動要因もこ

の CO2施肥効果であったかについては、土地管理が

支配的な要因である地域もあるため確信度が低い。

地球システムモデルのシミュレーションによる世界

平均陸域炭素吸収量は、観測に基づく推定値の範囲

にある（確信度が高い）が、地球規模の一致が地域

規模の大きな不一致を見えなくしている。{3.6.1} 

 

人為起源 CO2 の吸収が観測された世界の外洋表層

の酸性化の主要な駆動要因であったことはほぼ確実

である。2000年以降に北大西洋亜熱帯域及び赤道域

で観測された CO2濃度の増加の一部は海水温の上昇

に付随している可能性が高く、この応答は温暖化に

伴って予期される海洋の炭素吸収源の弱まりと整合

している。AR5 と整合して、海洋表層の貧酸素化の

一部が人間の影響によることについては確信度が中

程度である。地球システムモデルが現実に即した世

界平均海洋炭素吸収量の時間発展をシミュレーショ

ンすることについては確信度が高い。{3.6.2} 

 

気候の変動モードに対する人間の影響 

 

1970 年代以降に観測された南半球環状モード

（SAM）の正位相への変化傾向と、それに付随する

南半球夏季における南半球亜熱帯ジェット気流の強

まりと南方への移動に、人間の影響が寄与している

可能性が非常に高い。SAM の変化傾向に対するオゾ

ン放射強制力の影響は 2000 年代初め以降、その前

の数十年間と比べて小さく、2000～2019年にかけて

観測された SAM の変化傾向の弱まりに寄与してい

る（確信度が中程度）。気候モデルは夏季の SAM の

変化傾向をよく再現しており、CMIP6 モデルは

CMIP5モデルよりも優れている（確信度が中程度）。

対照的に、1960 年代以降の北半球環状モード（NAM）

の正位相への変化傾向と、それに付随する北半球の

中高緯度ジェット及びストームトラックの北半球冬

季における北方への移動の原因は、よく理解されて

いない。モデルは SAM 及び NAM に観測された空間

的な特徴とばらつきを非常によく再現している（確

信度が高い）。{3.3.3, 3.7.1, 3.7.2} 

 

主要な熱帯気候の年々変動モード、又はそれらに付

随する地域的テレコネクションに対する人間の影響

は、内部変動の範囲を超えていない（確信度が高い）。

AR5 以降の評価により、気候モデル及び地球システ

ムモデルがエルニーニョ・南方振動及びインド洋の

海盆モードとダイポールモードの空間的な構造と分

散のほとんどの側面を再現できることが確かめられ

ている（確信度が中程度）。ただし、CMIP6 でわずか

に改善されたものの、いくつかの基本的なプロセス

の表現はまだ不十分である。大西洋東西モード及び

南北モードを包む大西洋熱帯域については、モデル

化された平均状態と変動性に大きなバイアスが残っ

ている。{3.7.3～3.7.5} 

 

1960 年代以降に大西洋数十年規模変動（AMV）指

数とそれに付随する地域的テレコネクションに観測

された変化に対し、人為起源のエーロゾル及び火山

性エーロゾルが寄与したことについて確信度が中程

度であるが、この影響の大きさについては確信度が

低い。工業化以前の時代以降に観測された太平洋十

年規模変動（PDV）については、人間の影響の可能

性についてのモデルによる証拠もあるものの、主要

な駆動要因が内部変動であることの確信度が高い。

AMV 及び PDV に対する人間の影響の定量化につい

ては、観測記録が短いため、関連する海面水温（SST）

偏差を再現するモデル性能が CMIP5 から CMIP6 に

かけて改善したものの限定的である（確信度が中程

度）ため、そしてこれらの重要な駆動要因のプロセ

スに関する理解が限定的であるため、不確実性が残

っている。{3.7.6, 3.7.7} 
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第 4 章 将来の世界の気候：シナリオに基づく予測及び短期の将来に関する情報 

本章では、短期（2021～2040 年）、中期（2041～2060

年）、及び長期（2081～2100 年）から 2300 年にわ

たる期間の時間範囲について、将来の地球規模の気

候変動のシミュレーションを評価する。変化は、近

年（1995～2014 年）及び工業化以前の時代の近似す

る 1850～1900 年の両期間を基準として評価されて

いる。 

 

ここで評価された予測は主として、第 6 期結合モデ

ル相互比較プロジェクト（CMIP6）で用いられた新

しいシナリオ群である共通社会経済経路（SSPs）に

基づく。SSPシナリオの中でも、SSP1-1.9、SSP1-2.6、

SSP2-4.5、SSP3-7.0、及び SSP5-8.5 の 5 つのシナリ

オが重視されている。SSP シナリオの名称の一つ目

の数字は、想定されている共通社会経済経路を示し、

二つ目の数字は、2100 年時点の世界全体のおおよそ

の有効放射強制力（ERF）を示す。本章では、適切な

場合、代表的濃度経路（RCPs）に基づくシナリオを

用いた CMIP5 から新たに得られた結果も評価する。

特に GSAT 訳注 1と世界平均海面水位（GMSL）の変化

については追加的な証拠も踏まえて評価する一方で、

他の変数の変化についての評価は、主として CMIP6

の結果に基づく。特に断りのない限り、これらの評

価は大規模な火山噴火が 21 世紀中に発生しないこ

とを前提とする。{1.6, 4.2.2, 4.3.2, 4.3.4, 4.6.2, BOX 4.1: 

Cross-Chapter Box 4.1, Cross-Chapter Box 7.1, 9.6} 

 

気温 

 

IPCC 報告書としては初めて、シナリオに基づいた

予測に、過去の温暖化のシミュレーションに基づい

た観測による制約、加えて更新された平衡気候感度

（ECS）と過渡的気候応答（TCR）の評価を明示的に

組み合わせて、GSAT の将来変化の評価が明示的に

構築されている。2019～2028年の期間については、

近年の観測値を初期値とした気候予報も利用されて

いる。追加的な証拠を取り入れたことにより、各シ

ナリオの評価の不確実性の幅が低減されている。

{4.3.1, 4.3.4, 4.4.1, 7.5} 

 

短期（2021～2040 年）のうちに、1850～1900 年の

期間の平均値を基準とした GSAT の 20 年平均値が

1.5℃上昇することは、SSP5-8.5 シナリオでは可能

性が非常に高く、SSP2-4.5 及び SSP3-7.0 シナリオ

では可能性が高く、SSP1-1.9 及び SSP1-2.6 シナリ

オではどちらかと言えば可能性が高い。閾値を超え

る時期は、GSAT の平均値がその閾値を超える最初

の 20 年間の中間点として定義されている。SSP5-8.5

以外の全ての評価されたシナリオにおいて、1.5℃の

閾値を超える次期の中央推定値は 2030 年代初頭で

ある。これは、1.5℃の地球温暖化に関する IPCC 特

別報告書（SR1.5）において、その当時の昇温率が継

続すると仮定して評価された可能性が高い範囲

（2030～2052 年）の初期にあたる。なおこの昇温率

は AR6 で確認された。評価された閾値を超える時期

の[SR1.5 との]差異のうちおおよそ半分は、AR6 で過

去の昇温量がより大きく診断されたことによる。ま

た、AR6 では気候感度の中央推定値に対して、ほと

んどのシナリオで SR1.5 における「現状」の評価よ

り大きな短期の昇温を示すことが残りの半分を説明

する（確信度が中程度）。線形外挿の代わりに SSP1-

1.9 と似たシナリオを考察する場合、SR1.5 におけ

る 1.5℃の地球温暖化を超える時期の推定値は本報

告書での中央推定値に近くなる。SSP1-1.9 において

は、1850～1900 年を基準とした GSAT は 21 世紀を

通して 1.6℃未満であり続ける可能性がどちらかと

言えば高く、1.5℃の地球温暖化を 0.1℃を超えない

一時的なオーバーシュートの可能性を示唆している。

気候感度が、可能性が非常に高いと評価された範囲

の下端付近の値をとれば、SSP1-1.9 及び SSP1-2.6 に

おいて 1.5℃の温暖化の閾値を超えることが避けら

れる（確信度が中程度）。{2.3.1, Cross-chapter Box 2.3, 

3.3.1, 4.3.4, Box 4.1;, 7.5} 

 

ここで考慮されている全てのシナリオにわたって、

1850～1900 年を基準とする GSAT が 1.5℃を超え

る可能性は、2030 年までのどの単年においても 40

～60％である（確信度が中程度）。年平均 GSATの短

期的な予測の不確実性には、自然の内部変動とモデ

ルの不確実性がほぼ同等に寄与する（確信度が高い）。

対照的に、年平均 GSAT の短期的な水準は、AR5 の

評価と整合して、シナリオの選択に比較的依存しな

い。近年の観測値を初期値とした予報は、近年を基

準とした 2019～2028 年の年平均 GSAT の変化の可

能性が非常に高いと評価された範囲と整合する（確

信度が高い）。{4.4.1, Box 4.1} 

 

近年（1995～2014 年）を基準とした 2081～2100

年の期間の平均の GSAT は、排出が非常に少ないシ

ナリオ（SSP1-1.9）では 0.2℃～1.0℃、排出が非常

に多いシナリオ（SSP5-8.5）では 2.4℃～4.8℃高く

なる可能性が非常に高い。SSP1-2.6、SSP2-4.5、及び
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SSP3-7.0の各シナリオに対応する可能性が非常に高

い範囲は、それぞれ 0.5℃～1.5℃、1.2℃～2.6℃、及

び 2.0℃～3.7℃である。2081～2100 年の期間の不確

実性の範囲のうち、ECS及び TCR の不確実性が大部

分を占め続けている（確信度が非常に高い）。排出量

を所与とした SSP5-8.5 のシミュレーションによる

と、炭素循環の不確実性は小さく、GSATの予測の評

価を変更するほどではない（確信度が高い）。{4.3.1, 

4.3.4, 4.6.2, 7.5} 

 

CMIP6 モデルによる GSAT の予測の範囲は、評価さ

れた範囲よりも広く（確信度が高い）、さらに、

CMIP6 における GSAT の上昇幅は、CMIP5 よりも

大きい傾向にある（確信度が非常に高い）。シミュレ

ーションされた昇温幅の増加の約半分は、CMIP5 と

比べて CMIP6 では気候感度がより高いモデルが多

いことに起因しており、残りの半分は、名称が対応

するシナリオ（例えば、RCP8.5 と SSP5-8.5）におい

て[CMIP6 の]ERF がより大きいことに起因する（確

信度が中程度）。SSP1-2.6 及び SSP2-4.5 でも、昇温

の範囲の変化の約半分が ERFの変化によって説明さ

れる（確信度が中程度）。SSP5-8.5 については、CMIP5

よりも昇温の上端が高くなった主な要因は、気候感

度が高くなったことにある（確信度が中程度）。{4.3.1, 

4.3.4, 4.6.2, 7.5.6} 

 

大幅な温暖化のストーリーライン、すなわち、可能

性が非常に高いと評価された範囲の上端を上回る

GSAT の水準に付随するストーリーラインは、定義

上当然可能性が極めて低いが、排除することはでき

ない。SSP1-2.6 の場合、このような大幅な温暖化の

ストーリーラインは、長期的（2081～2100 年）な

昇温が 2℃を大幅に下回るのではなく、大幅に上回

ることを意味している（確信度が高い）。シナリオに

よらず、大幅な温暖化のストーリーラインは、気候

システムの多くの側面における変化が、GSAT の変

化の中央推定値に伴うパターンを最大 50％以上上

回ることを示唆する（確信度が高い）。{4.3.4, 4.8} 

 

平均的な地表付近の温暖化が陸域において海上より

も大幅であり続け、北極域における地表付近の温暖

化が 21 世紀にわたって世界平均よりも顕著であり

続けることはほぼ確実である。平均的に、地表付近

の温暖化は陸域において海上よりも約 1.5 倍（可能

性が高い範囲は 1.4～1.7 倍）速いと予期される。昇

温のパターンは季節によって異なる可能性が高く、

北半球高緯度域では夏季よりも冬季に大きく昇温す

る（確信度が中程度）。季節平均気温の年々変動が増

加又は減少する地域の空間的範囲が広がる可能性が

高い。{4.3.1, 4.5.1, 7.4.4} 

 

対流圏下層の長期的な昇温が、北極域において世界

平均よりも大きくなる可能性が非常に高い。大気中

CO2濃度が高い経路ほど、21 世紀末までの成層圏の

世界平均の降温が大きくなる可能性が非常に高い。

熱帯対流圏上層の昇温は、熱帯の地表付近よりも大

きくなる可能性が高いが、その規模については、自

然の内部変動、及び人為起源の強制力に対する気候

システムの応答の不確実性の影響のため、不確かで

ある。{4.5.1, 3.3.1.2} 

 

降水量 

 

世界全体の陸域における年間降水量は、GSAT が上

昇するにつれて、21 世紀にわたって増加する（確信

度が高い）。利用可能な全ての CMIP6 モデルによる

と、1995～2014 年を基準とした 2081～2100 年の

陸域における世界平均年間降水量の変化の可能性が

高い範囲は、排出が少ないシナリオ（SSP1-1.9）で

-0.2~+4.7%、排出が多いシナリオ（SSP5-8.5）で

0.9~12.9%である。他のシナリオにおける可能性が

高い範囲は、SSP1-2.6 で 0.0～6.6%、SSP2-4.5 で 1.5

～8.3%、SSP3-7.0 で 0.5～9.6%である。{4.3.1, 4.5.1, 

4.6.1, 8.4.1} 

 

21 世紀にわたって GSAT が上昇するにつれて、降水

量の変化に大きな地域差及び季節的なコントラスト

が見られるようになる（確信度が高い）。温暖化が進

行するにつれて、より広い陸域で統計的に有意な降

水量の増加又は減少を経験する（確信度が中程度）。

降水量は高緯度帯及び熱帯海域では増加する可能性

が非常に高く、モンスーン地域の大部分では増加す

る可能性が高いが、亜熱帯の大部分では温室効果ガ

スに起因する昇温に応答して減少する可能性が高い。

多くの陸域では、地球温暖化の進行とともに降水量

の年々変動が増大する（確信度が中程度）。{4.5.1, 

4.6.1, 8.4.1} 

 

短期的に予測される降水量の変化は、主に自然の内

部変動、モデルの不確実性、並びに自然起源及び人

為起源のエーロゾルによる強制力の不確実性によっ

て、不確かである（確信度が中程度）。短期的には、

異なる SSPs 間で降水量の変化に識別可能な差異は

予測されていない（確信度が高い）。人為起源のエー

ロゾル強制力はほとんどのシナリオで減少し、GSAT

の上昇（確信度が中程度）及び世界平均陸域降水量
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の増加（確信度が低い）に寄与する。{4.3.1, 4.4.1, 4.4.4, 

8.5} 

 

温室効果ガスに起因する昇温に応答して、世界の陸

域におけるモンスーンに伴う降水量は、特に北半球

で増加する可能性が高いが、北半球のモンスーン循

環は弱まる可能性が高い。長期的（2081～2100 年）

には、モンスーン降雨量の変化は、北半球において

南半球よりも大幅に増加することを特徴とする南北

の非対称性と、アジア～アフリカのモンスーン地域

における増加と北米モンスーン地域における減少を

特徴とする東西の非対称性を示す（確信度が中程度）。

地球規模のモンスーンに伴う降水量及び循環の短期

的な変化は、モデルの不確実性及び大西洋数十年規

模変動及び太平洋十年規模変動のような内部変動の

ため、不確かである（確信度が中程度）。{4.4.1, 4.5.1, 

8.4.1, 10.6.3} 

 

21 世紀中に少なくとも 1 回の大規模な火山噴火が

発生する可能性が高い。このような噴火は、GSAT を

数年間低下させ、世界平均陸域降水量を減少させ、

モンスーン循環を変化させ、極端な降水を変化させ、

多くの地域的な気候影響駆動要因（CIDs）の様相を

変化させるだろう。複数回の大規模な噴火があれば、

21 世紀の気候が辿る軌跡を SSP に基づく地球シス

テムモデルの予測から大きく変化させるであろうこ

とは、可能性が低くとも影響が大きい結果の一つだ

ろう。{Cross-Chapter Box  4.1} 

 

大規模循環及び変動モード 

 

短期的には、南半球夏季における強制力による南半

球環状モードの変化は、評価された 5 つ全ての SSPs

の下で、20 世紀後半に観測された変化よりも弱い可

能性が高い。これは、成層圏オゾンの回復と他の温

室効果ガスの増加が相反する影響を、短期～中期的

に南半球中緯度帯の夏季の循環に及ぼすからである

（確信度が高い）。したがって、南半球夏季における

強制力による南半球環状モードの変化は、短期的に

は自然の内部変動に起因する変化よりも小さい可能

性が高い。{4.3.3, 4.4.3} 

 

長期的には、SSP5-8.5 の下で、南半球の中緯度ジェ

ット気流は 1995～2014 年と比べて極方向へ移動し、

強まる可能性が高い。これに伴い、南半球環状モー

ド指数は全ての季節において、1995～2014年と比べ

て増大する可能性が高い。SSP1-2.6 では、長期的に

南半球環状モード指数の変化について、CMIP6 モデ

ルによる確固とした予測は得られていない。SSP5-

8.5では、南半球のストームトラックにおいて温帯低

気圧に伴う風速が強まる可能性が高い。{4.5.1, 4.5.3} 

 

CMIP6 マルチモデルアンサンブルは、高排出シナリ

オ（SSP3-7.0 及び SSP5-8.5）の下で、北半球冬季

の北半球環状モード指数が長期的に増大すると予測

しているが、地域的な変化は中緯度循環の単純なず

れの範囲を超えるかもしれない。北半球、特に冬季

の北大西洋におけるジェット気流とストームトラッ

クの地域的な変化の予測に大きな不確実性があるた

め、確信度が低いままである。これは、自然の内部

変動が大きいこと、対流圏上層と対流圏下層の気温

勾配に予測される変化が相反する影響を及ぼすこと、

及び新しい証拠が北大西洋の大気循環の過去の変動

を季節から十年規模の時間スケールでシミュレーシ

ョンする際の弱点を示していることに起因する。例

外として、SSP3-7.0 及び SSP5-8.5 では、北半球冬季

にグリーンランド及び北太平洋の大気ブロッキング

現象の頻度が減少すると予期される（確信度が中程

度）。{4.5.1} 

 

CMIP5 に比べて CMP6 モデルでは、大西洋数十年

規模変動（AMV）の亜寒帯部分に関する十年規模の

時間スケールの短期の予報（predictions）及び予測

（projections）が改善されている（確信度が高い）。

これは、CMIP6 モデルにおいて自然起源の強制力に

対する応答がより正確になったことに関連する可能

性が高い。初期値化は、不確実性の低減及び亜寒帯

の海面水温の予報に寄与している。AMV が近接地域

に及ぼす影響は、5～8 年のリードタイムで予報しう

る（確信度が中程度）。{4.4.3} 

 

エルニーニョ・南方振動（ENSO）は、より温暖化し

た世界においても、年々変動の卓越モードであり続

けることはほぼ確実である。21 世紀における ENSO

の海面水温（SST）変動の強度の系統的変化について、

評価された SSPシナリオのいずれにおいてもモデル

間の一致がない（確信度が中程度）。しかしながら、

ENSO の SST変動の振幅の変化にかかわらず、SSP2-

4.5、SSP3-7.0、及び SSP5-8.5 のシナリオにおいて、

21 世紀後半までに ENSO に伴う降雨変動（極端なエ

ルニーニョ現象とラニーニャ現象の定義に用いられ

る）が、大幅に増大する可能性が非常に高い。{4.3.3, 

4.5.3, 8.4.2} 

 

雪氷圏及び海洋 

 

SSP2-4.5、SSP3-7.0、及び SSP5-8.5 シナリオの下

で、2081～2100 年について全ての利用可能なシミ
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ュレーションで平均すると、海氷面積が年間最小と

なる 9 月の北極海は実質的に氷のない状態（海氷面

積が 100 万 km2未満）になる可能性が高い。海氷面

積が年間最大になる 3 月の北極海の海氷面積も、考

慮された各シナリオの下で将来減少するが、その程

度（%で表す）は 9 月に比べてかなり小さい（確信

度が高い）。{4.3.2} 

 

評価された 5 つのシナリオの下で、世界平均海面水

位（GMSL）が 21 世紀を通して上昇し続けること

は、ほぼ確実である。1995～2014 年を基準とした

2081～2100 年の GMSL は、SSP3-7.0 で 0.46～0.74 

m、SSP1-2.6 で 0.30～0.54 m上昇する可能性が高い

（確信度が中程度）。GMSL の変化の評価において、

CMIP6でシミュレーションされた熱膨張からの寄与

に、陸氷の融解の寄与がオフラインで加算されてい

る。{4.3.2, 9.6} 

 

海洋と陸域に吸収される炭素の累積量は、21 世紀末

まで増加し続ける可能性が非常に高い。陸域の炭素

吸収量は海洋の炭素吸収量より大幅に増加するが、

より大きな不確実性を伴う。排出量のうち、陸域及

び海洋の吸収源に吸収される割合は、低排出シナリ

オよりも高排出シナリオの下で小さい（確信度が高

い）。海洋表層の pH は 21 世紀を通して低下の一途

をたどるが、例外として SSP1-1.9 及び SSP1-2.6 に

おいては、2070 年頃まで低下した後に 2100 年まで

にわずかに上昇する（確信度が高い）。{4.3.2, 5.4} 

 

排出削減、二酸化炭素除去、及び太陽放射改変（SRM）

に対する気候応答 

 

SSP1-1.9 のシナリオに反映されているような強力

な緩和策が 2020 年以降実行された場合、緩和を想

定しない SSP3-7.0及び SSP5-8.5のようなシナリオ

と比べて、短期（2021-2040）のうちに GSAT の 20

年平均の変化傾向にその影響が現れるであろう可能

性が高い。しかしながら、緩和に対する他の多くの

気候要素の応答は、特に地域規模では、短期的には

内部変動によってその大部分が覆い隠されるだろう

（確信度が高い）。緩和の便益がこれらの気候要素に

現れるのは、21 世紀後半になってからであろう（確

信度が高い）。短期的には、ここで評価された全ての

シナリオにおいて、地表面のごく一部で降温があり

うるため、ある地点の短期的な降温も、GSAT の上昇

と十分に整合的である（確信度が高い）。十年規模の

時間スケールでの GSAT の上昇傾向及び下降傾向は、

21 世紀において発生し続けるが、百年規模の温暖化

には影響を及ぼさない（確信度が非常に高い）。{4.6.3, 

Cross-Chapter Box 3.1} 

 

累積炭素排出量と GSAT の変化との間にはほぼ線形

の関係があるため、二酸化炭素除去（CDR）によっ

てもたらされる降温又は回避される昇温は、CDR に

よる累積 CO2除去量に比例する（確信度が高い）。正

味負の CO2排出に対する気候システムの応答は、数

年から数百年遅れると予期される。CDRによる正味

負の CO2排出は、海面水位上昇のような一部の気候

変動を、少なくとも数百年間は反転させない（確信

度が高い）。突然かつ継続的な CDR の停止による気

候への影響は、停止前の CDRに起因する降温量、及

び停止時のバックグラウンド CO2排出率に依存する

だろう（確信度が高い）。{4.6.3, 5.5, 5.6} 

 

太陽放射改変（SRM）は、世界及び地域の気候に対

する人為起源の温暖化の影響の一部を相殺しうるだ

ろうが、地域規模及び季節の時間スケールでは気候

変動が大幅に残存する、及び過剰に相殺されること

があるだろう（確信度が高い）。また、SRM に対す

る気候応答に関する理解については、特に地域規模

において確信度が低い。AR5 以降、モデリング研究

においてエーロゾルによる SRM の選択肢及び成層

圏プロセスの扱いがより洗練されたため、SRM に対

する世界的及び地域的な気候応答に関する理解が向

上している。改善されたモデリングは、複数の気候

目標が同時に達成されうるであろうことを示唆して

いる。SSP5-8.5 のような高排出シナリオにおいて、

突然かつ継続的な SRM の停止は急速な気候変動を

引き起こすだろう（確信度が高い）。しかしながら、

排出削減と CDR と組み合わせた、SRM の段階的な

停止が、温暖化の加速を回避するであろう可能性が

どちらかと言えば高い。{4.6.3} 

 

気候変動のコミットメント及び 2100 年以降の変化 

 

AR5 以降の地球システムモデル実験によると、CO2

ゼロ排出に伴うコミットメント（全ての CO2排出停

止後に起こる追加的な GSAT の上昇）は、十年規模

の時間スケールでは小さい（大きさが 0.3℃未満程

度である可能性が高い）が、その値は正にも負にも

なることがある。CO2 ゼロ排出に伴うコミットメン

トの符号については確信度が低い。SR1.5 と整合的

に、1.5℃又は 2℃の地球温暖化の水準に対する残余

カーボンバジェットの評価において、その中央推定

値はゼロとされている。{4.7.2, 5.5.2} 
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2℃のような特定の地球温暖化の水準のオーバーシ

ュートは、気候システムに 2100 年以降も持続する

影響を及ぼす（確信度が中程度）。大気中 CO2濃度が

ピークに達してから減少に転じるシナリオの一つで

ある SSP5-3.4-OS では、GSAT など一部の気候指標

は減少に転じるものの、2100 年までに CO2 ピーク

以前の水準に完全には戻らない（確信度が中程度）。

GMSLは、2040 年の水準まで CO2を削減しても、全

てのモデルにおいて 2100 年まで上昇し続ける。

{4.6.3, 4.7.1, 4.7.2} 

 

2100 年以降まで期間を延長したシナリオを用いた

予測によると、1850～1900年を基準とした 2300 年

までの昇温は、SSP1-2.6 で 1.0℃～2.2℃、SSP5-8.5

で 6.6℃～14.1℃となる可能性が高い。オーバーシ

ュートシナリオの SSP5-3.4-OS における昇温は、

2060 年前後のピークから低下し、2300 年までに

SSP1-2.6 に非常に類似した水準となる。SSP5-8.5 で

は、陸域における降水量は大幅に増加し続ける。

SSP2-4.5 において予測される 23 世紀末の GSAT

（1850～1900 年の期間と比べて 2.3～4.6℃高い可

能性が高い）が最後に経験されたのは、約 300 万年

前の鮮新世中期の温暖期である。SSP5-8.5 において

予測される 23 世紀末の GSAT（1850～1900 年の期

間と比べて 6.6～14.1℃高い可能性が高い）は、約

1500万年前の中新世気候最適期及び約 5000万年前

の始新世前期気候最適期に対して推定された範囲

（それぞれ 5℃～10℃高い及び 10℃～18℃高い）と

一部重なる（確信度が中程度）。{2.3.1.1, 4.7.1} 
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第 5 章 地球規模の炭素と他の生物地球化学的循環及びそのフィードバック 

工業化以前の時代以降の大気中の二酸化炭素（CO2）、

メタン（CH4）、及び一酸化二窒素（N2O）の増加は、

人間活動によって引き起こされたことに疑う余地が

ない。大気中の GHGs の蓄積量は、人為的な排出量、

人為的な除去量、並びに陸域及び海洋における放出

源と吸収源の物理的及び生物地球化学的な動態の間

の均衡によって決まる。本章では、炭素循環と窒素

循環の物理的及び生物地球化学的プロセスが大気中

GHGs の変動性と変化傾向、並びに海洋酸性化と海

洋貧酸素化に対してどのように影響を及ぼすかを評

価する。これにより、大気中 GHGs の将来の蓄積速

度に影響を及ぼしている（又は及ぼしうるであろう）、

したがって気候変動とその影響を左右する物理的及

び生物地球化学的なフィードバックを特定する。本

章では、地球温暖化を様々な目標値に抑えるための

残余カーボンバジェット、そして二酸化炭素除去

（CDR）と太陽放射改変（SRM）が生物地球化学的

循環にもたらす広域的な影響も評価する。{図 5.1, 図

5.2} 

 

炭素循環及び生物地球化学的循環の人為起源の摂動 

 

よく混合された GHGs（CO2、CH4、及び N2O）の

2019 年の世界平均濃度は、1750 年の水準（工業化

以前の代表値）からそれぞれ約 47%、156%、及び

23%増加した値に相当する（確信度が高い）。これら

3 種類の GHGs の現在の大気中濃度は、少なくとも

過去 80 万年間のどの時点よりも高く、2019 年には

CO2が 409.9 ppm、CH4が 1866.3 ppb、N2O が 332.1 

ppb に達した（確信度が非常に高い）。現在の大気中

CO2濃度は、少なくとも過去 200 万年間に前例のな

いものでもある（確信度が高い）。過去 6000 万年間

で、地球史において CO2濃度が現在よりも大幅に高

かった時期もあったが、複数系統の証拠によると、

1900～2019年の大気中 CO2の増加率は、過去 80 万

年間のどの時点よりも少なくとも 10 倍大きく（確

信度が高い）、過去 5600 万年間のどの時点よりも 4

～5 倍大きい（確信度が低い）。{5.1.1, 2.2.3, 図 5.3, 

図 5.4, Cross-Chapter Box 2.1} 

 

温室効果ガスの現在の変化傾向 

 

工業時代における大気中の CO2、CH4、及び N2O の

増加が人間活動の結果であることには疑う余地がな

い（確信度が非常に高い）。この評価は、大気中の変

化勾配、同位体、及びインベントリデータを含む複

数系統の証拠に基づく。算定された最新の 10 年間

で、人為起源の CO2、CH4、及び N2O の世界平均年

間排出量はそれぞれ 10.9 ± 0.9 PgC/年（2010～

2019 年）、335～383 Tg CH4/年（2008～2017 年）、

及び 4.2～11.4 TgN/年（2007～2016 年）であり、人

類史上最高水準に達した（確信度が高い）。{5.2.1, 

5.2.2, 5.2.3, 5.2.4, 図 5.6, 図 5.13, 図 5.15} 

 

2010～2019 年の 10 年間に人間活動によって排出

された CO2（10 年平均で 10.9 ± 0.9 PgC/年）は、

地球システムを構成する 3 つの要素の間で分配され

た。46%（5.1 ± 0.02 PgC/年）は大気中に蓄積し、

23%（2.5 ± 0.6 PgC/年）は海洋に吸収され、31%

（3.4 ± 0.9 PgC/年）は陸域生態系の植生に貯蔵さ

れた（確信度が高い）。人為的な CO2排出の総量のう

ち、81～91%が化石燃料の燃焼によるもので、残り

は土地利用変化及び土地管理（例えば、森林減少、

劣化、耕作放棄後の再生、泥炭の排水）に由来する

正味の CO2フラックスであった。{5.2.1.2, 5.2.1.5, 表

5.1, 図 5.5, 図 5.7, 図 5.12} 

 

過去 60 年間にわたって、人為的な CO2 排出量のう

ち大気中に蓄積した割合（大気残留率という）は、

平均して約 44%でほぼ一定のままであった。海洋及

び陸域の CO2吸収量は過去 60 年間にわたって、人

為的な CO2 排出量の増加に応答して増加し続けた

（確信度が高い）。地域及び世界の海洋と陸域の吸収

量の年々及び十年規模の変動性は、これらの吸収源

が気候条件、したがって気候変動に敏感であること

を示す（確信度が高い）。 {5.2.1.1, 5.2.1.2, 5.2.1.3, 

5.2.1.4, 図 5.7, 図 5.8, 図 5.10} 

 

近年の観測によると、海洋の炭素プロセスが海洋吸

収量の増加に応答して変化し始めており、これらの

変化は中～高排出シナリオの下で海洋吸収源の将来

の弱化に大幅に寄与すると予期される。ただし、こ

れらの変化による影響は現代（1960～2019 年）の海

洋吸収源の弱化傾向にまだ反映されていない（確信

度が高い）。{5.1.2, 5.2.1.3, 5.3.2.1, 図 5.8, 図 5.20, 

Cross-Chapter Box 5.3} 

 

大気中の CH4 濃度は、過去 10 年間（2010～2019

年）に平均 7.6 ± 2.7 ppb/年の割合で増加したが、

過去 6 年間（2014～2019 年）は 9.3 ± 2.4 ppb/

年と増加が加速した（確信度が高い）。大気中の CH4

の数十年単位の増加傾向の支配的な要因は人間活動
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であり（確信度が高い）、2007 年以降の増加の駆動

要因は、主に化石燃料及び農業（大半が家畜由来）

の両方からの排出である（確信度が中程度）。年々変

動はエルニーニョ・南方振動の周期に支配されてお

り、その間のバイオマス燃焼及び湿地からの放出、

並びに対流圏のヒドロキシルラジカル（OH）との反

応による消失が重要な役割を果たしている。{5.2.2, 

図 5.13, 図 5.14, 表 5.2, Cross-Chapter Box 5.2} 

 

大気中の N2O 濃度は、1995 年から 2019 年の間に

平均 0.85 ± 0.03 ppb/年の割合で増加し、直近 10

年間（2010～2019 年）でその増加率が更に上昇し

て 0.95 ± 0.04 ppb/年であった。この増加の支配

的な要因は人為起源の排出であり、その量は 1980年

代と観測記録の直近の 10 年間（2007～2016 年）と

の間で 30％増加している（確信度が高い）。窒素肥

料と堆肥の使用の増加が 1980～2016 年の期間の増

加量の約 3 分の 2 に寄与しており、化石燃料/工業、

バイオマス燃焼、及び廃水が残りの多くを占める（確

信度が高い）。{5.2.3, 図 5.15, 図 5.16, 図 5.17} 

 

海洋酸性化及び海洋貧酸素化 

 

海洋が人為的な排出によるCO2を吸収し続けた結果、

海洋酸性化が強まっている（確信度が非常に高い）。

CO2 吸収を駆動要因として海水の化学的性質が変化

しており、pHの低下と、それに伴う炭酸カルシウム

（様々な海洋生物の骨格あるいは外殻の成分）の飽

和度の低下をもたらしている。このような海洋酸性

化の傾向は世界的により明瞭になっており、1980 年

代以降の海洋表層の pH 低下率の可能性が非常に高

い範囲は、亜熱帯で 10 年あたり 0.016～0.020、亜寒

帯域及び寒帯域で 10年あたり 0.002～0.026である。

海洋酸性化は海洋のより深くまで広がっており、北

大西洋北部及び南大洋では水深 2000 m を超えてい

る。第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト

（CMIP6）のモデルでより大きな pH 低下が予測さ

れるのは主として、共通社会経済経路（SSPs）の大

気中 CO2 濃度が第 5 期結合モデル相互比較プロジ

ェクト（CMIP5）の類似する代表的濃度経路（RCP）

より高いことの帰結である。{5.3.2.2, 5.3.3.1, 5.3.4.1, 

図 5.20, 図 5.21} 

 

海洋貧酸素化は海洋の温暖化とともに進行し続ける

と予測される（確信度が高い）。地球システムモデル

（ESMs）は 2080～2099 年の亜表層（100～600 m）

の酸素減少量を、海洋・雪氷圏特別報告書（SROCC）

で報告されたものよりも、シナリオに応じて 32～

71％大きく予測している。これは、CMIP6 モデルに

おいて表層の昇温がより大きい影響で、海洋成層化

が強まり、ベンチレーション（通気）が弱まること

に帰せられる（確信度が中程度）。高排出シナリオの

下で予測される海洋の N2O 放出量の減少について

は、CMIP6 の ESMs によるシミュレーションにおけ

るより大幅な酸素の減少、海洋の N2O 放出プロセス

の不確実性、及び利用可能なモデリング研究の数が

限られるため、確信度が低い。{5.3.3.2; 7.5} 

 

気候変動に対する炭素フィードバックの将来予測 

 

海洋及び陸域の炭素吸収量は大気中CO2濃度の増加

とともに増加し続けると予測されるが、排出量のう

ち陸域と海洋に吸収される割合はCO2濃度が増加す

るにつれて減少すると予期される（確信度が高い）。

ESMs は、各 SSP シナリオについて世界全体の陸域

と海洋の炭素吸収量がほぼ等しいことを示唆してい

る。ただし、陸域の炭素吸収量は[海洋の炭素吸収量

よりも]モデルの予測幅がはるかに大きい。モデルの

応答は多岐にわたるものの、2100 年までの大気中

CO2濃度の不確実性は、炭素–気候フィードバックに

関連する不確実性よりも将来の人為起源排出に支配

される（確信度が高い）。{5.4.5, 図 5.25, 図 5.26} 

 

大気中 CO2の増加は、光合成における CO2施肥効果

及び水利用効率の向上を通して陸域の炭素貯留量の

増加をもたらす（確信度が高い）。ただし、陸域の炭

素量の変化全体は、土地利用変化及び継続的な温暖

化と水循環の変化（いくつかの地域における、吸収

源の能力を低下させる干ばつの増加を含む）に対す

る植生と土壌の応答にも依存する。気候の変化だけ

を考慮すると、高緯度帯で陸域（永久凍土は含まな

い）の炭素蓄積量が増加し、反対に熱帯で陸域炭素

が減少すると予期される（確信度が中程度、図 5.25）。

最新の CMIP6 ESMs の過半数は炭素循環に対する栄

養制限を含むが、これらのモデルもやはり 21 世紀

を通した熱帯の陸域炭素の増加（確信度が中程度）

と世界全体の陸域炭素の増加（確信度が高い）を予

測している。 {5.4.1, 5.4.3, 5.4.5, 図 5.27, Cross-

Chapter Box 5.1} 

 

海洋CO2吸収量が将来たどる経路は排出シナリオに

大きく依存する（確信度が高い）。SSP4-6.0 及び

SSP5-8.5の排出シナリオでは、海洋表層が温暖化し、

緩衝容量が大幅に低下することで、2050 年以降、海

洋吸収量の増加が減速する。SSP1-2.6シナリオでは、

更なる緩衝容量の低下と温暖化が抑えられ、大気中

CO2 の増加率の低下に応答して海洋の吸収が弱まる。

生物ポンプの変化が海洋の炭素フィードバックの大
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きさと方向にどのように影響するかについては確信

度が低い。{5.4.2, 5.4.4, Cross-Chapter Box 5.3} 

 

2100 年以降、陸域及び海洋は排出が非常に多いシナ

リオ又は正味負の排出シナリオのいずれかで、炭素

の吸収源から放出源に遷移するかもしれないが、そ

の理由は[シナリオによって]異なる。SSP5-8.5 など

の排出量が非常に多いシナリオの下で、温暖化によ

って生態系の炭素が減少すると、陸域が炭素の吸収

源から放出源に遷移する（確信度が中程度）一方で、

海洋は吸収源のままであると予期される（確信度が

高い）。CO2濃度が安定化するシナリオでは、大気中

CO2 の増加が減速するにつれて、陸域及び海洋の炭

素吸収源が吸収する炭素量が徐々に減少する。正味

の CO2排出量が緩やかに負になり、CO2濃度が 21 世

紀中に減少するシナリオ（例えば、SSP1-2.6）では、

正味の CO2排出量が負になってから数十年から数百

年のうちに陸域の吸収源が正味の放出源に遷移する

一方で、海洋は吸収源のままである（確信度が低い）。

正味の CO2排出量が大きく負になり、CO2濃度の減

少が急速に進むシナリオ（例えば、SSP5-3.4-OS（オ

ーバーシュート））の下では、陸域及び海洋の両方が

オーバーシュート期間中に吸収源から一時的な放出

源に切り替わる（確信度が中程度）。{5.4.10, 5.6.2.1.2, 

図 5.30, 図 5.33} 

 

陸域の永久凍土の融解は炭素の放出をもたらす（確

信度が高い）が、その時期、規模、及びフィードバ

ックプロセスに伴う CH4 に対する CO2 の相対的な

役割については確信度が低い。モデルアンサンブル

に基づくと、2100 年までに永久凍土から放出される

CO2は、地球温暖化 1℃あたり 3～41 PgC と予測さ

れる。ただし、急激な融解などの重要なプロセスの

表現の不完全さと、観測による制約の弱さが相まっ

て、これらの推定値の大きさ及びこのフィードバッ

クが世界の昇温量にどの程度線形比例するかの両方

について確信度が低い。陸域及び海底の永久凍土の

ガスクラスレートは、今世紀中に排出経路からの検

出可能な逸脱をもたらす可能性が非常に低い。

{5.4.9; Box 5.1} 

 

将来の温暖化に対する自然の CH4 及び N2O 放出源

の正味の応答は、放出量の増加である（確信度が中

程度）。重要なプロセスは、より温暖化した気候での

湿地と永久凍土の融解からの CH4放出の増加と、土

壌からの N2O 放出の増加を含む一方で、海洋からの

N2O放出は百年単位の時間スケールで減少すると予

測される。各個別プロセスの応答の大きさと、これ

らのフィードバックが地球温暖化の程度にどのよう

に線形比例するかについては、モデルによる重要な

プロセスの表現の不完全さと、観測による制約の弱

さが相まって確信度が低い。モデルの予測によると、

21 世紀にわたるフィードバックの総量 0.02～0.09 

W m-2 ℃-1は、5～18 PgCeq ℃-1の CO2放出の効果

に相当する（確信度が低い）。{5.4.7、5.4.8、図 5.29} 

人為的な摂動に対する生物地球化学的循環の応答は、

地域規模で急激に生じ、十年ないし百年規模の時間

スケールで不可逆的になりうる（確信度が高い）。不

確かな地域的な閾値（例えば、非常に激しい火災、

森林の枯死）を超える確率は気候変動の進行ととも

に増大する（確信度が高い）。生物地球化学的循環に

おける急激な変化とティッピングポイントの可能性

は 21 世紀の GHG濃度に不確実性を追加するが、こ

れらの不確実性は将来の人為起源排出に付随する不

確実性よりも小さい可能性が非常に高い（確信度が

高い）。{5.4.9} 

 

気候安定化に向けた残余カーボンバジェット 

 

工業化以前を基準として少なくとも 2℃までの地球

温暖化の水準において、累積 CO2排出量と今世紀中

の CO2による GSAT 訳注 1の上昇量との間にはほぼ線

形の関係がある（確信度が高い）。そのため地球温暖

化を止めるには世界全体の正味の人為的 CO2排出量

をゼロにする必要があるだろう。累積 CO2排出量と

その結果生じる GSAT の上昇量との間の比率は、累

積 CO2排出量に対する過渡的気候応答（TCRE）と呼

ばれ、1000 PgC あたり 1.0～2.3℃の範囲にある可能

性が高い。IPCC第 5 次評価報告書（AR5）と比べて

狭い範囲になったのは、本評価において科学全般に

わたる証拠がより良く統合されたためである。CO2

排出が非常に少ない又は正味負のシナリオにおいて、

今世紀を超えて TCRE が正確な気温変化の予測因子

であり続けるかについては、更なる昇温をもたらし

うる不確かな地球システムフィードバック又は累積

CO2 排出量の関数としての昇温量の経路依存性のた

め、確信度が低い。{5.4, 5.5.1} 

 

最大の昇温を特定の水準に抑えるために今世紀中に

必要な緩和は、累積 CO2排出量を世界平均気温の上

昇量に関連付けるカーボンバジェットを用いて定量

化しうる（確信度が高い）。1850～2019年の期間に、

合計 655 ± 65 PgC（2390 ± 240 GtCO2、可能性

が高い範囲）の人為起源 CO2が排出された。温暖化

を 1.5℃、1.7℃、及び 2.0℃に抑えるための残余カー

ボンバジェット（2020 年 1 月 1 日を起点とする）

は、TCREの 50 パーセンタイル値に基づくと、それ

ぞれ 140 PgC（500 GtCO2）、230 PgC（850 GtCO2）、
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及び 370 PgC（1,350 GtCO2）である。67 パーセンタ

イル値については、それぞれ 110 PgC（400 GtCO2）、

190 PgC（700 GtCO2）、及び 310 PgC（1150 GtCO2）

である。これらの残余カーボンバジェットは、非 CO2

排出量を将来どれだけ首尾よく削減できるかに応じ

て、推定で±60 PgC（220 GtCO2）変動するかもしれ

ない。AR5 及び 1.5℃特別報告書（SR1.5）以降、推

定値は方法論の改善を経て、より大きいが整合性の

あるものになった。{5.5.2, 5.6, 図 5.31, 表 5.8} 

 

過去の昇温の推定値、永久凍土の融解による将来の

放出量、及び予測される非 CO2による昇温のばらつ

きを含む、いくつかの要因が残余カーボンバジェッ

トの正確な値に影響を及ぼす。残余カーボンバジェ

ットの推定値は、過去の温暖化の水準の不確実性に

より 150 PgC（可能性が高い範囲、150 PgC は 550 

GtCO2に等しい）、そして CH4、N2O、及びエーロゾ

ルなどの非 CO2排出量に対する気候応答に関する地

球物理学的な不確実性により更に± 60 PgC（±220 

GtCO2、可能性が高い範囲）増減しうる。この推定値

には、あまりモデルに組み込まれることのない他の

フィードバックとともに、永久凍土の融解も含まれ

ている。湿地及び永久凍土の融解からの排出などの

追加的な地球システムのフィードバックプロセスの

影響の定量化に関する大きな不確実性があるものの、

これらのフィードバックは識別された追加的なリス

ク増大要因を表しており、温暖化の進行とともに増

大し、温暖化を特定の気温の閾値に抑える困難をほ

とんどの場合増大させる。これらの不確実性は、地

球温暖化を止めるためには世界全体の CO2排出量を

少なくとも正味ゼロまで減少させる必要があるだろ

う、という基本的な結論を変更するものではない。

{5.4, 5.5.2} 

 

二酸化炭素除去及び太陽放射改変の生物地球化学的

な示唆 

 

陸域及び海洋の二酸化炭素除去（CDR）手法は大気

から CO2を隔離する潜在的可能性を持つが、その便

益は陸域及び海洋の炭素貯蔵庫からCO2が放出され

ることで部分的に相殺されるだろう（確信度が非常

に高い）。除去された CO2 のうち大気中に残存する

割合（CDRの有効性の尺度）は、除去量の増加とと

もにわずかに低下し（確信度が中程度）、低 CO2濃度

で CDRを適用する場合、著しく低下する（確信度が

中程度）。{5.6.2.1, 図 5.32, 5.33, 5.34} 

 

大気からの CO2 除去に対する百年スケールの気候–

炭素循環の応答は、必ずしも CO2排出に対する応答

と等量逆符号ではない（確信度が中程度）。100 PgC

以上の同時的な累積 CO2排出量と累積 CO2除去量の

場合、CO2排出で大気中 CO2を増加させる効果が、

CO2除去で大気中 CO2を減少させる効果よりも 4 ± 

3%大きい。この非対称性は、炭素循環プロセスの状

態依存性と非線形性に起因し、所与の規模の正の排

出を相殺して大気中 CO２濃度を同等に変化させる

ためには、更なる量の CDR が必要であることを意味

する。モデル間の見解一致度が低いため、この非対

称性が世界平均気温に与える正味の影響は十分に制

約されていない（確信度が低い）。{5.6.2.1, 図 5.35} 

 

多岐にわたる CDR 手法の副作用が特定されており、

これらの手法による炭素隔離及び降温の潜在的可能

性を弱めることと強めることのいずれもありうる上

に、持続可能な開発目標の達成にも影響しうる（確

信度が高い）。CDR 手法の生物物理学的及び生物地

球化学的な副作用は、地表面アルベド、水循環、CH4

と N2O の放出、海洋酸性化、及び海洋生態系の生産

性の変化に付随する（確信度が高い）。これらの副作

用と付随する地球システムのフィードバックは炭素

吸収量を減少させ、かつ/又は局所的及び地域的な気

候を変化させうるもので、そして特定の CDR手法に

よる CO2 隔離と降温の潜在的可能性を制限しうる

（確信度が中程度）。CDR の展開、特に陸域での導入

は水質及び水量、食料生産及び生物多様性にも影響

しうるため、関連する持続可能な開発目標の達成へ

の影響を伴う（確信度が高い）。これらの影響はしば

しば、局所的な背景、管理体制、事前の土地利用、

及び展開規模に大きく依存する（確信度が高い）。自

然生態系の復元又は土壌炭素の改善を追求する手法

では、多岐にわたるコベネフィット（共便益）が得

られる（確信度が高い）。ほとんどの CDR 手法につ

いて、CDRを停止することによる生物地球化学的な

影響は小さいと予期される（確信度が中程度）。

{5.6.2.2, 図 5.36, Cross-Chapter Box 5.1} 

 

太陽放射改変（SRM）は世界全体の陸域と海洋の

CO2吸収を増加させるだろう（確信度が中程度）が、

大気中の CO2の増加を止めないだろうから、継続的

な人為起源の排出の下で海洋酸性化が悪化する（確

信度が高い）。SRM は緩和なしの気候変動と比べて

地球を冷やす作用をするため、植物と土壌の呼吸を

減少させることで陸域の吸収量を増加させ、温暖化

による海洋の炭素吸収量の減少を減速させるだろう

（確信度が中程度）。SRM は海洋酸性化を相殺する

ことも止めることもないだろう（確信度が高い）。

SRM を突然かつ持続的に停止すると、地球温暖化が
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急速に進行し、炭素吸収源への正負の影響が元に戻

るだろう（確信度が非常に高い）{4.6.3; 5.6.3} 

  



  第 1作業部会報告書 概要 

 

27 

    

  
ES 

第 6 章 短寿命気候強制因子 

短寿命気候強制因子（SLCFs）は、気候に影響を及ぼ

し、ほとんどの場合大気汚染物質でもある。SLCFsは

粒子状物質（PM）とも呼ばれるエーロゾル（硫酸塩、

硝酸塩、アンモニウム塩、炭素質エーロゾル、鉱物

粒子、及び海水のしぶき）、及び化学反応性ガス（メ

タン、オゾン、一部のハロゲン化合物、窒素酸化物、

一酸化炭素、非メタン揮発性有機化合物、二酸化硫

黄、及びアンモニア）を含む。寿命が約 10 年以上で

あるメタン及びいくつかのハロゲン化合物を除き、

SLCFs は数時間から数か月しか大気中に留まらない

ため、その存在量は空間的に非常に不均質である。

SLCFs は放射活性物質であるか、化学反応（化学調

整）を通して放射活性物質の存在量に影響を及ぼす

かのいずれかで、SLCFs の気候影響が発生するのは

主にその排出又は生成後の最初の 20 年間である。

SLCFs は気候に対して降温効果又は昇温効果を持ち

うるため、降水量及び他の気候変数にも影響を及ぼ

す。メタン及びいくつかのハロゲン化合物は気候条

約に盛り込まれているが、他の SLCFs は、その多く

が燃焼プロセスにおいて CO2と一緒に排出されるた

め気候変動緩和策の影響を間接的に受けるにもかか

わらず、盛り込まれていない。本章では、過去及び

様々な起こりうる将来において、個別の SLCFs の排

出量及び存在量が、おける主に地球規模ないし大陸

規模においてどのように変化し、またこれらの変化

が気候システムにおける放射強制力とフィードバッ

クを通して地球のエネルギー収支にどのように影響

するかを評価する。気候及び大気質の変化がどの排

出部門及び地域に由来するかの要因特定と、様々な

環境保護の目的で定められている SLCF 削減策の影

響も評価する。 

 

短寿命気候強制因子（SLCFs）の排出量及び存在量に

関する近年の進展 

 

過去 10 年間（2010～2019 年）にわたって排出の地

理的分布が大きく変化したため、変動性の大きい

SLCFs の大気中存在量が変化した（確信度が高い）。

衛星観測及び地上観測による証拠によると、オゾン

（O3）、及びエーロゾルとそれらの前駆物質の変化

傾向には地域的なばらつきが大きい（確信度が高い）。

特に、対流圏の二酸化窒素（NO2）と二酸化硫黄（SO2）

の気柱量は北米及び欧州で減少し続け（確信度が高

い）、南アジアで増加し続けた（確信度が中程度）が、

東アジアで減少した（確信度が高い）。世界全体の一

酸化炭素（CO）の存在量は減少し続けた（確信度が

高い）。ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）の濃度

は増加している（確信度が高い）。世界全体の炭素質

エーロゾルの収支と変化傾向は、観測が限定的であ

るため依然として十分に特徴付けられていないが、

[全球あるいは地域全体を]代表するバックグラウン

ド条件を満たす地点の記録によると、北半球のいく

つかの地域でブラックカーボン（BC）が複数年にわ

たって減少している。{6.2, 6.3, 2.2.4, 2.2.5, 2.2.6} 

 

メタン（CH4）を含む多くの SLCFs の主要な消失源

である、ヒドロキシル（OH）ラジカルの世界平均対

流圏濃度に 1850 年から 1980 年頃まで有意な変化

傾向はない（確信度が低い）が、1980 年代以降、OH

濃度は安定したままか、正の変化傾向を示している

（確信度が中程度）。世界全体の OH濃度は直接測定

できないため、排出量による制約を課した地球シス

テムモデル（ESMs）及び化学気候モデル（CCMs）

と、観測による制約を課した逆解析手法から推測さ

れる。1980～2014 年の期間については、これらの手

法から相反する情報が得られている。ESMsと CCMs

は、1980 年以降の正の変化傾向（1980～2014 年に

かけて約 9%増加）について一致しており、この変化

傾向の駆動要因が主に世界的な人為起源（人為的な）

窒素酸化物（NOx）排出量の増加と人為的な CO 排出

量の減少であることについては確信度が中程度であ

る。観測による制約を課した手法は、変化傾向が正

である又は変化傾向がないことを示唆しているが、

証拠が限定的で見解一致度が中程度である。世界全

体の OH 濃度の将来変化は SLCF 排出量及び気候変

動に応答し、打ち消し合う OH の増減の複数の駆動

要因の間の相互作用に依存する。{6.3.6 及び Cross-

Chapter Box 5.1} 

 

気候及び生物地球化学的循環に対する SLCFsの影響 

 

過去の期間にわたって、エーロゾルとそれらの有効

放射強制力（ERF）の変化は主に地表付近の降温に寄

与し、温室効果ガスによって引き起こされる昇温を

部分的に軽減してきた（確信度が高い）。エーロゾル

の変化に起因する放射強制力は局所的及び遠隔的な

気温応答をもたらす（確信度が高い）。気温応答はエ

ーロゾルの ERF の南北方向の勾配（半球間の非対称

性）を保っているが、緯度とともにより一様になり、

北極域に向かって大幅に増幅されている（確信度が

中程度）。{6.4.1, 6.4.3} 
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1970 年代半ば以降、エーロゾルとその前駆物質の排

出量の変化傾向により、エーロゾルの正味負の世界

平均 ERF の大きさが増加から減少に転じた（確信度

が高い）。ただし、この転換時期は大陸規模の地域ご

とに異なり、より小さな地域規模では転換の生じて

いない地域もある。1850 年から 2014 年までのエー

ロゾルの正味有効放射強制力の時間的及び空間的分

布は非常に不均質であり、北半球において不均質性

がより強い（確信度が高い）。{6.4.1} 

 

短寿命（例えば数か月）の強制因子については、化

学調整を考慮しない場合、排出量の持続的変化が実

施されるとすぐに地表付近の気温に強い応答が起こ

り、その応答は主に気候システムの熱慣性のため数

年間強まり続ける（確信度が高い）。応答はその最大

値付近で減速するが、その後平衡状態に達するには

数百年かかる（確信度が高い）。より長寿命の SLCFs

（例えば 10年）については、その寿命に相当する遅

れが熱慣性による遅れに付加される（確信度が高い）。

{6.6.1} 

 

1750～2019 年の期間にわたって、SLCF、特にメタ

ン、NOx、及び SO2の排出量の変化は、有効放射強

制力（ERF）に大きく影響した（確信度が高い）。排

出量に基づく世界全体の正味の NOxの ERF は負、非

メタン揮発性有機化合物（NMVOCs）のそれは正で

あり、AR5 の評価と一致する（確信度が高い）。メタ

ンについては、排出量に基づく ERF が存在量に基づ

く ERF の 2 倍であり（確信度が高い）、これは主に

オゾン生成を介した化学調整に帰せられる。SO2 排

出量の変化は、エーロゾル‐雲相互作用により ERF

に対して支配的な寄与をする（確信度が高い）。1750

～2019 年の期間にわたって、排出された化合物によ

る GSAT 訳注 1 の変化への寄与は、ERF への寄与とお

おむね整合する（確信度が高い）。排出に起因する

SO2の ERF は近年すでにピークを越えたため、かつ

GSATが完全に応答するまでに遅れがあるため、SO2

排出量の変化は CO2排出量の変化よりも、ERF への

寄与を基準とした GSAT の変化への寄与がわずかに

大きい。{6.4.2, 6.6.1, 7.3.5} 

 

反応性窒素、オゾン、及びエーロゾルは、沈着、及

び広域的な放射に対する効果を通して陸域の植生と

炭素循環に影響を及ぼす（確信度が高い）。ただし、

これらが陸域の炭素吸収源、生態系の生産性、そし

てそれらを通した間接的な CO2強制力に及ぼす影響

の大きさは、個別の影響の間の複雑な相互作用を紐

解くことが困難であるため依然として不確かである。

そのため、これらの影響は直接的な CO2強制力と比

べて副次的であると評価されている（確信度が高い）

が、陸域の植生に対するオゾンの影響は、直接的な

オゾン強制力と比べて大きな（正の）強制力を追加

しうるだろう（確信度が低い）。{6.4.4} 

 

自然のプロセス又は大気化学を介してもたらされる、

SLCFs の排出量、存在量、又は寿命の変化に起因す

る気候フィードバックは、全体として降温効果を持

つ（確信度が低い）、すなわち、フィードバックパラ

メータの合計は負（-0.20 [-0.41～+0.01] W m−2 ℃
-1）であると評価されている。これらの非 CO2 生物

地球化学的フィードバックは、AR5 以降の進展によ

って生物地球化学的循環及び大気化学の整合的な表

現を含む ESMs によって推定されている。ただし、

SLCFs が関与する多くの化学的及び生物地球化学的

なフィードバック、特に自然起源の放出について、

プロセスレベルの理解がまだ進展の途上にあるため、

SLCF に関するほとんどの気候フィードバックパラ

メータの大きさと符号については確信度が低い。

{6.2.2, 6.4.5} 

 

共通社会経済経路（SSPs）を考慮した大気質の将来

予測 

 

地球規模から局所規模での将来の（地上オゾン及び

PM 濃度に関する）大気質は、気候変動よりもむし

ろ、主に前駆物質の排出量の変化に左右され（確信

度が高い）、気候変動は[大気質に対して]正にも負に

も影響を及ぼすと予測される。より温暖化した気候

では、汚染源から離れた地域で地上オゾンが減少す

ると予期される（確信度が高い）が、汚染された地

域では、オゾン前駆物質の濃度に応じて地上オゾン

濃度が数 ppb増加すると予期される（確信度が中程

度ないし高い）。将来の気候変動は世界全体の地表付

近の PM に対して、より一般には世界全体のエーロ

ゾルの量に対して、正にも負にも影響を及ぼし、全

体的な影響は軽度であると予測されるが（確信度が

中程度）、特定の気象条件になりやすい地域ではより

強い影響も排除されない（確信度が低い）。総じて、

将来の気候変動に対する地上オゾンと PM の応答に

ついては、気候変動に対する自然プロセス（例えば、

成層圏-対流圏交換、自然起源の前駆物質の放出、特

に生物起源揮発性有機化合物、森林火災由来の前駆

物質、陸域及び海洋のエーロゾル、及び雷による NOx

生成）の応答の不確実性のため確信度が低い。{6.3, 

6.5} 

 

SSPs は代表的濃度経路（RCPs）よりも広い範囲の

SLCF 排出量を包含し、大気汚染管理における多様な
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将来の可能性をより良く表現する（確信度が高い）。

SSPs では、主に社会経済的な仮定及び気候変動緩和

の水準が将来の排出を左右するが、SLCFs の排出経

路は、気候変動緩和と独立に、SSPsにおける社会像

の描き方に由来する様々な大気汚染防止の水準にも

影響される。その結果、SSPsは大気汚染規制の実施

に関する地域的な野心と有効性を多岐にわたって考

慮しているため、将来の大気汚染の水準及び SLCFs

に起因する気候影響がより広範囲にわたる。{6.7.1} 

 

大気汚染予測は、地球全体の地上オゾン及び PM が

大幅に減少するもの（例えば、大気汚染と気候変動

両方について強い緩和策を伴う SSP1-2.6）から、改

善がないどころか後退するもの（例えば、気候変動

緩和策を伴わず緩い大気汚染対策しか伴わない

SSP3-7.0）まで様々である（確信度が高い）。SSP3-

7.0 シナリオの下では、PM 濃度はアジアの大部分で

2050 年まで上昇すると予測され、地上オゾン汚染は

全ての大陸域で 2100 年まで悪化すると予測される

（確信度が高い）。気候変動緩和は伴わないが厳しい

大気汚染対策を伴う場合（SSP5-8.5）、PM 濃度は

2100 年まで減少するが、メタン濃度が高いため、少

なくとも 2080 年まで地球全体の地上オゾンの減少

が妨げられる（確信度が高い）。{6.7.1} 

 

中核的な SSPs における GSAT に対する SLCF の影

響の将来予測 

 

今後 20 年間で、WG1 の中核的な SSPs のセットに

おける SLCF 排出量の変化は、どのような SSPs であ

れ 2019 年を基準とした昇温を引き起こし、長寿命

温室効果ガスによる昇温への上乗せとなる可能性が

非常に高い。SLCFs とハイドロフルオロカーボン類

（HFCs）の変化が 2019 年を基準とした 2040 年の

GSAT に与える正味の影響は、SSPs 全体で 0.06℃～

0.35℃の昇温である可能性が高い。今後 20 年間に

わたる昇温量は、SLCFs の昇温効果（メタン、オゾ

ン）と降温効果（エーロゾル）が競合するため、ど

の SSPs でもかなり類似している。最も厳しい気候

変動緩和策及び大気汚染対策を伴うシナリオ

（SSP1-1.9 及び SSP1-2.6）では、SLCFs による可能

性が高い短期の昇温は主に硫酸塩エーロゾルの削減

に起因するが、2040 年以降にこの影響は頭打ちにな

る。気候変動政策がなく、緩い大気汚染対策を伴う

場合（SSP3-7.0）、SLCFs の変化による可能性が高い

短期の昇温は主としてメタン、オゾン、及び HFCsの

増加に起因し、エーロゾルの変化からの寄与はより

小さい。SSP5-8.5 では、メタンとオゾンの増加によ

る昇温と、SSP3-7.0 と比べてより強い大気汚染対策

に伴うエーロゾルの減少による昇温が重なるため、

SLCFsに起因する昇温の速度が最も大きい。{6.7.2} 

 

今世紀末時点で、SLCFs の変化に対する GSAT の応

答にシナリオ間で大きな多様性がみられ、起こりう

る将来の広い範囲を確固として網羅しているが、こ

れはシナリオが相互に整合的な形で「非常に多い」

から「非常に少ない」までの範囲の排出量を包含し

ているためである。気候変動緩和策を伴わないシナ

リオ（SSP3-7.0 及び SSP5-8.5）では、SLCFs による

2019年を基準とした 2100 年の昇温の可能性が高い

範囲は 0.4℃～0.9℃である {6.7.3, 6.7.4}。SSP3-7.0で

は SLCFによる昇温がほぼ線形に 10年あたり 0.08℃

である一方で、SSP5-8.5 では 21 世紀前半により急

速な昇温がある。最も厳しい気候変動緩和策と大気

汚染対策を考慮したシナリオ（SSP1-1.9 及び SSP1-

2.6）では、メタン、オゾン、及び HFCsの削減によ

る昇温の抑制がエーロゾルの減少による昇温を部分

的に打ち消すため、SLCFs の影響全体として、2019

年を基準として 2100年にGSATが 0.0℃～0.3℃上昇

する可能性が高い。SSP2-4.5（中程度の気候変動緩

和策及び大気汚染対策を伴う）では、SLCF による

2100 年の昇温が 0.2℃～0.5℃となる可能性が高く、

エーロゾルの減少による昇温への寄与が最も大きい。

{6.7.3} 

 

SLCFs 削減の潜在的影響 

 

10～20 年の時間スケールで、現在の 1 年分の SLCFs

排出量に対する世界全体の気温応答は、少なくとも

1 年分の CO2排出量に起因するものと同程度である

（確信度が高い）。SLCFs に起因する最も大きな昇温

を引き起こす部門は、メタン排出が支配的なもの、

すなわち化石燃料の生産と流通、農業、及び廃棄物

処理である（確信度が高い）。これらの時間スケール

で、降温効果を伴う SLCFs は、エネルギー及び陸上

輸送用の化石燃料燃焼については CO2による昇温を

大幅に軽減しうる。また、産業及び海上輸送（2020

年の船舶燃料油硫黄分規制強化の実施前）について

は CO2による昇温を完全に打ち消し、全体として正

味の降温をもたらしうる（確信度が中程度）。航空輸

送については現在の 1 年分の排出パルスから 10 年

後に、SLCF は GSATの応答に強いが短寿命の昇温の

寄与をもたらす（確信度が中程度）一方で、CO2 は

短期の昇温効果をもたらす上に、長期の昇温影響に

ついては支配的となる（確信度が高い）。{6.6.1, 6.6.2} 

 

SLCFs の影響は、排出パルスの後の最初の数十年間

で急速に減衰する。その結果、約 30 年よりも長い
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時間スケールにおいて、世界平均気温に対する長期

の正味の影響についてはCO2の排出部門及び地域が

支配的となる（確信度が高い）。短寿命及び長寿命両

方の気候強制因子の排出量に影響を及ぼす気候変動

緩和策に対する世界平均気温の応答は、気候強制因

子の大気中の減衰期間、排出量削減の速度と期間、

及び気候システムの慣性に依存する。長期の世界の

気温影響が累積排出量によって決まる CO2と対照的

に、メタンを含む SLCFs については排出速度が長期

の世界の気温影響を左右する。1 年分の排出パルス

の発生から約 30 年以上後に地球温暖化に最も寄与

する部門は、産業、エネルギー目的の化石燃料燃焼、

及び陸上輸送であり、基本的に CO2を介する影響で

ある（確信度が高い）。地域的にみると、現在、東ア

ジア及び北米からのSLCF、CO2、及びN2Oの排出が、

短期（確信度が中程度）及び長期（確信度が高い）

両方の時間スケールで将来の追加的な正味の昇温に

対して最も大きく寄与している。{6.6.1, 6.6.2} 

 

現在、家庭部門と商業部門（調理と暖房のための化

石燃料とバイオ燃料の使用）及びエネルギー部門（化

石燃料の生産、流通、及び燃焼）からの排出が、人

為起源の微小な PM への世界人口への曝露に最も寄

与している（確信度が高い）一方で、エネルギー部

門及び陸上輸送部門からの排出がオゾン曝露に最も

寄与している（確信度が中程度ないし高い）。各種排

出部門からの PM への寄与は地域間で異なり、南ア

ジア及びアフリカでは家庭部門が最も重要で、欧州

及び北米では農業からの排出が支配的で、中央アジ

ア、東アジア、ラテンアメリカ、及び中東では、産

業及びエネルギー生産が支配的である。アフリカを

除くほとんどの地域では、エネルギー部門と産業部

門がPM2.5に重要な寄与をしている（確信度が高い）。

地上オゾン濃度への部門による寄与は、全地域で同

様である。{6.6.2} 

 

オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議

定書のキガリ改正と、現行の各国の国内計画による

排出制限の両方の実施され効率的に執行されること

（SSP1-2.6 のように）を仮定すると、2019 年を基

準とした GSAT に対する HFCs の影響は 2050 年以

降+0.02℃未満に留まるのに対し、キガリ改正以前

に決定された HFCs に関する国内規制のみを考慮す

ると（SSP5-8.5 のように）、2050 年に約+0.04～

+0.08℃、2100 年に約+0.1～+0.3℃になるだろう

（確信度が中程度）。地球温暖化係数の低い冷媒に移

行する際に冷凍設備と空調設備の効率が更に改善さ

れると GHGが追加的に削減され（確信度が中程度）、

気候変動緩和に便益をもたらすと上に、程度は劣る

が、発電所からの大気汚染物質の排出の減少により

大気質にも便益をもたらすだろう。{6.6.3, 6.7.3} 

 

将来の SLCFsの変化は追加的な昇温を引き起こすと

予期される。世界全体で大気汚染が改善されるシナ

リオではメタンの排出も削減されれば、この昇温は

2040 年以降安定するが、（化石燃料使用の増大と限

定的な大気汚染対策に起因して）大気質が悪化し続

けるシナリオでは、SLCFs の変化に起因する昇温は

全体としてより大きくなる（確信度が高い）。人為起

源のエーロゾルとメタン以外のオゾン前駆物質の削

減をもたらす強い大気汚染対策を SSP3-7.0 で考慮

すると、2040 年に 0.08℃［0.00℃～0.10℃］の追加

的な短期の昇温をもたらす可能性が高いだろう。同

時にメタンの追加的な削減を伴うと（SSP1 の厳しい

気候変動緩和政策を SSP3 の世界で実施することと

整合）、この追加的な昇温が軽減されるだけでなく、

（2040 年における SSP3-7.0 と比べて）0.07℃の降

温（可能性が高い範囲は[−0.02～0.14℃]）に転じる

だろう。SSPs 間で、メタン、オゾン前駆物質、及び

HFCs の総合的な削減は（SSP3-7.0 と SSP1-1.9 とを

比べて）2040 年に 0.2℃（可能性が非常に高い範囲

は[0.1～0.4] ℃）、21 世紀末に 0.8℃（可能性が非常

に高い範囲は[0.5～1.3] ℃）の気温差をもたらしう

るが、これはパリ協定の文脈において重要である。

継続的なメタンの削減は、どこで実施されようとも、

地上気温に対する短期及び長期の利益を合わせても

たらし（確信度が高い）、また地上オゾンの水準を世

界的に低減することで大気質への便益をもたらす

（確信度が高い）選択肢として際立つ。{6.6.3, 6.7.3, 

4.4.4} 

 

急速な脱炭素化戦略は大気質の改善をもたらすが、

短期的には特にアジアの一部及び他の汚染レベルの

高い地域で、微小 PMについて世界保健機関（WHO）

が規定した大気質ガイドラインを達成するには十分

でない（確信度が高い）。メタンと BC の追加的な削

減は、脱炭素化に伴うであろう SO2削減に付随する

追加的な昇温の打ち消しに寄与するだろう（確信度

が高い）。強い大気汚染対策を、強い気候変動緩和策

とは別に実施すると、今世紀末までに大気汚染への

曝露が大幅に低減される（確信度が高い）。既存技術

の展開に基づく大気汚染対策の実施は、システム変

更を必要とする気候変動緩和策よりも急速に大気質

への便益をもたらす（確信度が高い）。ただし、どち

らの場合も人口のかなりの部分が WHO のガイドラ

インを超える大気汚染に曝露されたままであると予

測される（確信度が高い）。持続可能な開発目標

（SDGs）の達成を意図した追加的な政策（例えば、
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クリーンエネルギーへのアクセス、廃棄物管理）は

補完的に SLCFs の削減をもたらす。気候、大気質、

及び開発目標を統合する戦略のみが複数の便益を効

果的に達成することが判明している。{6.6.3, 6.7.3, 

Box 6.2} 

 

COVID-19 に関する規制の排出量、大気質、及び気

候に対する示唆 

 

COVID-19 の封じ込めに伴う排出量の減少はほとん

どの地域で一時的に識別可能な大気質の改善をもた

らしたが、内部変動の幅を超える世界的及び地域的

な気候の変化は検出できない。世界全体の人為的な

NOx排出量は 2020年 4月に最大約 35%減少した（確

信度が中程度）。地上オゾンを除き、このような排出

量の減少により世界のほとんどの地域で大気質が改

善したことについては確信度が高い。主に運輸部門

からの排出量の減少により、2019 年と比較した

2020 年の世界全体の化石燃料由来の CO2 排出量は

7%（5.8%～13.0%の範囲）減少した（確信度が中程

度）。総じて、COVID-19 に関する規制による 2020 年

の正味の有効放射強制力（ERF）は、進行中の変化傾

向と比べて小さく正（0.2 W m−2未満）であった可能

性が高く、そのため CO2、NOx、及び飛行機雲から広

がった巻雲の変化による負の強制力をエーロゾルの

変化による正の強制力が上回り、全体として一時的

に人為起源の気候影響を強めた。この小さな正味の

放射強制力と整合するように、地球システムモデル

シミュレーションは世界的又は地域的な地表付近の

気温又は降水量について、内部変動の主要な要素を

上回って検出されるような影響を示していない（確

信度が高い）。{Cross-Chapter Box 6.1} 
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第 7 章 地球のエネルギー収支、気候フィードバック、及び気候感度 

本章では、地球のエネルギー収支、すなわち地球シ

ステムに出入りする主要なエネルギーの流れ、及び

放射強制力に対する気候応答をこれらのエネルギー

の流れがどのように支配しているかについて、現状

の知識を評価する。大気組成及び土地利用の変化は、

人為起源温室効果ガスの排出、並びにエーロゾル及

びその前駆物質の排出によるものと同様に、地球の

大気上端のエネルギー収支に対する摂動を通して気

候に影響を及ぼす。有効放射強制力（ERF）は、結果

として生じる気候システムの調節を含む（しかし地

表付近の気温応答は除く）、これらの摂動を定量化す

る。所与の強制力に対して気候システムがどのよう

に応答するかは、物理的、生物地球物理的、及び生

物地球化学的プロセスに付随する気候フィードバッ

クによって決定される。これらのフィードバックの

プロセスは、世界規模の気候応答の有用な尺度であ

る平衡気候感度（ECS）、及び過渡的気候応答（TCR）

とともに評価される。本章では、様々な温室効果ガ

スの排出に対する気候応答がどのように二酸化炭素

（CO2）の排出に対する気候応答と比較されるかを

定量化するために用いられる排出メトリックも評価

する。本章では、第 5 章の炭素循環及び第 6 章のエ

ーロゾルプロセスの評価に基づき、非 CO2の生物地

球化学的フィードバック及びエーロゾルの ERFを定

量化する。本報告書の他の章では、本章の ERF、ECS、

及び TCRの評価を用いて、過去と将来の気温変化（そ

れぞれ第 3 章及び第 4 章）、累積排出量に対する応

答及び残余カーボンバジェット（第 5 章）、排出量に

基づく放射強制力（第 6 章）、並びに海面水位上昇

（第 9 章）の理解の助けとしている。本章は、IPCC

第 5次評価報告書（AR5）、1.5℃特別報告書（SR1.5）、

海洋・雪氷圏特別報告書（SROCC）、及び土地関係特

別報告書（SRCCL）からの知見に基づいている。特に

断りのない限り、可能性が非常に高い範囲を示す。 

 

地球のエネルギー収支 

 

AR5 以降、地球システムにおけるエネルギーの蓄積

（気候システムの全ての構成要素についての地球の

エネルギーインベントリの変化によって定量化され

る）は、年々から十年規模の時間スケールで地球規

模の気候変動の速度を測る確固とした指標として確

立されてきた。GSAT 訳注 1の変化と比べて、地球のエ

ネルギーインベントリは気候の基本的な変化傾向を

覆い隠しうる変動性がより小さい。AR5 と比べて、

観測記録が改善されたこと、及び海面水位収支の整

合性が向上したため、世界全体のエネルギーインベ

ントリの変化の定量化における確信度が向上してい

る。強い緩和策を伴うシナリオの下でも、エネルギ

ーは少なくとも 21 世紀末まで地球システムに蓄積

され続け、主に海洋の温暖化を通して観測され、熱

膨張による継続的な海面水位上昇に関連する（確信

度が高い）。{7.2.2, Box 7.2, Table 7.1, Cross-Chapter 

Box 9.1, Table 9.5, 9.2.2, 9.6.3}. 

 

地球のエネルギーインベントリは、1971～2006 年

の期間に 282 [177～387] ZJ（1021J）、2006～2018

年の期間に 152[ 100～205] ZJ 増加した。これは地

表面の単位面積あたりで表すと、1971～2006年の期

間に 0.50 [0.32～0.69] W m-2、2006～2018 年の期間

に増加して 0.79 [0.52～1.06] W m-2の地球のエネル

ギーの不均衡に相当する。海洋の熱吸収の寄与が圧

倒的に最大で、エネルギー変化全体の91%を占める。

AR5 と比べて、陸域の温暖化からの寄与は、約 3%か

ら約 5%に上方修正された。氷の融解及び大気の昇

温は、それぞれ変化全体の約 3％及び 1％を占めて

いる。インベントリの構成要素のより包括的な分析、

及び衛星観測と現場観測による地球温暖化の速度の

相互検証により、AR5 と比べて評価が強化された（確

信度が高い）。{Box 7.2, 7.2.2, Table 7.1, 7.5.2.3} 

 

有効放射強制力（ERF）、気候システムの放射応答、

及び 1971～2018 年の期間に観測された地球システ

ムのエネルギー増加の定量化が改善されたことは、

AR5 と比べて地球のエネルギー収支の整合性が向

上したことを示す。ERF の可能性が高い範囲と放射

応答の中央推定値を組み合わせると、340 [47～662] 

ZJ のエネルギー増加が予期される。気候応答の可能

性が高い範囲と ERFの中央推定値を組み合わせると、

340 [147～527] ZJ のエネルギー増加が予期される。

どちらの推定値も、1850～1900年の地球のエネルギ

ー不均衡の推定値を基準として 284 [96～471] ZJ（可

能性が非常に高い範囲）という、独立な観測に基づ

く地球のエネルギー増加量の評価と整合する（確信

度が高い）。{7.2.2, Box 7.2, 7.3.5, 7.5.2}. 

 

AR5 以降、地表に届く太陽放射が 1950 年代から 

1980 年代の間に広範に減少（すなわち減光）したこ

とを示す追加的な証拠が観測記録に見つかり、その

後多くの観測地点で部分的な回復（増光）がみられ

る（確信度が高い）。これらの変化傾向は局所的な現

象でも測定上の欠陥でもない（確信度が高い）。人為
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起源のエーロゾル排出量の数十年規模の変動が主要

な原因であると考えられるが（確信度が中程度）、雲

量の数十年規模の変動も一因かもしれない。温室効

果ガス濃度の増加と付随する地表及び大気の温暖化

と湿潤化に伴い、地表における上向き及び下向きの

熱放射は最近数十年で増加している（確信度が中程

度）。{7.2.2} 

 

有効放射強制力（ERF） 

 

二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、及びクロロフ

ルオロカーボン類について、対流圏の調節（例えば、

気温、雲、及び水蒸気の変化による）の ERF に対す

る影響を定量化するための証拠がある。二酸化炭素

を 1750 年の水準と比べて 2 倍にしたときの ERF

の評価（3.93 ± 0.47 W m-2）は、AR5 のものより

も大きい。AR5 で導入された有効放射強制力（ERF）

はより多くの因子について推定され、成層圏気温に

ついて調節された放射強制力よりも、気温応答と密

接に関連することが示された。二酸化炭素について

は、植生に対する生理学的な影響も含めて調節され

ている（確信度が高い）。{7.3.2} 

 

工業時代（1750～2019 年）の人為起源の合計 ERF

は 2.72 [1.96～3.48] W m-2 であった。この推定値

は 1750～2011 年に対する AR5 の推定値と比べて

0.43 W m-2増加した。この増加には、2011 年以降

のよく混合された温室効果ガス（ハロゲン化物を含

む）の大気中濃度の増加による+0.34 W m-2、それら

の放射効率の上方修正による+0.15 W m-2、及びオゾ

ンと成層圏の水蒸気の ERF の再評価による+0.10 W 

m-2が含まれる。温室効果ガスによる 0.59 W m-2 の

ERF の増加は、エーロゾルの合計 ERF（複数系統の

証拠に基づき、AR5 より厳密な評価によって負の程

度がより強い）によって部分的に相殺されている（確

信度が高い）。土地利用変化、氷と雪への光吸収粒子

の沈着、及び飛行機雲と飛行機雲から広がった巻雲

による、地表面反射率の変化も工業時代の人為起源

の合計 ERF に寄与し、それぞれ-0.20 [-0.30～-0.10] 

W m-2（確信度が中程度）、+0.08 [0～0.18] W m-2（確

信度が低い）、及び+0.06 [0.02～0.10] W m-2（確信度

が低い）であった。{7.3.2, 7.3.4, 7.3.5} 

 

温室効果ガス及びその前駆物質の人為起源の排出は、

工業時代（1750～2019 年）に 3.84 [3.46～4.22] W 

m-2の ERF に寄与した。この合計 ERF のほとんどに

あたる 3.32 [3.03～3.61] W m-2 はよく混合された

温室効果ガスに由来し、オゾン及び成層圏の水蒸気

の変化（メタンの酸化に由来）が残りに寄与してい

る。温室効果ガスの ERF は、二酸化炭素の 2.16 [1.90

～2.41] W m-2、メタンの 0.54 [0.43～0.65] W m-2、

ハロゲン化物の 0.41 [0.33～0.49] W m-2、及び一酸

化二窒素の 0.21 [0.18～0.24] W m-2で構成されてい

る。オゾンの ERFは 0.47 [0.24～0.71] W m-2である。

オゾンの ERF の推定値は、前駆物質排出量の推定値

の修正、及び成層圏における対流圏オゾン前駆物質

の影響をより良い考慮により、AR5 から増加した。

メタンの ERF の推定値は、分光学的処理の改善によ

る増加が調節の考慮によっていくらか相殺されたた

め、わずかに増加した（確信度が高い）。{7.3.2, 7.3.5} 

 

エーロゾルは、工業時代（1750～2014 年）に-1.3 [-

2.0～-0.6] W m-2の ERF に寄与した（確信度が中程

度）。エーロゾル‐雲相互作用による ERF（ERFaci）

がエーロゾルの合計 ERF の大きさに最も寄与し（確

信度が高い）、-1.0 [-1.7～-0.3] W m-2 （確信度が中

程度）であると評価されており、残りはエーロゾル

‐放射相互作用による ERF（ERFari）に起因し、- 0.3 

[-0.6～0.0] W m-2 （確信度が中程度）であると評価

されている。AR5 と比べて、プロセス理解の向上と

モデリング及び観測の解析の進展の組み合わせに裏

付けられて、推定されたエーロゾルの合計 ERF の大

きさは増加し、不確実性は減少している。これらの

別々の系統の証拠から得られた ERF の推定値は、

AR5 と対照的に互いに整合しており、エーロゾルの

合計 ERFが負であることはほぼ確実であるという評

価を裏付けている。AR5と比べて、評価された ERFaci

の大きさは増加した一方で、ERFari の大きさは減少

した。1750～2019 年の期間のエーロゾルの合計 ERF

は、ヘッドラインステートメントの評価よりも確実

性が低い。主に近年の排出量の変化により、大きさ

がより小さく-1.1 [-1.7～-0.4] W m-2 であるとも評

価されている（確信度が中程度）。{7.3.3, 7.3.5, 2.2.6} 

 

気候フィードバック及び気候感度 

 

地球温暖化に応答した雲の変化の正味の影響は人為

起源の温暖化を増幅する、すなわち正味の雲フィー

ドバックは正である（確信度が高い）。AR5 と比べ

て、雲プロセスの理解が大きく進展したことで、雲

フィードバックについての確信度が向上し、不確実

性の範囲が約 50%減少した。これまで正味の雲フィ

ードバックにおける不確実性の主要な要因であった、

亜熱帯海洋上の低高度の雲フィードバックの評価は、

気候モデルシミュレーション、衛星観測、及び雲の

明示的なシミュレーションの併用によって改善され、

総じてこの種の雲が地球温暖化を増幅するという強

い証拠をもたらした。個別の種類について評価され
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た雲フィードバックを合計して得られた正味の雲フ

ィードバックは 0.42 [-0.10～+0.94] W m-2 ℃-1 であ

る。正味の負の雲フィードバックについては可能性

が非常に低い（確信度が高い）。{7.4.2, Figure 7.10, 

Table 7.10} 

 

全ての既知の放射フィードバック（物理的、生物地

球物理的、及び非 CO2の生物地球化学的）は合計と

して、プランク応答としても知られる基礎的な気候

応答を増幅させる効果を持つ（ほぼ確実）。これらの

フィードバックと基礎的な気候応答を合計すると、

プロセスの理解に基づく正味のフィードバックパラ

メータは -1.16 [-1.81～-0.51] W m-2 ℃-1 と評価さ

れ、これは ECSの評価全体から推測されるものより

もわずかに負の程度が小さい。水蒸気フィードバッ

クと気温減率フィードバックの組み合わせは、地球

温暖化への単独の寄与が最も大きい一方で、雲フィ

ードバックは不確実性全体への寄与が最も大きいま

まである。古気候の観測値とモデルにより証拠付け

られているように、フィードバックの状態依存性の

ため、正味のフィードバックパラメータは世界平均

気温が上昇するにつれて増加する（負の程度がより

小さくなる）。さらに、氷床のフィードバックパラメ

ータは長い時間スケールで正である可能性が非常に

高く、千年規模の時間スケールで氷床が強制力に対

する平衡状態に至るにつれて追加的な昇温を促進す

る（確信度が高い）。{7.4.2, 7.4.3, 7.5.7} 

 

放射フィードバック（特に雲からの）は、数十年規

模の時間スケールで地表付近の昇温の空間パターン

が進行するにつれて負の程度がより小さくなる（よ

り増幅する）と予期されており、AR5 で測器記録か

ら得られる昇温に基づいて推測されたものよりも大

きな平衡気候感度（ECS）をもたらす。この新しい理

解は、過去の気温変化、ERF、及び地球のエネルギー

不均衡の最新の推定値とともに、これまで異なって

いた ECS の推定値を調和する（確信度が高い）。た

だし、現在の気候フィードバックに対する将来の変

化の大きさの可能性が高い範囲を定量化するための

証拠は現在のところ不十分である。測器記録から得

られる昇温は、ECS の範囲の下限に確固とした制約

を与えるが（確信度が高い）、将来のフィードバック

の変化の可能性のため、AR5 で報告されたものとは

対照的に、それ自体で範囲の上限を制約しない。

{7.4.4, 7.5.2, 7.5.3} 

 

複数系統の証拠に基づき、ECS の最良推定値は 3℃、

可能性が高い範囲は 2.5℃～4℃、可能性が非常に高

い範囲は 2℃～5℃である。ECS が 1.5℃よりも大き

いことはほぼ確実である。AR5 以降、フィードバッ

クプロセスの理解、測器記録、古気候、及び emergent 

constraint 訳注 3に基づく ECS の定量化に大きな進展

があった。異なる系統の証拠の間には高い水準の見

解一致度がある。全ての系統の証拠は 1.5℃未満の

ECS を除外するのに役立つが、現在のところ 5℃を

超える ECSを除外することはできない。したがって、

可能性が非常に高い範囲の 5℃という上限について

は確信度が中程度、下限については確信度が高いと

評価されている。{7.5.5} 

 

プロセスの理解、測器記録から得られる昇温、及び

emergent constraint に基づく TCR の最良推定値は

1.8℃、可能性が高い範囲は 1.4℃～2.2℃、可能性が

非常に高い範囲は 1.2℃～2.4℃である（確信度が高

い）。{7.5.5} 

 

平均的に、第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト

（CMIP6）モデルは第 5 期（CMIP5）世代のモデル

よりも大きな ECS 及び TCR の平均値を持つ。また、

CMIP6 モデルは本報告書で評価された最良推定値

よりも大きな平均値、及び可能性が非常に高い範囲

よりも大きな推定幅を持つ。このように ECS 及び

TCR の値がより大きいことは、いくつかのモデルで

温帯の雲フィードバックが、衛星観測との比較によ

り雲のバイアスを低減する努力によって変更された

ことに帰着させうる（確信度が中程度）。また、CMIP6

の ECS 及び TCR の推定幅がより大きいため、モデ

ルによって予測される将来の昇温幅は複数系統の証

拠に基づいて評価された昇温幅よりも大きい。ただ

し、高い気候感度を持ついくつかの CMIP6 モデルは、

可能性が非常に高い範囲内の ECSを持つモデルより、

観測された最近の地球温暖化の変化及び古気候のプ

ロキシデータとの整合性が低い。同様に、低い気候

感度を持ついくつかのモデルは、古気候のプロキシ

データとの整合性がより低い。最も大きな ECS及び

TCR の値を持つ CMIP モデルは、現在利用可能な証

拠に基づいて排除できない、可能性が低くとも影響

が大きい結果についての洞察を提供する（確信度が

高い）。{4.3.1, 4.3.4, 7.4.2, 7.5.6} 

 

気候応答 

 

1750 年～2019 年までの人為的に強制された GSAT

の変化の合計は 1.29 [0.99～1.65] ℃と算出されて

いる。これは第 2 章の過去の GSAT 及び海洋貯熱量

の変化、並びに本章の ERF、ECS、及び TCR によっ

て制約されたエミュレータに基づく推定値である。

算出された GSAT の変化は、よく混合された温室効
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果ガスによる昇温の 1.58 [1.17～2.17] ℃（確信度が

高い）、オゾンの変化による昇温の 0.23 [0.11～

0.39] ℃（確信度が高い）、エーロゾル効果による降

温の- 0.50 [-0.22～-0.96] ℃（確信度が中程度）、そ

して土地利用変化及び氷と雪の上の光吸収粒子によ

る地表面反射率の変化からの寄与の- 0.06 [-0.15～

+0.01] ℃（確信度が中程度）で構成されている。太

陽活動及び火山活動の変化は、1750 年以降合わせて

-0.02 [-0.06～+0.02] ℃の小さな寄与をしたと評価

されている（確信度が中程度）。{7.3.5} 

 

ECS と TCR の真値に関する不確実性は、温室効果ガ

ス排出が中程度から多いシナリオの下で、21 世紀の

世界平均気温の予測における不確実性の支配的な要

因である。二酸化炭素の排出量が正味ゼロに達する

シナリオでは、エーロゾル及び他の短寿命気候強制

因子の ERFの値の不確実性が予測される気温の不確

実性にかなり寄与している。世界規模の海洋の熱吸

収は百年規模の時間スケールで、地表付近の温暖化

の不確実性のより小さな要因である（確信度が高い）。

{7.5.7} 

 

本報告書で評価された GSAT の過去と将来の変化の

範囲は、重要な物理的気候指標、すなわち温室効果

ガスの ERF、ECS 及び TCR の本報告書の評価と相互

に整合していることが示されている。本報告書にお

ける各指標の評価範囲に整合するように較正した場

合、物理に基づくエミュレータは、1850～1900 年か

ら 1995～2014年のGSATの変化の最良推定値を 5％

以内、この GSAT の変化の可能性が非常に高い範囲

を 10％以内で再現しうる。物理に基づく 2 つのエミ

ュレータでは、第 4章で評価された予測される GSAT

の変化の少なくとも 3 分の 2 が、これらの水準の精

度で整合している。マルチシナリオ実験に使用する

場合、較正された物理に基づくエミュレータは、地

球システムモデル及び/又は他の系統の証拠から得

られた将来の GSAT に関する評価を適切に反映しう

る（確信度が高い）。{Cross-Chapter Box 7.1} 

 

両極間の放射フィードバック及び海洋の熱吸収の違

いのため、北極域は南極域よりも急速に温暖化する

が、地表付近の温暖化は最終的に北極域と南極域の

両方で増幅されることが良く理解されている（確信

度が高い）。この極域における増幅の原因はよく理解

されており、証拠は AR5 の時点よりも強く、古代の

温暖期の極域における増幅のモデルと観測との間の

より良い見解一致度によって裏付けられている（確

信度が高い）。南極域は、主に南大洋の湧昇によって

北極域よりも緩やかに温暖化し、平衡状態であって

も北極域よりも温暖化しないと予期される。北極域

における地表付近の温暖化の速度は、今世紀にわた

って世界平均を上回り続ける（確信度が高い）。南大

洋の海面が百年規模の時間スケールで温暖化するに

つれて、南極域で増幅が起こることについても確信

度が高いが、21 世紀中にこの特徴が現れるかについ

ては確信度が低い。{7.4.4} 

 

メタン及び一酸化二窒素の地球温暖化係数（GWP）

及び地球温度変化係数（GTP）の評価された値は、

それらの寿命の推定の修正及び間接的な化学的効果

の推定の更新により、AR5 のものよりもわずかに低

い（確信度が中程度）。評価されたメトリックには非

CO2 気体に対する炭素循環の応答も含まれるように

なった。炭素循環の推定値は AR5 のものよりも低い

が、それを含める必要性及び定量化の方法論につい

ては確信度が高い。化石燃料由来の排出源からのメ

タンのメトリックは、排出が大気に寄与する追加的

な化石燃料由来の CO2を考慮しているため、生物起

源の放出源からのものよりもわずかに高い排出メト

リックの値を持つ（確信度が高い）。{7.6.1} 

 

GWP*及び複合 GTP（CGTP）などの新しい排出メト

リックの手法は、短寿命のガスの排出率を累積 CO2

排出量に関連付けるように設計されている。これら

のメトリックの手法は様々なガスの経時的に集約さ

れた排出量から GSAT の応答を推定するのに適して

おり、これらのメトリックで算出された CO2換算の

累積排出量を累積CO2排出量に対する過渡的気候応

答でスケーリングすることで実行しうる。標準的な

GWP又は GTPの排出メトリックを用いて GHGの排

出量を集約する手法と比べて、これらの新しいメト

リックの手法のいずれかを用いるか、短寿命及び長

寿命の温室効果ガスの排出経路を別々に扱うことで、

所与の複数のガスの排出経路について、地表付近の

温暖化に対する排出量の寄与の推定が改善される。

対照的に、排出量を GWP または GTP の 100 年値で

加重した場合、同じ CO2換算の排出量を集約した異

なる複数のガスの排出経路が同じ気温の結果の推定

をもたらすことはほとんどない（確信度が高い）。

{7.6.1, Box 7.3} 

 

排出メトリックの選択は正味ゼロの GHG 排出の定

量化に影響を及ぼし、したがって導き出される正味

ゼロの排出が達成された後の気温の結果に影響を及

ぼす。一般に、正味ゼロの CO2排出を達成し非 CO2

の放射強制力が減少すれば、追加的な人為起源の温

暖化を防ぐのに十分であろう。地球温暖化係数 100

年値（GWP-100）で定量化された GHG 排出が正味
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ゼロに達すると、典型的に世界平均気温は正味ゼロ

の GHG 排出が達成された後にピークに達し、その

後低下するが、この結果は短寿命及び長寿命のガス

の緩和の相対的な順序に依存する。対照的に、CGTP

又は GWP*などの新しい排出メトリックを用いて定

量化した場合、温室効果ガス排出が正味ゼロに達す

ると、気温はおおよそ安定するだろう（確信度が高

い）。{7.6.2} 
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第 8 章 水循環の変化 

本章では、世界の水循環の過去、現在、及び将来の

変化を吟味するため複数系統の証拠を評価する。本

章は、第 2章、第 3 章、及び第 4 章の水循環の観測

及び予測される変化、並びに第 10 章、第 11 章の地

域的な気候変動及び極端現象に関する内容を補完す

る。この評価には、水循環の変化の自然科学的根拠、

観測された水循環の変化及びその要因特定、将来予

測及び関連する重要な不確実性、並びに急激な変化

の可能性が含まれる。古気候の証拠、観測、再解析、

及び全球及び領域モデルシミュレーションが考慮さ

れている。本評価によると、広範で非一様な人為起

源の水循環の変化は、20 世紀にわたって様々な駆動

要因が競合していたため不明瞭であったが、今後地

球規模で温室効果ガスによる強制力がますます支配

的になる。 

 

水循環変化の自然科学的根拠 

 

人為起源放射強制力による地球のエネルギー収支の

変化は世界の水循環に大幅かつ広範な変化を引き起

こす。地球温暖化に伴い世界平均降水量及び蒸発量

が増加することについては確信度が高いが、その推

定変化率はモデルに依存する（可能性が非常に高い

範囲は 1℃あたり 1～3％）。世界全体の降水量の増

加は、GSAT 訳注 1に対する確固とした応答（可能性が

非常に高い範囲は 1℃あたり 2～3%）が温室効果ガ

ス及びエーロゾルによる大気の昇温に対する急速な

大気の調節によって部分的に相殺されることで決定

される。人為起源のエーロゾルの全体としての効果

は、よく理解されている地表の放射冷却効果を通し

て世界全体の降水量を減少させ、大規模な大気循環

のパターンを変化させる（確信度が高い）。土地利用

及び土地被覆の変化も、地表水及びエネルギー収支

への影響を通して地域的な水循環の変化を引き起こ

す（確信度が高い）。{8.2.1, 8.2.3.4, 8.2.2.2, Box 8.1} 

 

より温暖な気候は気象システムへの水分の輸送を増

加させ、平均的に湿潤な季節及び現象をより湿潤に

する（確信度が高い）。地表付近の大気が保持可能な

水蒸気量が昇温 1℃あたり約 7％増加することは、

大雨訳注 2（1 日未満から季節までの時間スケール）の

強度の同程度の増加（これにより大雨が発生した際

の洪水ハザードの深刻さが増大する）を説明する（確

信度が高い）。非常に湿潤な現象及び非常に乾燥した

現象の深刻さは気候が温暖化すると増大するが（確

信度が高い）、大気循環パターンの変化は大きな地域

差及び季節のコントラストを伴って、このような極

端現象が発生する場所と頻度を変化させる。地球温

暖化に伴う熱帯循環の減速は、モンスーン地域にお

いて温暖化による降水の強化を部分的に相殺する

（確信度が高い）。{8.2.2, 8.2.3, 8.3.1.7, 8.4.1, 8.5.1} 

 

陸域の温暖化は大気の蒸発要求量の増加及び干ばつ

の深刻さの増大を引き起こす（確信度が高い）。海上

よりも陸域で昇温が大きいことで、大気循環パター

ンが変化し、平均的に大陸の表面付近の相対湿度を

低下し、地域的な乾燥化に寄与する（確信度が高い）。

大気中 CO2濃度の増加は植物の成長を促進し水利用

効率を高めるが、これらの要因がどのように地域の

水循環の変化を引き起こすかについては確信度が低

い。{8.2.2, 8.2.3} 

 

観測された変化の原因 

 

人為的な気候変動は 20 世紀半ば以降、世界の水循

環に検出可能な変化を引き起こしている（確信度が

高い）。地球温暖化は大気中の水蒸気量及び降水強度

の全体的な増大に寄与し（確信度が高い）、陸域の蒸

発散量を増加させ（確信度が中程度）、地球規模の乾

燥パターンに影響を及ぼし（可能性が非常に高い）、

海洋表層の塩分濃度及び海上における降水量から蒸

発量を差し引いた量のパターンのコントラストを強

めた（確信度が高い）。{3.4.2, 3.4.3, 3.5.2, 8.3.1, 9.2.2} 

 

温室効果ガスによる強制力は、熱帯陸域における湿

潤な季節及び天候レジームと乾燥した季節及び天候

レジームとの間の降水量のコントラストの増大（確

信度が中程度）、並びに北半球高緯度帯における検出

可能な降水量の増加を引き起こしている（確信度が

高い）。温室効果ガスによる強制力は地中海地域、豪

州南西部、南米南西部、南アフリカ、及び北米西部

を含む、夏季乾燥気候における乾燥化にも寄与して

いる（確信度が中程度ないし高い）。春季の融雪の開

始の早期化と氷河の融解の増加は、高緯度及び低標

高の山の流域における河川流量の季節的変化に既に

寄与している（確信度が高い）。{Box 8.2, 8.2.2.1, 8.3.1, 

3.3.2, 3.3.3, 3.5.2} 

 

人為起源のエーロゾルは少なくとも 20 世紀半ば以

降、検出可能な大規模な水循環の変化を引き起こし

ている（確信度が高い）。熱帯降水帯の移動は、時間

発展する人為起源のエーロゾルの放射影響、及び進
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行中の温室効果ガスによる温暖化の影響に対する両

半球間の気温応答に関連する（確信度が高い）。硫酸

塩エーロゾルによる北半球の降温は熱帯降水帯の南

下を説明し、1970 年代から 1980 年代のサヘルにお

ける干ばつに寄与した（確信度が高い）が、その後

の回復には温室効果ガスによる昇温が関係している

（確信度が中程度）。特に南アジア、東アジア及び西

アフリカにおいて、地域的なモンスーンに伴う降水

量に観測された変化は、温室効果ガスによる昇温に

起因する降水量の増加が人為起源のエーロゾルによ

る降温に起因する降水量の減少によって相殺された

ため、20 世紀の大半において限定的である（確信度

が高い）。{8.3.1.3, 8.3.2.4, Box 8.1} 

 

土地利用変化及び灌漑用の取水は水循環の局所的及

び地域的な応答に影響を及ぼしている（確信度が高

い）。大規模な森林減少は蒸発散量及び降水量を減少

させ、森林の減少した地域で流出を増加させている

可能性が高い。都市化は局所的な降水量を増加させ

（確信度が中程度）、流出強度の増加をもたらしてい

る（確信度が高い）。降水強度の増加により特に熱帯

地域で地下水の涵養が増加している（確信度が中程

度）。少なくとも 21 世紀の初頭以降、乾燥地帯（例

えば、米国南部の高原、カリフォルニアのセントラ

ルバレー、中国北部の平原、及びインド北西部）の

農業地域における灌漑用の地下水の取水により地下

水の枯渇が生じていることについて確信度が高い。

{8.2.3.4, 8.3.1.7, Box 10.3, FAQ 8.1} 

 

南半球のストームトラック及び付随する降水量は

1970 年代以降、特に南半球の夏季及び秋季に極方向

に移動している（確信度が高い）。これらの変化は、

成層圏のオゾン層破壊及び温室効果ガスの増加の両

方に関連する、南半球環状モードの正の変化傾向に

付随している可能性が非常に高い。近年観測された

ハドレー循環の拡大が、特に南半球において、温室

効果ガスによる強制力によって引き起こされたこと

について確信度が中程度であるが、それが亜熱帯陸

域の乾燥にどのように影響を及ぼすかについては確

信度が低い。{8.2.2, 8.3.2, 3.3.3} 

 

将来の水循環の変化 

 

温室効果ガス排出の大規模な削減がなければ、地球

温暖化は世界規模及び地域規模の両方で水循環に大

きな変化をもたらすと予測される（確信度が高い）。

世界の陸域の年間降水量は、1995～2014 年を基準

として 2081～2100 年までに、排出が非常に少ない

シナリオ（SSP1-1.9）では平均的に 2.4 [-0.2～+4.7] %

（可能性が高い範囲）、排出が非常に多いシナリオ

（SSP5-8.5）では 8.3 [0.9～12.9] %増加すると予測さ

れる。海上で蒸発量が増加することはほぼ確実であ

り、乾燥地域における地域的な例外を除き、陸域で

蒸発散量が増加する可能性が非常に高い。全ての共

通社会経済経路のシナリオにおいて、世界の陸域に

おける流出に予測される変化の符号及び大きさにつ

いて確信度が低い。予測される降水量及び降水強度

の増加は北半球高緯度帯における流出の増加に関連

する（確信度が高い）。山岳氷河が全ての地域で減少

し、季節的な積雪期間が一般に短くなることについ

ては確信度が高い。小型氷河からの流出は氷河質量

の減少を通して一般に減少する一方、大型氷河から

の流出は氷河の質量がなくなるまで地球温暖化の進

行に伴って増加する可能性が高い（確信度が高い）。

{4.5.1, 8.4.1} 

 

大気中の水需要の増加に伴う蒸発散量の増加により、

地中海地域、北米南西部、アフリカ南部、南米南西

部、及び豪州南西部において土壌水分が減少する（確

信度が高い）。地中海地域、南米南西部及び北米西部

では、将来の乾燥化が過去 1000 年間にみられた変

化の大きさをはるかに超える（確信度が高い）。アマ

ゾン川流域及び中央アメリカを含むいくつかの熱帯

地域でも乾燥化が進行すると予測される（確信度が

高い）。{8.4.1} 

 

水循環の変動性及び極端現象は、世界のほとんどの

地域及び全ての排出シナリオの下で平均的な変化よ

りも急速に増加すると予測される （確信度が高い）。

熱帯及び両半球の夏季/暖候季の温帯で、陸域の降水

量及び流出量の年々変動は季節平均降水量の変化よ

りも急速に増加すると予測される（確信度が中程度）。

21 世紀末までにエルニーニョ・南方振動に関連す

る降雨の変動性が増幅される可能性が非常に高い。

降水量の季節内変動も増加し、多くの陸域で雨の降

る日が減少するが、日平均降水量は増加すると予測

される（確信度が高い）。ほとんど全ての地域で（確

信度が高い）、季節平均降水量が減少すると予測され

る地域でさえも（確信度が中程度）、極端な降水が増

加する。熱帯低気圧及び温帯低気圧に伴う大雨が強

まることについては確信度が高い。{4.5.1.4, 4.5.3.2, 

8.2.3.2, 8.4.1, 8.4.2, 8.5.2, 11.7.1.5} 

 

モンスーンに伴う降水量には対照的な予測があり、

減少する地域よりも増加する地域の方が多い（確信

度が中程度）。夏季のモンスーンに伴う降水量は、南

アジア、東南アジア、東アジアのモンスーン領域で

増加し、北米のモンスーンに伴う降水量は減少する
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と予測される（確信度が中程度）。西アフリカのモン

スーンに伴う降水量は中央サヘルで増加し、サヘル

極西部で減少すると予測される（確信度が中程度）。

南米及び豪州のモンスーンに伴う降水量に予測され

る（大きさ及び符号の両方に関して）については確

信度が低い。モンスーン期が遅れることについて、

北米及び南米では確信度が高く、サヘルでは確信度

が中程度である。{8.2.2, 8.4.2.4} 

 

温帯低気圧及び大気の川に伴う降水量は将来ほとん

どの地域で増加する（確信度が高い）。南半球（可能

性が高い）と北太平洋（確信度が中程度）でストー

ムトラックが引き続き極方向に移動するため、年間

又は季節降水量が同様に移動する。ブロッキング及

び定常波の予測、したがってそれらがほとんど全て

の地域の降水に及ぼす影響については確信度が低い。

{8.4.2} 

 

降水量、水の利用可能性、及び河川流量の季節性は、

アマゾン（確信度が中程度）及び亜熱帯、特に地中

海及びアフリカ南部 （確信度が高い）で地球温暖化

に伴い増加する。降水量、降水量から蒸発量を差し

引いた量、及び流出量について、1 年のうち最も湿

潤な月と最も乾燥した月との間の年間の対比が、ほ

とんどのモンスーン地域で 1℃あたり 3～5％増加す

る可能性が高い（確信度が中程度）。春季の融雪の開

始が早期化し、多雪地域において世界的に夏季の流

量を犠牲にしてピーク流量が増大することについて

は確信度が高いが、低緯度地域において積雪量の減

少により融雪からの流出が減少することについては

確信度が中程度である。 {8.2.2, Box 8.2, 8.4.1.7, 

8.4.2.4} 

 

予測の確信度、非線形応答、及び急激な変化の潜在

的可能性 

 

全球気候モデルで重要な物理プロセスの表現は改善

されたが、現在の水循環の全ての側面をシミュレー

ションし、将来の変化についての見解を一致させる

能力にはまだ限界がある（確信度が高い）。地域スケ

ールでの将来予測を考慮する際に、モデル出力の全

分布をサンプリングすることは気候変動研究にとっ

て有益である。全球気候モデルの水平解像度を上げ

ることで小規模な特徴の表現及び日降水量の統計値

が改善される（確信度が高い）。高解像度の気候モデ

ルと水文モデルは、地形、植生、及び土地利用変化

を含む、陸面のより良い表現を提供し、水循環にお

ける地域的な変化のシミュレーションの精度を向上

させる（確信度が高い）。領域気候モデルの潜在的な

付加価値については確信度が高いが、この潜在的可

能性が現在実現されているかについては確信度が中

程度しかない。{8.5.1} 

 

自然起源の気候の変動性は、短期（2021～2040 年）

の水循環予測において引き続き不確実性の主要な要

因となる（確信度が高い）。降水の内部変動は予測が

困難であり、強制された水循環の応答を相殺又は増

幅しうるため、水循環変化の 10 年規模の予測はほ

とんどの陸域で確信度が低いと考えるべきである。

自然変動から既に顕在化している水循環の変化は短

期的により顕著になるが、火山噴火の発生（単一の

大規模な現象又は小規模な現象のクラスター）は数

年間にわたって水循環を変化させ、世界平均陸域降

水量を減少させ、モンスーン循環を変化させうる（確

信度が高い）。{8.5.2, Cross-Chapter Box 4.1} 

 

地球温暖化が継続することで、温室効果ガスに起因

する大規模な大気循環及び降水パターンの変化は更

に増幅するが（確信度が高い）、地域的な水循環の変

化は地球温暖化と線形関係にない場合もある。水循

環の非線形応答は複数の駆動要因、フィードバック、

及び時間スケールの相互作用によって説明される

（確信度が高い）。地域的な流出、地下水の涵養及び

水不足の非線形応答は、単純なパターンスケーリン

グ技術の限界を浮き彫りにする（確信度が中程度）。

氷河の融解によって供給される水資源は特に非線形

応答にさらされている（確信度が高い）。{8.5.3} 

 

水循環の急激な人為的な変化は排除できない。いく

つかの高排出シナリオに急激な変化の証拠があるが、

そのような変化の大きさ及び時期に関する全体的な

整合性はない。植生及び粉塵を含む、陸面の正のフ

ィードバックは乾燥度の急激な変化に寄与しうるが、

そのような変化が 21 世紀中に生じることについて

は確信度が低い。アマゾンの森林減少の継続は、気

候の温暖化と相まって、21 世紀中にこの生態系がテ

ィッピングポイントを超えて乾燥状態に至る確率を

高める（確信度が低い）。古気候の記録によると、大

西洋子午面循環（AMOC）の停止が、熱帯降水帯の

南方への移動、アフリカとアジアのモンスーンの弱

化、南半球のモンスーンの強化、及び欧州の乾燥な

どの、水循環の急激な変化を引き起こす（確信度が

高い）。2100 年よりも前に AMOCが停止しないこと

については確信度が中程度であるが、停止した場合

には水循環の急激な変化が生じるであろう可能性が

非常に高い。{8.6.1, 8.6.2} 
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太陽放射改変は水循環の急激な変化を引き起こしう

るだろう（確信度が高い）。太陽放射改変（SRM）技

術を急速に実施又は突然停止した場合、急激な水循

環の変化が生じる可能性が非常に高い。太陽放射改

変の影響は空間的に不均一であり（確信度が高い）、

温室効果ガスによって強制された水循環の変化を完

全には緩和せず（確信度が中程度）、潜在的に破壊的

な形で様々な地域に影響を及ぼしうる（確信度が低

い）。{8.6.3} 
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第 9 章 海洋、雪氷圏、及び海面水位の変化 

本章では、古気候の復元、測器観測、及びモデルシ

ミュレーションを用いて、海洋、雪氷圏、及び海面

水位の過去の変化及び予測される変化を評価する。

以下の概要では、IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）、

1.5℃特別報告書（SR1.5）、及び海洋・雪氷圏特別報

告書（SROCC）からの関連する評価を更新及び拡張

している。本章では、拡張された観測及び新規の観

測の統合を含む、SROCC 以降の主要な進展を取り上

げる。これらの進展により、過去の変化、プロセス、

及び前世紀における収支の評価が改善され、階層的

案モデルとエミュレータを用いることで、将来変化

の予測と不確実性の推定が改善されている。さらに、

エミュレータを体系的に用いることで、海洋貯熱量、

陸氷の減少、及び海面水位上昇の予測は互いに、か

つ報告書全体にわたって評価された平衡気候感度及

び GSAT 訳注 1の予測と完全に整合している。この概

要では、特に断りのない限り、不確実性の範囲は可

能性が非常に高い範囲として報告され、角括弧で表

される。 

 

海洋の熱及び塩分 

 

海面水温は 1850～1900 年と 2011～2020 年との

間に平均的に 0.88 [0.68～1.01] ℃上昇し、この昇

温のうち 0.60 [0.44～0.74] ℃が 1980 年以降に生

じた。海面水温は 1995～2014 年と 2081～2100 年

との間に、SSP1-2.6 で平均的に 0.86 [0.43～1.47、

可能性が高い範囲]℃、 SSP5-8.5 で 2.89 [2.01～

4.07、可能性が高い範囲] ℃上昇すると予測される。

1950 年代以降、インド洋及び西岸境界流で最も急速

な海面の昇温が生じている一方で、海洋循環が南大

洋、赤道太平洋、北大西洋、及び沿岸湧昇システム

に緩やかな昇温又は表層の降温をもたらしている

（確信度が非常に高い）。全ての共通社会経済経路

（SSP）シナリオで、海面の少なくとも 83％が 21 世

紀にわたって昇温する可能性が非常に高い。{2.3.3, 

9.2.1} 

 

世界全体の海洋貯熱量は少なくとも 1970 年以降増

加しており、21 世紀にわたって増加し続ける（ほぼ

確実）。これに伴う昇温は、海洋深層の循環が緩やか

であるため、低排出シナリオの場合でさえ少なくと

も 2300 年まで継続する可能性が高い。海洋貯熱量

は 1971 年から 2018 年までに 0.396 [0.329～0.463、

可能性が高い範囲] YJ 増加しており、2100 年までに

SSP1-2.6 でこの量の 2～4 倍、SSP5-8.5 で 4～8 倍に

増加する可能性が高い。この長い時間スケールは、

海洋深層の昇温量が 2040 以降にようやくシナリオ

に依存するようになり（確信度が中程度）、昇温が数

百年から数千年にわたって不可逆的である（確信度

が非常に高い）ことも示唆する。1～10 年単位の時

間スケールでは、海洋循環による熱の再分配が水温

変化の空間パターンを支配する（確信度が高い）。よ

り長い時間スケールでは、主に南大洋で形成された

水塊に蓄えられた追加的な熱により、及び北大西洋

において循環の変化による熱の再分配が海面を通し

た追加的な熱の流入を相殺して昇温がより小さくな

ることにより、空間パターンが支配される（確信度

が高い）。{9.2.2, 9.2.4, 9.6.1, Cross-Chapter Box 9.1}。 

海洋熱波（海洋生態系に深刻かつ持続的な影響をも

たらしうる海面付近の異常高温が持続する期間）は、

20 世紀にわたってより頻繁になっている（確信度が

高い）。1980 年代以降、その頻度は約 2 倍になり（確

信度が高い）、より強くかつより長くなっている（確

信度が中程度）。この変化傾向は継続し、海洋熱波は

地球規模で、SSP1-2.6 の下では 1995～2014 年と比

べて 2081～2100 年に 4 倍［2～9 倍、可能性が高い

範囲］、SSP5-8.5 の下では 8 倍［3～15 倍、可能性が

高い範囲］に頻度が増加する。最も大きな変化は熱

帯海域と北極圏で生じる（確信度が中程度）。{ Box 

9.2} 

 

海洋上層は、主に表層に近いほど強い昇温、及び高

緯度の表層の低塩分化により（確信度が非常に高い）、

少なくとも 1970 年以降世界の大部分において成層

がより安定になった（ほぼ確実）。海洋の安定性の変

化は、表層水と深層水の鉛直交換及び大規模な海洋

循環に影響を及ぼす。利用可能な観測データの最近

の精密な解析に基づき、世界の 0～200m の成層は

1970 年から 2018 年にかけて、SROCCによる報告の

約 2 倍の 4.9±1.5％増加し（確信度が高い）、表層混

合層の底部では更に大幅に増加していると評価され

る。海洋上層の成層は 21 世紀を通して増加し続け

る（ほぼ確実）。{9.2.1} 

 

海洋循環  

 

大西洋子午面循環（AMOC）は全ての SSP シナリオ

で 21 世紀中に衰える可能性が非常に高い。この衰

退が 2100 年以前の突然の停止を伴わないことにつ

いては確信度が中程度である。20 世紀については、

定量的な変化傾向についての見解一致度が低いため、
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再構築及びモデル化された AMOC の変化について

の確信度が低い。確信度が低いのは、プロキシを形

成するために使用されるモデルと測定の両方におけ

る重要なプロセスの欠落を示す新たな観測、及びモ

デル化された AMOC の変動性の新たな評価にも起

因する。結果として、プロセスの理解に基づく定性

的特徴としての将来の衰退については確信度が高い

にもかかわらず、21 世紀における AMOC 衰退の定

量的な予測については確信度が低い。{9.2.3} 

 

南大洋の循環とそれに伴う南極棚氷の空洞の温度変

化は、風のパターンの変化及び棚氷融解の増加に敏

感である（確信度が高い）。ただし、海洋、大気、及

び雪氷圏に関するフィードバック機構の理解には限

界があり、現世代の気候モデルでは十分に表現され

ていないため、一般に南大洋とそれが南極の海氷と

棚氷に及ぼす強制力の将来予測についての確信度は

限られる。{9.2.3, 9.3.2, 9.4.2} 

 

人為起源の温暖化に伴う風応力の変化に応答して、

21 世紀に多くの海洋の海流が変化する（確信度が高

い）。西岸境界流は 1993 年以降極方向に移動してお

り（確信度が中程度）、亜熱帯循環の極方向への移動

と整合する。4 つの東岸境界湧昇システムのうち、

カリフォルニア海流システムのみが 1980 年代以降

大規模な湧昇に有利な風の強化を経験している（確

信度が中程度）。21 世紀には、予測される表面風の

変化と整合して、東オーストラリア海流続流とアガ

ラス海流続流は強まる一方、メキシコ湾流とインド

ネシア通過流は弱まる （確信度が中程度）。東岸境

界湧昇システムは変化し、各システムの低緯度側で

減少し高緯度側で増加するダイポール空間パターン

を伴う （確信度が高い）。{9.2.1, 9.2.3} 

 

海氷 

 

北極海は、考慮された全ての SSP シナリオで 2050

年以前に初めて、海氷が最小となる季節に実質的に

海氷のない状態1となる可能性が高い。夏季の北極海

の海氷の消失にティッピングポイントはない（確信

度が高い）。実質的に海氷のない状態は温室効果ガス

濃度が高いほど頻繁に発生すると予測され、高排出

シナリオでは今世紀末までに新たな平常になる（確

信度が高い）。観測による証拠、第 6 期結合モデル相

互比較プロジェクト（CMIP6）のモデル、及び概念

的理解に基づくと、1979～2019年の期間に衛星観測

された北極海の海氷面積の大幅な減少は、GMST 訳注

 

1 海氷面積 100万 km2未満 

1の線型関数、つまり累積人為起源二酸化炭素（CO2）

排出量の線形関数に、内部変動を重ね合わせること

で良く記述される（確信度が高い）。プロセスの理解

と CMIP6 シミュレーションの両方によると、（2020

年以降の）追加的な累積人為起源 CO2排出量が 1000 

GtCO2 に達する数年前に、実質的に海氷のない状態

が観測される可能性が高い。{4.3.2, 9.3.1} 

 

南極域の海氷については、地域的に相反する変化傾

向と大きな年々変動により、1979 年から 2020 年ま

での冬季と夏季の両方で、衛星観測された海氷面積

に有意な変化傾向はみられない（確信度が高い）。地

域的に相反する変化傾向は、主に地域的な風の強制

力の変化による（確信度が中程度）。将来の南極域の

海氷が減少する、あるいは減少しないことのモデル

シミュレーションについては、特に地域レベルでの

プロセスの表現の欠陥により、確信度が低い。{2.3.2, 

9.2.3, 9.3.2} 

 

氷床 

 

グリーンランド氷床では 1992～2020 年の期間に

4890 [4140 ～ 5640] Gt の質量が減少しており、こ

れは 13.5 [11.4～15.6] mm の世界平均海面水位上

昇に相当する。質量減少率は、1992～1999 年の期

間に平均 39 [-3～+80]Gt/年、2000～2009 年の期

間に 175 [131～220]Gt/年、2010～2019 年の期間

に 243 [197 ～ 290] Gt/年であった。この質量減少

は流出と表面融解の両方によって引き起こしされ、

後者は過去 10 年間に大きな年々変動を伴いますま

す質量減少の支配的な構成要素になっている（確信

度が高い）。最大の質量減少はグリーンランドの北西

部と南東部で発生した（確信度が高い）。{2.3.2, 9.4.1} 

 

南極氷床では 1992～2020 年の期間に 2670 [1800 

～ 3540] Gt の質量が減少しており、これは 7.4 [5.0

～9.8] mm の世界平均海面水位上昇に相当する。質

量減少率は、1992～1999 年の期間に平均 49 [-2～

+100] Gt/年、2000～2009 年の期間に 70 [22～119] 

Gt/年、2010～2019 年の期間に 148 [94～202] Gt/

年であった。西南極溢流氷河からの質量減少は大陸

の積雪量増加による質量増加を上回り、1992 年以降

の氷床の質量減少を支配した（確信度が非常に高い）。

西南極溢流氷河からのこのような質量減少は、主に

棚氷の底面融解（確信度が高い）によって、また局

所的に、強い表面融解が先行する棚氷崩壊（確信度

が高い）によって引き起こされた。東南極氷床の一
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部では過去 20 年間に質量が減少している（確信度

が高い）。{2.3.2, 9.4.2, Atlas.11.1} 

 

グリーンランド氷床（ほぼ確実）と南極氷床（可能

性が高い）では、考慮された全ての SSP シナリオの

下で今世紀を通して質量が減少し続けるだろう。関

連する、2100 年までの世界平均海面水位上昇に対す

るグリーンランド氷床の寄与は、SSP1-2.6 で 0.01

～0.10m、SSP2-4.5 で 0.04～0.13m、SSP5-8.5 で

0.09～0.18m である一方で、南極氷床の寄与は

SSP1-2.6 で 0.03～0.27m、SSP2-4.5 で 0.03～

0.29m、SSP5-8.5 で 0.03～0.34m である可能性が

高い。グリーンランドの氷の減少は、海に接する縁

辺部が後退して氷床縁辺の海洋の強制による力学的

応答が弱まるため、表面融解によるものがますます

支配的になる（確信度が高い）。南極では今世紀、海

洋の温暖化と棚氷崩壊によって引き起こされる力学

的な質量減少が降雪量の増加を上回り続ける可能性

が高い（確信度が中程度）。2100 年以降、両氷床の

総質量減少量は低排出シナリオよりも高排出シナリ

オの下で大きくなる（確信度が高い）。可能性が高い

と評価された範囲は、不安定性がない場合の表面質

量収支と接地線後退を含む、現在のモデルで少なく

とも確信度が中程度で表現されている氷床プロセス

を考慮している。高排出シナリオの下では、大きな

不確実性を特徴とする海洋性氷床不安定（MISI）と

海洋性氷崖不安定（MICI）に関連する、十分に理解

されていないプロセスが、百年ないし数百年規模の

時間スケールで南極の質量減少を大きく増加させる

潜在的可能性を持つ。{9.4.1, 9.4.2, 9.6.3, Box 9.3, Box 

9.4} 

 

氷河 

 

氷河の質量は 1993～2019 年の期間に 6200 [4600

～7800] Gt（17.1 [12.7～21.5] mm の世界平均海面

水位に相当）減少し、全ての SSP シナリオの下で減

少し続ける（確信度が非常に高い）。2010～2019 年

の 10 年間で、氷河の質量は観測記録開始以降のど

の 10 年間よりも大きく減少した（確信度が非常に

高い）。長期観測が行われている全ての地域において、

2010～2019年の 10 年間の氷河の質量は、少なくと

も 20世紀初頭以降で最小である（確信度が中程度）。

応答の遅れにより、たとえ世界平均気温が安定化し

ても、少なくとも数十年間は氷河の質量は減少し続

ける（確信度が非常に高い）。RCP2.6 と RCP8.5 につ

いて、2015～2100年の期間に氷河の質量はそれぞれ

29,000 [9000～49,000] Gtと 58,000 [28,000～88,000] 

Gt減少する（確信度が中程度）が、これはそれぞれ

21 世紀初頭の質量の 18 [5～31] %と 36 [16～56] %

に相当する。{2.3.2, 9.5.1, 9.6.1, 9.6.3, 12.4} 

 

永久凍土 

 

永久凍土の温度上昇は、永久凍土地域全体にわたっ

て過去 30～40 年間に観測されており（確信度が高

い）、更なる地球温暖化は表面付近の永久凍土の体積

減少をもたらす（確信度が高い）。直近の数十年の完

全な永久凍土の融解は、不連続的及び点在的な永久

凍土地域でよくみられる現象である（確信度が中程

度）。2007 年から 2016 年の間に永久凍土は世界全

体で 0.29［0.17～0.41、可能性が高い範囲］℃昇温し

た（確信度が中程度）。活動層の厚さの増加は北極域

全体でみられる現象であり、表面状態の強い不均一

性の影響を受けやすい（確信度が中程度）。多年凍土

の土壌の上部 3m の体積は、GSAT の変化 1℃あたり

約 25％（工業化以前の気温から 4℃上昇まで）減少

する（確信度が中程度）。{9.5.2} 

 

雪 

 

北半球の春の積雪面積は 1978 年以降減少しており

（確信度が非常に高い）、この変化傾向が 1950 年ま

で遡ることについての確信度が高い。更なる地球温

暖化の進行に伴い、北半球の季節的な積雪面積が更

に減少することはほぼ確実である。1981～2010 年

の北半球陸域の表面気温に対する北半球の積雪面積

の観測された感度は、積雪期を通して 1℃あたり-1.9 

[-2.8～-1.0、可能性が高い範囲] 百万 km2であった。

北半球の積雪面積は、地球の気候が温暖化し続ける

につれて減少し続けることがほぼ確実であり、これ

が南半球の季節的な積雪面積にもあてはまることが、

プロセスの理解により強く示唆されている（確信度

が高い）。北半球の春季の積雪面積は、GSAT の変化

1℃あたり約 8％（工業化以前の気温から 4℃上昇ま

で）減少する（確信度が中程度）。{9.5.3} 

 

海面水位 

 

世界平均海面水位（GMSL）は 20 世紀に、過去 3000

年間のどの百年間よりも急速に上昇し（確信度が高

い）、1901～2018 年の期間に 0.20［0.15～0.25］m

上昇した（確信度が高い）。GMSL の上昇は 1960 年

代後半以降加速しており、平均上昇率は 1971～

2018 年の期間では 2.3 [1.6～3.1] mm/年、2006～

2018 年の期間では増加して 3.7 [3.2～4.2] mm/年

である（確信度が高い）。SROCC 以降に公表された

新たな観測に基づく推定値は、個々の構成要素の合
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計と整合する、1901-2018 年の期間の海面水位上昇

の評価をもたらしている。海水の熱膨張（38％）及

び氷河からの質量減少（41％）が 1901 年から 2018

年までの変化の総量を支配している。2010～2019年

の GMSLの上昇に対するグリーンランド及び南極大

陸の寄与は 1992～1999 年の 4 倍であった（確信度

が高い）。氷床の質量減少が増加したため、陸氷（氷

河と氷床）の減少の総量は 2006-2018 年の期間の世

界平均海面水位上昇の最大の要因となった（確信度

が高い）。{2.3.3, 9.6.1, 9.6.2, Cross-Chapter Box 9.1, 

Table 9.A.1, Box 7.2} 

 

大洋スケールでの海面水位は、1993～2018 年の期

間に西太平洋で最も急速に、東太平洋で最も緩慢に

上昇した（確信度が中程度）。海面水位上昇の地域差

は海洋力学、すなわち陸氷及び陸水の変化による地

球の重力、自転、及び変形における変化、陸地の鉛

直方向の運動に起因する。海洋力学における時間変

動は、年単位から 10 年単位の時間スケールで地域

的なパターンを支配する（確信度が高い）。地域的な

海面水位の変化における人為起源のシグナルは

2100 年までにほとんどの地域で顕在化する（確信度

が中程度）。{9.2.4, 9.6.1} 

 

地域的な海面水位の変化は、20 世紀における準世界

規模の潮位観測網全体にわたる極端な静水位の主要

な駆動要因であり（確信度が高い）、次の世紀におけ

る極端な静水位の頻度の大幅な増加の主要な駆動要

因である（確信度が中程度）。観測によると、1960～

1980 年の期間に年 5 回発生した満潮時の浸水が

1995～2014 年の期間には平均的に年 8 回以上発生

している（確信度が高い）。極端な海面水位に対する

他の要因（例えば、天文潮位、高潮、波浪）が一定

のままであると仮定すると、[海面水位上昇により、] 

近年に 1世紀に 1 回の頻度で発生した極端な海面水

位は 2050年までに潮位計設置場所の約 19～31％で、

2100 年までに約 60％（SSP1-2.6）～82％（SSP5-8.5）

で年 1 回以上発生する（確信度が中程度）。SSP1-2.6、

SSP2-4.5、及び SSP5-8.5 についての増幅率の中央値

から推測されるように、総じて、このような極端な

海面水位は近年と比べて 2050年までに約 20～30倍、

2100 年までに 160～530 倍の頻度で発生する（確信

度が中程度）。21 世紀中に沿岸域の大部分で、地域

的な海面水位上昇の予測の中央値は GMSL変化の予

測の中央値の±20%以内となる（確信度が中程度）。

{9.6.3, 9.6.4} 

 

評価された全ての GMSL に対する寄与要因が、今世

紀を通して寄与を継続する可能性が高いないしほぼ

確実であるため、GMSL が少なくとも 2100 年まで

上昇し続けることはほぼ確実である。少なくとも確

信度が中程度で予測しうるプロセスのみを考慮する

と、GMSL は 1995～2014 年を基準として 2050 年

までに 0.18 [0.15～0.23、可能性が高い範囲] m

（SSP1-1. 9）から 0.23 [0.20～0.29、可能性が高い

範囲] m 上昇し、2100 年までに 0.38 [0.28～0.55、

可能性が高い範囲] m（SSP1-1.9）から 0.77 [0.63～

1.01、可能性が高い範囲] m（SSP5-8.5）上昇する。

この GMSL上昇は主に熱膨張と氷河及び氷床からの

質量減少によって引き起こされ、陸水貯留量の変化

からも小さな寄与がある。これらの可能性が高い範

囲の予測は、大きな不確実性を特徴とする氷床関連

のプロセスを含まない。{9.6.3} 

 

2100 年以前のより大きな GMSL 上昇量は、予測よ

りも早い海洋棚氷の崩壊、南極周辺での突然で広範

な海洋性氷床不安定と海洋性氷崖不安定の開始、及

びグリーンランドの予測よりも急速な地表の質量の

収支と流出の変化によって引き起こされうるだろう。

これらのプロセスは、限られたプロセスの理解、限

られた評価データの利用可能性、外部強制力の不確

実性、及び不確かな境界条件とパラメータに対する

感度の高さに起因する大きな不確実性を特徴とする。

可能性が低くとも影響が大きいストーリーラインで

は、高排出の下でこのようなプロセスが 2100 年ま

でに 1m 以上の追加的な海面水位上昇に複合的に寄

与しうるだろう。{9.6.3, Box 9.4} 

 

2100 年以降、海洋深層の熱吸収とグリーンランドと

南極の氷床の質量減少が継続するため、世界平均海

面水位は数世紀にわたって上昇し続け、数千年間は

上昇したままとなる（確信度が高い）。少なくとも確

信度が中程度で予測しうるプロセスのみを考慮し、

2100 年以降の氷の質量フラックスの増加がないと

仮定すると、1995～2014 年の期間を基準として

2150 年までに、GMSLは 0.6 [0.4～0.9、可能性が高

い範囲] m (SSP1-1.9) から 1.4 [1.0～1.9、可能性が

高い範囲] m (SSP5-8.5) 上昇する。2300 年までに、

GMSLは SSP1-2.6 で 0.3m から 3.1m、SSP5-8.5 の海

洋性氷崖不安定がない場合で 1.7mから 6.8m、SSP5-

8.5 の海洋性氷崖不安定を考慮した場合で最大 16m

上昇する（確信度が低い）。{9.6.3} 

 

特定の地球温暖化の水準における雪氷圏の変化と海

面水位上昇 

 

1.5℃～2℃の温暖化の水準が持続する場合、北極海

は年によって 9月に実質的に海氷の無い状態になる
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（確信度が中程度）。氷床は引き続き質量を減少させ

るが（確信度が高い）、数百年規模の時間スケールで

完全には崩壊しない（確信度が中程度）。グリーンラ

ンド氷床と西南極氷床がほぼ完全かつ数千年間不可

逆的に消失することについては証拠が限定的である。

この 2 つの氷床と南極氷床周縁の氷河を除く、現在

の氷河の質量の約 50～60％が主に極域に残る（確信

度が低い）。北半球の春季の積雪面積は 1995～2014

年を基準として最大 20％減少する（確信度が中程

度）。永久凍土の上部 3mの体積は 1995～2014 年を

基準として最大 50％減少する（確信度が中程度）。

2000 年以上にわたって継続することが避けられな

い GMSL の上昇は、2℃の地球温暖化のピークで約 

2～6mとなる（見解一致度が中程度、証拠が限定的）。

{9.3.1, 9.4.1, 9.4.2, 9.5.1, 9.5.2, 9.5.3, 9.6.3} 

 

2℃～3℃の温暖化の水準が持続する場合、北極海は

ほとんどの年で 9 月を通して実質的に海氷の無い状

態になる（確信度が中程度）。グリーンランド氷床と

西南極氷床がほぼ完全かつ数千年間不可逆的に消失

することについては証拠が限定的であり、それらが

完全に消失する確率及び質量減少率は気温が上昇す

るとともに増加する（確信度が高い）。南極以外の現

在の氷河の質量の約 50～60％が失われる（確信度が

低い）。北半球の春季の積雪面積は 1995～2014 年を

基準と比して最大 30％減少する（確信度が中程度）。

永久凍土の上部 3m の体積は、1995 年～2014 年を

基準として最大 75％減少する（確信度が中程度）。

2000 年以上にわたって継続することが避けられな

い GMSLの上昇は、3℃の地球温暖化のピークで約 4

～10mとなる（見解一致度が中程度、証拠が限定的）。

{9.3.1, 9.4.1, 9.4.2, 9.5.1, 9.5.2, 9.5.3, 9.6.3} 

 

3℃～5℃の温暖化の水準が持続する場合、北極海は

ほとんどの年で数か月の間実質的に海氷の無い状態

になる（確信度が高い）。グリーンランド氷床のほぼ

完全な消失と西南極氷床の完全な消失が、数千年間

不可逆的に生じる（確信度が中程度）。東南極のウィ

ルクス盆地の多くの部分又は全てが数千年間失われ

る（確信度が低い）。南極以外の現在の氷河の質量の

60～75%が失われる（確信度が低い）。低緯度帯、中

央ヨーロッパ、コーカサス、カナダ西部、アメリカ

合衆国、北アジア、スカンジナビア、ニュージーラ

ンドのほぼ全ての氷河が失われる可能性が高い。北

半球の春季の積雪面積は 1995～2014 年を基準とし

て最大 50％減少する（確信度が中程度）。永久凍土

の上部 3m の体積は 1995～2014 年を基準として最

大 90％減少する（確信度が中程度）。2000 年以上に

わたって継続することが避けられない GMSL上昇は、

4℃の地球温暖化のピークで約 12～16m、5℃の地

球温暖化のピークで約 19～22m となる（見解一致

度が中程度、証拠が限定的）。{9.3.1, 9.4.1, 9.4.2, 9.5.1, 

9.5.2, 9.5.3, 9.6.3} 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第 1作業部会報告書 概要 

46 

 

   
ES 

第 10 章 世界規模と地域規模の気候変動のつながり 

気候変動は地球規模の現象であるが、その現れ方と

影響は地域によって異なり、したがって影響評価及

びリスク評価には、亜大陸規模から局所規模にわた

る空間スケールで気候情報が利用される。第 10 章

では複数の、時として対照的な系統の証拠から地域

の気候情報を蒸留する方法の基礎を評価する。第 2

章での地球規模の観測の評価から始め、第 10 章で

は地域スケールで関連する観測に伴う課題と必要条

件を評価する。第 10 章では、第 3 章と第 4 章で評

価した方法論から始め、地域的な文脈における人為

起源の気候変動の要因特定と予測のために利用可能

なモデリングツールの適合性も評価する。地域規模

の気候変動は、自然起源の強制力と人間の影響の両

方に対する地域規模の応答（第 2、5、6、7 章で考

慮）、内部変動を特徴づける大規模な気候現象に対す

る応答（第 1～9 章で考慮）、及び地域的特性を持つ

プロセスとフィードバックの間の相互作用の結果で

ある。 

 

第 10 章は、本報告書で地域規模の情報を評価する 

4 つの章のうちの最初の章である。極端現象（第 11

章）、気候影響駆動要因（第 12 章）、及び平均的な気

候（アトラス）についての過去と将来の変化に関す

る地域ごとの評価は、第 10 章で評価した地域の気

候変動情報の構築に用いた情報源と方法論に依拠す

る。第 10 章の観測とモデリングツールの評価を踏

まえ、第 11 章では極端現象の観測とモデリングを

評価する。第 10 章では数十年単位の地域的な変化

傾向の要因を外部強制力と内部変動の相互作用に帰

する方法論を評価し、第 11 章では極端現象の要因

特定を評価する。第 12章の気候サービスの評価は、

第 10 章の複数系統の証拠からの地域の気候情報の

蒸留の評価を踏まえている。 

 

複数系統の証拠から地域の気候情報を蒸留して利用

者の状況を考慮することは、意思決定への適合性、

有用性、及び関連性を高め、利用者がそれを応用す

る際の信頼性を高める（確信度が高い）。この蒸留プ

ロセスは、複数の観測データセット、異なる種類の

モデルのアンサンブル、プロセスの理解、専門家の

判断、及び先住民族の知識などを利用しうる。蒸留

の重要な要素は、要因特定の研究、内部変動に付随

して起こりうる結果の特徴づけ、並びに観測・モデ

ル・強制力の不確実性及び異なる解析方法を用いて

起こりうる矛盾の包括的な評価を含む。気候情報を

共同作成する際に、関連する当事者の価値観を考慮

して情報をより広い利用者の状況に置き換えること

は、情報の有用性と理解を向上させる（確信度が高

い）。{10.5} 

 

地域情報の源としての観測とモデル 

 

気候モデルの性能を評価するために複数の観測の情

報源と目的に応じた診断を用いることは、地域気候

の将来予測の信頼性を高める（確信度が高い）。地域

の過去の気候変動を理解し、気候モデルの地域規模

での性能を評価するためには、関心のある現象を評

価するのに適し観測の不確実性を説明する再解析を

含む、複数の観測記録の利用可能性が本質的である

（確信度が高い）。気候モデルが現在の地域気候の関

連する側面を現実的にシミュレーションしているか

を評価するために、目的に応じた、プロセス指向の、

そして多変量の可能性のある診断を採用することは、

このような側面の将来予測の信頼性を高める（確信

度が高い）。{10.2.2, 10.3.3} 

 

現在、十分な観測の不足と利用可能性の低下は、気

温と降水の長期の推定値の不確実性を高める（ほぼ

確実）。山岳地域における降水量、特に固体降水量の

測定は計器の位置及び設定の影響を強く受ける（確

信度が非常に高い）。データの不足した地域又は複雑

な山岳地形において、気温と降水の格子点プロダク

トは補間法の影響を強く受ける。格子点プロダクト

を作成するために用いる観測地点の生データの欠如

は、格子点化のプロセスがプロダクトに及ぼす影響

を評価できず、このようなプロダクトの信頼性を損

なう。統計的均質化法の使用は地域規模の長期の昇

温予測に関連する不確実性を低減する（ほぼ確実）。

{10.2.2, 10.6.2, 10.6.3, 10.6.4, Box 10.3} 

 

地域再解析は、地上観測の乏しい地域において関連

性の高い気候変数の観測値の代用値を提供する。地

域再解析は降水量、地表気温、及び地上風の分布を、

極端値の頻度を含め、全球再解析よりも良く表現し

ている（確信度が高い）。ただし、その有用性は期間

の短さ、領域モデルの典型的な誤差、及び比較的単

純なデータ同化アルゴリズムによって制限される。

{Section 10.2.1} 

 

全球気候モデル及び領域気候モデルは地域規模の気

候情報の重要な源である。全球モデルはそれ自体、

強制された変化の要因特定又は予測、あるいは内部
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変動の役割の定量化を通して、地域の気候情報の構

築のための有用な一連の証拠を提供する（確信度が

高い）。領域気候モデルを用いた力学的ダウンスケー

リングは、特に複雑な山岳地形又は不均一な地表特

性を持つ地域で、多くの地域的な気象及び気候の現

象の表現の価値を高める（確信度が非常に高い）。気

候モデルの解像度を上げることでモデル性能のいく

つかの側面が改善される（確信度が高い）。海陸風及

び山風の風系などの局所規模の現象は、10km 以下

のオーダーの解像度のシミュレーションでのみ現実

的に表現しうる（確信度が高い）。キロメートル規模

の解像度のシミュレーションは、特に対流、1 日未

満の極端な降水（確信度が高い）、及び土壌水分-降

水フィードバックの表現の価値を高める（確信度が

中程度）。感度実験は地域的なプロセスの理解の助け

となり、利用者に関連する追加的な情報を提供しう

る。{10.3.3, 10.4, 10.5, 10.6} 

 

全球気候モデル及び領域気候モデルの性能と将来予

測への適合性は、関連するプロセス、強制力、及び

駆動要因の表現、並びに特定の文脈に依存する。全

球モデルの地域規模での性能を向上させることは、

地域情報の源としての領域気候モデルの有用性を高

めるために本質的である。特に地域の気候変動が大

規模循環の変化に強く影響される場合、力学的ダウ

ンスケーリングの境界条件及び統計的手法の入力を

改善するためにも重要である。解像度を上げること

はそれ自体、性能の限界の全てを解決することはな

い。全球モデル及び領域モデルにおいて、関連する

強制力（例えば、エーロゾル、土地利用変化、成層

圏オゾン濃度）を取り入れ、関連するフィードバッ

ク（例えば、雪-アルベド、土壌水分-気温、土壌水分

-降水）を表現することは、地域の過去の変化傾向を

再現し、将来予測への適合性を確保するための必要

条件である（確信度が高い）。降水量及び風速などの

変数に予測される地域的な変化の符号は、関連する

地域的なプロセスが表現されているときに限り、信

頼できる形でシミュレーションされる場合がある

（確信度が中程度）。{10.3.3, 10.4.1, 10.4.2, 10.6.2, 

Cross-Chapter Box 10.2} 

 

統計的ダウンスケーリング、バイアス補正、及びウ

ェザージェネレータは、力学的気候モデルによる地

域気候の表現を改善するために有用な手法である。

注意深く選択された予測因子と所与の応用に適した

モデル構造を伴う統計的ダウンスケーリング手法は、

現在の日単位の気温と降水の多くの統計的側面を現

実的に表現する（確信度が高い）。バイアス補正は、

多くの異なる文脈で気候モデルの予測と影響のモデ

リングとの間のインターフェースとして有益である

と証明されている（確信度が高い）。ウェザージェネ

レータは極端な気温、及び降水日と無降水日の移行

確率などの、現在の日単位の気温と降水の多くの統

計的特性を現実的にシミュレーションする（確信度

が高い）。{10.3.3} 

 

気候変動に応用する統計的ダウンスケーリング、バ

イアス補正、及びウェザージェネレータの性能は、

特定のモデル及びそれを駆動する力学的気候モデル

に依存する。地域の気候変動の統計的ダウンスケー

リングに適した予測因子に関する知識は、特に降水

について、まだ限られている。バイアス補正は、大

規模循環のバイアス又は局所的なフィードバックな

どの未解明の、又は大きく誤って表現された物理過

程の影響の全てを克服することはできず、むしろ他

のバイアス及び妥当でない気候変動シグナルをもた

らすことがある（確信度が中程度）。特に解像度の粗

い全球モデルに対して、統計的ダウンスケーリング

の手法としてバイアス補正を用いることは、地域の

気候及び気候変動について大きく誤った表現をもた

らすことがある（確信度が中程度）。代わりに、力学

的ダウンスケーリングはバイアス補正に先立って関

連する局所的なプロセスを解明し、それにより地域

の変化の表現を改善することがある。統計的手法の

性能と将来予測への適合性は、駆動する力学的モデ

ルから得られる予測因子と変化因子に依存する（確

信度が高い）。{10.3.3, Cross-Chapter Box 10.2} 

 

アンサンブルスプレッドは不確実性の完全な尺度で

はないが、異なる種類の気候モデルのアンサンブル

は地域の気候予測の不確実性を評価を可能にする

（確信度が非常に高い）。マルチモデルアンサンブル

は地域の気候応答の不確実性の評価を可能にする

（確信度が非常に高い）。所与の目的に関連するプロ

セスを、根本的に誤って表現するモデルを除外する

ことで、地域の気候情報の生成に対するマルチモデ

ルアンサンブルの適合性が向上する（確信度が非常

に高い）。地域規模においてマルチモデル平均とアン

サンブルスプレッドは、可能性が低くとも影響が大

きい変化を、又は異なるモデルがシミュレートする

変化が大幅に異なる、あるいは対立さえする状況を

特徴づけるのに十分でない（確信度が高い）。このよ

うな場合、ストーリーラインは予測の不確実性の解

釈の助けとなる。AR5 以降、単一モデルによる初期

条件の大規模アンサンブル（SMILEs）が複数利用可

能になったことで、地域規模の予測におけるモデル

の不確実性と内部変動をより確固として分離でき、



第 1作業部会報告書 概要 

48 

 

   
ES 

内部変動に関連する可能性のある変化がより包括的

な範囲で提供される（確信度が高い）。{10.3.4} 

 

地域規模における人間の影響と内部変動の相互作用 

 

人間の影響は 1950 年以降、世界の多くの亜大陸規

模の地域において地域平均気温の変化の主要な駆動

要因である（ほぼ確実）。地域規模の検出と要因特定

の研究、及び観測された現象の解析は、数十年規模

の期間の地域的な気温変化に対する人間の影響の支

配的な寄与を裏付ける確固とした証拠を提供する。

{10.4.1, 10.4.3} 

 

人間の影響はいくつかの地域で数十年規模の平均降

水量の変化に寄与している一方で、内部変動は多く

の陸域で降水量の長期変化における人為起源のシグ

ナルの出現を遅らせうる（確信度が高い）。最適フィ

ンガープリント法、格子点検出法、パターン認識法、

及び動的調整法を含む、要因特定の複数の手法、並

びにマルチモデル、単一強制力の大規模アンサンブ

ル、及び数百年間の古気候記録は、地域的な数十年

規模の平均降水量の変化の一部に対する人間の影響

の寄与を裏付ける（確信度が高い）。地域規模では地

球規模よりも内部変動が強く、観測、モデル、及び

人間の影響の不確実性が大きいため、温室効果ガス、

成層圏オゾン、様々なエーロゾル種、及び土地利用

及び土地被覆の変化の相対的な寄与について確固と

した評価ができない。マルチモデルアンサンブルに

よる地球規模の予測と SMILEs による予測を組み合

わせた複数系統の証拠によると、地域平均降水量の

長期変化における人為起源のシグナルの出現の遅れ

又は欠如に内部変動が大きく寄与している（確信度

が高い）。{10.4.1, 10.4.2, 10.4.3, 10.6.3, 10.6.4} 

 

異なる時間スケールで作用する様々な機構が、人間

の影響に対する地域規模の気温応答の振幅、及び降

水応答の振幅と符号の両方を変更しうる（確信度が

高い）。これらの機構は、温室効果ガスの増加に対す

る、気温、降水及び土壌水分の非線形フィードバッ

ク、海面水温パターンの遅い応答と速い応答、及び

大気循環の変化を含む。{10.4.3} 

 

都市気候 

 

多くの種類の都市パラメタリゼーションが放射熱交

換とエネルギー交換を現実的な形でシミュレートす

る（確信度が非常に高い）。ヒートアイランド現象と

地域の気候変動との間の相互作用に注目した都市気

候研究では、単純な単層パラメタリゼーションが目

的に適っている（確信度が中程度）。都市部のモニタ

リング地点の新たなネットワークは、都市の微気候

の理解を深め都市パラメタリゼーションを改善する

ための重要な情報を提供する。{Box 10.3} 

 

都市とその周辺との間の観測された昇温傾向の差異

は、部分的に都市化に帰せられうる（確信度が非常

に高い）。年平均日最低気温は年平均日最高気温より

も都市化の影響を受ける（確信度が非常に高い）。た

だし、都市化に対する世界の年平均地表気温の応答

は無視できる（確信度が非常に高い）。{Box 10.3} 

 

将来の都市化は背景気候の特性にかかわらず、都市

で予測される気温変化を増幅させ、最低気温に世界

平均の温暖化のシグナルと同程度の大きさを持ちう

るであろう温暖化のシグナルをもたらす（確信度が

非常に高い）。将来の都市開発と、熱波などの極端な

気候のより頻繁な発生とが相まって大きな影響が予

期される（確信度が非常に高い）。{Box 10.3} 

 

地域の気候情報の蒸留 

 

複数系統の証拠から地域の気候情報を蒸留するプロ

セスは、事例によって大きく異なる。蒸留の方法論

は確立されているが、実際には利用可能な情報源、

関係者、及び文脈（考慮される地域に大きく依存す

る）によって条件付けられ、取り上げる問題によっ

て枠が決まる。変化する気候に対して最も適切な意

思決定と対応を行うためには、複数系統の証拠から

全ての物理的に妥当な結果を考慮することが、特に

それらが対照的である場合に必要である。{10.5, 10.6, 

Cross-Chapter Box 10.1, Cross-Chapter Box 10.3} 

 

複数系統の証拠にわたって見解が一致すると、蒸留

された地域の気候情報の確信度が高まる。例えば、

20 世紀後半に観測されたインドモンスーンに伴う

雨量の減少と、予測される長期的な増加との間の明

らかな矛盾は、近年支配的なエーロゾルと将来支配

的になる温室効果ガスの異なる強制力に対して変化

傾向の要因特定をすることで説明される（確信度が

高い）。地中海地域については、観測、領域モデル及

び全球モデルによる予測、並びに基本的な機構の理

解などの様々な系統の証拠の間の見解の一致により、

夏季の昇温が世界平均を上回ることについては確信

度が高い。{10.5.3, 10.6, 10.6.3, 10.6.4, Cross-Chapter 

Box 10.3} 

 

地域の気候情報の蒸留の成果は、不整合な又は矛盾

する情報によって制限されうる。ケープタウンの乾
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燥に関する初期の観測の解析では、温室効果ガスの

増加、重要な変動モード（南半球環状モード）の変

化、及びケープタウン地域の干ばつの間に 1979 年

以降強い関連があることが示された。ただし、全て

の全球モデルがこの関連を示したわけではなく、人

間の影響がより弱かった時代に遡って拡張したその

後の解析では、南半球環状モードとケープタウンの

干ばつとの間に観測値における強い関連はないこと

が示された。このように、全球モデルの将来予測の

間には整合性があるにもかかわらず、ケープタウン

の将来のより乾燥した気候の予測については確信度

が中程度である。同様に、蒸留プロセスの結果、北

極の昇温が中緯度の気候に及ぼす影響については、

対照的な系統の証拠により、確信度が低い。{10.5.3, 

10.6.2, Cross-Chapter Box 10.1, Cross-Chapter Box 

10.3} 
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第 11 章 変化する気候の下での極端な気象と気候 

本章では、観測された変化とその要因特定、及び予

測される変化を含む、地域規模及び地球規模の極端

な気象と気候の変化を評価する。考慮される極端現

象は、極端な気温、大雨訳注 2と内水氾濫、河川氾濫、

干ばつ、低気圧（熱帯低気圧を含む）、及び複合的な

現象（多変数の極端現象、極端現象の同時発生）を

含む。本評価は南極大陸を除く陸域に注目する。海

洋の極端現象の変化は第 9 章と Cross-Chapter Box 

9.1 で取り上げる。過去の変化とその駆動要因の評

価は、特に断りのない限り、1950 年以降を対象とす

る。極端現象の変化の予測は様々な地球温暖化の水

準に対して示され、排出シナリオに基づく予測に変

換するための情報が補足される（Cross-Chapter Box 

11.1 と表 4.2）。IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）以

降、極端な気象と気候の変化、特に個々の極端現象

に対する人間の影響、干ばつ、熱帯低気圧、及び複

合的な現象の変化、並びに様々な地球温暖化の水準

（1.5℃～4℃）における予測に関して、重要な新た

な進展と知識の向上がみられる。これらは地域規模

の新たな証拠とともに、極端な気象と気候に関する

AR6 の評価においてより強い根拠とより多くの地域

情報を提供する。 

 

人為的な温室効果ガスの排出が工業化以前の時代以

降、極端な気象と気候の一部、特に極端な気温の頻

度及び/又は強度の増加をもたらしていることは確

立された事実である。極端現象に観測された変化及

びそれらの人間の影響（温室効果ガス及びエーロゾ

ルの排出、並びに土地利用変化を含む）への要因特

定の証拠は、特に極端な降水、干ばつ、熱帯低気圧、

複合的な極端現象（乾燥/高温及び火災の発生しやす

い気象条件を含む）について AR5 以降強化されてい

る。近年の極端な高温には、気候システムへの人間

の影響がなければ発生する可能性が極めて低かった

であろうものがある。{11.2, 11.3, 11.4, 11.6, 11.7, 

11.8} 

 

極端な気候の強度と頻度の地域的な変化は、一般に

地球温暖化とともに規模が変化する。新たな証拠は、

地球温暖化の比較的小さな増分（+0.5℃）でさえ、

地球規模及び広い地域において極端現象に統計的に

 
1 AR6 参照地域の定義については図 1.18 を参照。人間が居住する地域の略語。ARP: アラビア半島、CAF: 中部アフリカ、CAR: カリブ地域、CAU: 豪州中部、CNA: 

北米中部、EAS: 東アジア、EAU: 豪州東部、ECA: 中央アジア東部、EEU: 東欧、ENA: 北米東部、ESAF: 南部アフリカ東部、ESB: シベリア東部、GIC: グリーンラ

ンド/アイスランド、MDG: マダガスカル、MED: 地中海地域、NAU: 豪州北部、NCA: 中米北部、NEAF: 東アフリカ北部、NEN: 北米北東部、NES: 南米北東部、

NEU: 北欧、NSA: 南米北部、NWN: 北米北西部、NWS: 南米北西部、NZ: ニュージーランド、RAR: ロシア極域、RFE: ロシア極東地域、SAH: サハラ地域、SAM: 

南米モンスーン地域、SAS: 南アジア、SAU: 豪州南部、SCA: 中央米南部、SEA: 東南アジア、 SEAF: 東アフリカ南部、SES: 南米南東部、SSA: 南米南部、SWS: 

南米南西部、TIB: チベット高原、WAF: 西アフリカ、WCA: 中央アジア西部、WCE: 中西欧、WNA: 北米西部、WSAF: 南部アフリカ西部、WSB: シベリア西部 

有意な変化をもたらすという、1.5℃の地球温暖化に

関する IPCC 特別報告書（SR1.5）の結論を強化する

（確信度が高い）。特に、極端な気温（可能性が非常

に高い）、熱帯低気圧に伴うもの（確信度が中程度）

を含む大雨の強度の増加（確信度が高い）、及びいく

つかの地域における干ばつの悪化（確信度が高い）

があてはまる。観測記録に前例のない極端現象の発

生は、1.5℃の地球温暖化の場合でさえ、地球温暖化

の進行に伴って増加する。予測される頻度の変化率

は、稀な極端現象ほど大きい（確信度が高い）。{11.1, 

11.2, 11.3, 11.4, 11.6, 11.9, Cross-Chapter Box 11.1} 

 

極端現象に関する手法とデータ 

 

AR5 以降、極端な気象と気候の過去と将来の変化に

ついての確信度は、プロセスのより良い物理的理解、

異なる系統の証拠を組み合わせた科学的文献の割合

の増加、様々な種類の気候モデルの入手可能性の向

上により、高まっている（確信度が高い）。再解析デ

ータを含むいくつかの観測に基づくデータセットに

改善がみられる（確信度が高い）。気候モデルは、変

化傾向の大きさは異なるかもしれないが、世界的に

及びほとんどの地域で観測された極端な気温の変化

の符号（方向）を再現しうる（確信度が高い）。モデ

ルは陸域における極端な降水の広域的な空間分布を

捉えることができる（確信度が高い）。第 6 期結合モ

デル比較計画（CMIP6）でシミュレーションされた

極端な降水の強度と頻度は、CMIP5 モデルでシミュ

レーションされたものと同様である（確信度が高い）。

水平解像度がより高いモデルでは、特に地形変化の

大きい地域において、一部の極端現象（例えば、大

雨）の空間的表現が改善される（確信度が高い）。

{11.2, 11.3, 11.4} 

 

極端な気温 

 

1950 年以降、地球規模で極端な高温（熱波を含む）

の頻度と強度が増加し、極端な低温の頻度と強度が

減少している（ほぼ確実）。これは地域規模でもあて

はまり、同様の変化を示す AR6 参照地域1の 80％以

上で、少なくとも可能性が高いと評価される。少数
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の地域では、証拠（データ又は文献）が限定的であ

るため信頼できる変化傾向の推定ができない。{11.3, 

11.9} 

 

人為的な温室効果ガスの強制力は地球規模（ほぼ確

実）及びほとんどの大陸（可能性が非常に高い）で

観測された極端な高温と低温の変化の主要な駆動要

因である。極端な気温に対する温室効果ガス濃度増

加の影響は、土壌水分又は雪/氷アルベドフィードバ

ックなどの地域的なプロセス、土地利用及び土地被

覆の変化による地域規模の強制力、又はエーロゾル

濃度、そして十年及び数十年規模の自然変動によっ

て抑制又は増幅される。人為起源エーロゾル濃度の

変化は、いくつかの地域で極端な高温の変化傾向に

影響を及ぼしている可能性が高い。灌漑と耕作の拡

大は、米国中西部などのいくつかの地域で夏季の極

端な高温の増加を弱めている（確信度が中程度）。都

市化は、都市における極端な気温の変化を、特に夜

間の極端な気温について激化させている可能性が高

い。{11.1, 11.2, 11.3} 

 

地球温暖化の水準の上昇に伴い、地球規模及び大陸

規模で、そして人間が居住するほぼ全ての地域 1で、

極端な高温の頻度と強度は増加し続け、極端な低温

の頻度と強度は減少し続ける。これは地球温暖化が

1.5℃で安定化した場合でさえあてはまる。現在の状

態を基準とした極端現象の強度の変化は、1.5℃の地

球温暖化の変化と比べて 2℃では少なくとも 2 倍、

3℃の地球温暖化では 4 倍になるだろう。ほとんど

の陸域で暑い日及び暑い夜の日数、継続的な高温又

は熱波の期間、頻度、及び/又は強度が増加する（ほ

ぼ確実）。ほとんどの地域で極端な気温の強度の将来

変化は、地球温暖化の変化に比例する可能性が非常

に高く、最大 2～3 倍になる（確信度が高い）。最も

暑い日の気温の最も大幅な上昇は、一部の中緯度半

乾燥地域と南米モンスーン地域で、地球全体の温暖

化の速度の約 1.5 倍から 2 倍であると予測される

（確信度が高い）。最も寒い日の気温が最も大幅な上

昇は、北極地域で、地球全体の温暖化の速度の約 3

倍であると予測される（確信度が高い）。極端な高温

の頻度は、地球温暖化の進行に伴って非線形的に増

加し、稀な現象ほど大きな割合で増加する可能性が

非常に高い。{11.2, 11.3, 11.9; 表 11.1; 図 11.3} 

 

大雨と内水氾濫 

 

大雨の頻度と強度は、観測範囲の良好な陸域の大部

分で、地球規模で増加している可能性が高い。大陸

規模では、北米、欧州、アジアの 3 大陸で大雨が増

加した可能性が高い。大雨の頻度及び/又は強度の地

域的な増加は、AR6 参照地域のほぼ半分（WSAF、

ESAF、WSB、SAS、ESB、RFE、WCA、ECA、TIB、EAS、

SEA、NAU、NEU、EEU、GIC、WCE、SES、CNA、ENA

を含む）で少なくとも確信度が中程度で観測されて

いる。{11.4, 11.9} 

 

人間の影響、特に温室効果ガスの排出は、地球規模

で観測された陸域での大雨の強度の増加の主要な駆

動要因である可能性が高い。人為的な気候変動は、

北米、欧州、アジアにおいて大陸規模で観測された

大雨の強度の増加に寄与している可能性が高い。大

雨に対する人間の影響の証拠がいくつかの地域で現

れている（確信度が高い）。{11.4, 11.9, 表 11.1} 

 

更なる地球温暖化に伴い、大雨は一般により頻繁に

かつより強くなる。工業化以前の水準を基準とて、

4℃の地球温暖化の水準では地球規模（ほぼ確実）及

び全ての大陸と AR6 参照地域で、非常に稀な（例

えば、10 年以上に一度）大雨が近年よりも頻繁にか

つ強くなるだろう。この頻度と強度の増加は、ほと

んどの大陸で可能性が極めて高く、ほとんどの AR6

参照地域で可能性が非常に高い。地球規模では、大

雨の強度の増加は、大気が昇温するにつれて保持し

うる最大水分量が増加する割合（地球温暖化 1℃あ

たり約 7％）に従う（確信度が高い）。大雨の頻度の

増加は、温暖化が進行すると非線形になり、稀な現

象ほど大きく増加し（確信度が高い）、10 年に一度

の現象及び 50 年に一度の現象の頻度は、4℃の地球

温暖化で、近年と比べてそれぞれ 2 倍及び 3 倍にな

る可能性が高い。地域規模での極端な降水の強度の

増加は、地域の昇温量、大気循環及び低気圧の動的

な変化に応じて変動する（確信度が高い）。{11.4, Box 

11.1} 

 

内水氾濫は降水強度が自然及び人工の排水システム

の能力を超えることによって生じるため、極端な降

水の強度に予測される増加は内水氾濫―表流水氾濫

及び鉄砲水―の頻度の増加と規模の増大につながる

（確信度が高い）。{11.4} 

 

外水氾濫 

 

過去数十年にわたって、いくつかの地域で河川のピ

ーク流量に有意な変化傾向が観測されている（確信

度が高い）。融雪が関与する寒冷地では、外水氾濫の

季節性が変化し、ピーク流量の出現が早期化してい

る（確信度が高い）。{11.5} 
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地球規模の水文モデルの予測によると、外水氾濫の

増加の影響を受ける陸域の割合は、外水氾濫の減少

の影響を受ける陸域の割合よりも大きい（確信度が

中程度）。外水氾濫の地域的な変化は土地被覆の変化

及び人間による水管理を含む、複雑な水文学的プロ

セスと強制力が関与するため、内水氾濫の変化より

も不確かである。{11.5} 

 

干ばつ 

 

干ばつには様々な種類があり、それらは異なる影響

を伴い、温室効果ガス濃度の増加への応答が異なる。

降水量の不足と蒸発散量の変化は正味の水利用可能

量を支配する。十分な土壌水分の欠如は、時として

大気の蒸発要求量の増加によって増幅され、農業及

び生態学的干ばつをもたらす。流出及び表流水の欠

如は水文学的干ばつをもたらす。{11.6} 

 

人為的な気候変動は、蒸発散量の増加により、いく

つかの地域で農業及び生態学的干ばつの増加に寄与

している（確信度が中程度）。蒸発散量の増加は気温

上昇、相対湿度の低下、及び正味の放射量の増加に

伴う大気の蒸発要求量の増加によって引き起こされ

る（確信度が高い）。降水量の変化傾向は干ばつの地

球規模の変化傾向に影響を及ぼす主要な駆動要因で

はない（確信度が中程度）が、少数の AR6 参照地域 

（NES: 確信度が高い、WAF,、CAF、ESAF、SAM、SWS、

SSA、SAS：確信度が中程度）で気象学的干ばつの増

加を引き起こししている。農業及び生態学的干ばつ

の増加傾向は全ての大陸（WAF、CAF、WSAF、ESAF、

WCA、ECA、EAS、SAU、MED、WCE、WNA、NES: 

確信度が中程度）で観測されているが、AR6 参照地

域の 1 つ（NAU: 確信度が中程度）でのみ減少した。

水文学的干ばつの増加傾向は少数の AR6 参照地域

で観測されている（MED: 確信度が高い、WAF, EAS, 

SAU: 確信度が中程度）。地域規模での要因特定によ

ると、人為的な気候変動がいくつかの地域における

農業及び生態学的干ばつ（MED、WNA）及び水文学

的干ばつ（MED）の増加に寄与している（確信度が

中程度）。{11.6, 11.9} 

 

地球温暖化の進行に伴い、より多くの地域が農業及

び生態学的干ばつの増加の影響を受ける（確信度が

高い）。いくつかの地域（MED、WSAF、SAM、SSA

（確信度が高い）、ESAF、MDG、EAU、SAU、SCA、

CAR、NSA、NES、SWS、WCE、NCA、WNA、CNA

（確信度が中程度）を含む）は、2℃の地球温暖化で

安定した場合でさえより深刻な農業及び生態学的干

ばつの影響を受ける。またいくつかの地域（MED、

WSAF、ESAF、SAU、NSA、SAM、SSA、CNA: 確信

度が中程度）は、1.5℃の地球温暖化でより深刻な農

業及び生態学的干ばつの影響を受けると予測される。

4℃の地球温暖化では、人間が居住する全ての AR6 

参照地域の約 50％が農業及び生態学的干ばつの増

加の影響を受け（WCE、MED、CAU、EAU、SAU、WCA、

EAS、SCA、CAR、NSA、NES、SAM、 SWS、SSA、

NCA、CNA、ENA、WNA、WSAF、ESAF、MDG：確

信度が中程度以上）、2 つの地域（NEAF、SAS） の

みが農業及び生態学的干ばつの減少を経験するだろ

う（確信度が中程度）。農業及び生態学的干ばつに予

測される増加が、大気の蒸発要求量の増加に伴う蒸

発散量の増加の影響を強く受けることについては確

信度が高い。いくつかの地域は、地球温暖化の進行

に伴い水文学的干ばつの影響をより強く受けると予

測される（4℃の地球温暖化では：NEU、WCE、EEU、

MED、SAU、WCA、SCA、NSA、SAM、SWS、SSA、

WNA、WSAF、ESAF、MDG：確信度が中程度以上）。

土壌水分の制限と大気の蒸発要求量の増加を特徴と

する条件で、植物の水利用効率に対する大気中二酸

化炭素（CO2）濃度の増加の効果が極端な農業及び生

態学的干ばつを軽減することについては確信度が低

い。このような効果が世界の植物の蒸散量と水文学

的干ばつの深刻さを大幅に低減することについても

確信度が低い。高排出シナリオ、特に 4℃を超える

地球温暖化の水準の下では、いくつかの地域で土壌

水分の制限とそれに伴う干ばつ状態によって、陸域

の炭素吸収源の効率が低下することについては確信

度が高い。{11.6, 11.9, Cross-Chapter Box 5.1} 

 

熱帯低気圧を含む激しい擾乱 

 

世界全体にわたる熱帯低気圧（TCs）、温帯低気圧、

及び大気の川、並びにいくつかの地域における激し

い対流性擾乱に伴う平均及び最大の降雨強度は、温

暖化する世界で増加している（確信度が高い）。観測

された強い TCsに関する利用可能なイベントアトリ

ビューション研究は、TC に伴う極端な降雨に対する

人間の寄与について確信度が中程度としている。TC

のピーク時の降雨強度は、少なくとも海上の平均水

蒸気量の増加率（昇温 1℃あたり約 7％）で、局所的

な昇温に伴って増加し、場合によっては TC に伴う

風の強さの増大に起因する下層の水蒸気収束の増に

より、この増加率を上回る（確信度が中程度）。{11.7, 

11.4, Box 11.1} 
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カテゴリー3～5 の熱帯低気圧の事例2は過去 40 年

間で増加している可能性が高い。TCs の風の強さが

ピークに達する平均的な位置 1940 年代以降、北太

平洋西部で極方向へ移動した可能性が非常に高く、

TCsの移動速度は 1900 年以降、米国本土で遅くなっ

ている可能性が高い。他の地域における同様の変化

傾向の証拠は確固としたものでない。世界全体の TC

の急速な発達の頻度は、過去 40 年間で増加してい

る可能性が高い。これらの変化はいずれも自然変動

のみで説明しえない（確信度が中程度）。 

 

強い TCs の割合、TC の平均的なピーク風速、及び最

も強い熱帯低気圧のピーク風速は、地球温暖化の進

行に伴い地球規模で増加する（確信度が高い）。世界

全体の TC の総発生頻度は地球温暖化の進行に伴い

減少するか、変化しないままである（確信度が中程

度）。{11.7.1} 

 

温帯低気圧の最大風速及び他の力学的強度の尺度の

過去の変化については確信度が低い。将来の風速の

変化は小さいと予期されるが、いくつかの地域では

ストームトラックの極方向への移動が極端な風速の

大幅な変化をもたらしうるだろう（確信度が中程度）。

降水強度の増加を除き、雹及び暴風などを伴う激し

い対流性擾乱の特徴の過去の変化傾向については確

信度が低い。米国では春季の激しい対流性擾乱の頻

度が増加し、激しい対流性擾乱の季節の長期化をも

たらすと予測される（確信度が中程度）。他の地域に

おいては証拠が限られている。{11.7.2, 11.7.3} 

 

乾燥/高温、火災の発生しやすい気象条件、複合的な

洪水、及び極端現象の同時発生を含む複合的な現象 

 

複合的な現象の発生確率は人為的な気候変動によっ

て過去に増加した可能性が高く、更なる地球温暖化

の進行により増加する可能性が高い。熱波と干ばつ

の同時発生はより頻繁になっており、この変化傾向

は地球温暖化の進行に伴い継続する（確信度が高い）。

火災の発生しやすい気象条件（高温、乾燥、及び強

風の複合的な現象）はいくつかの地域でより起こり

やすくなっており（確信度が中程度）、より高い水準

の地球温暖化においていくつかの地域でより頻繁に

なる確信度が高い。複合的な洪水（高潮、極端な降

水、及び/又は河川流量）の発生確率はいくつかの場

所で増加しており（確信度が中程度）、海面水位上昇

及び熱帯低気圧に伴う降水強度の変化を含む、大雨

の増加によって増加し続ける（確信度が高い）。極端

 

2 各 TC の寿命の間の 6 時間ごとの強度の推定値。 

現象の同時発生の影響を受ける陸域が増加している

（確信度が高い）。異なる場所における、しかし異な

る地域の類似の部門（例えば、世界の食料供給にと

って重要な穀物生産地）に影響を及ぼす可能性のあ

る、極端現象の同時発生は地球温暖化の進行に伴い、

特に 2℃を超える地球温暖化で、より頻繁になる（確

信度が高い）。{11.8, Box 11.2, Box 11.4} 

 

極端な気候に関連する、可能性が低くとも影響の大

きい現象 

 

極端な気候に関係する、可能性が低くとも影響の大

きい現象の将来の発生については一般に確信度が低

いが、特に 4℃を超える地球温暖化の水準では排除

できない。極端現象の同時発生を含む複合的な現象

は、可能性が低くとも影響の大きい現象の発生確率

を高める要因である（確信度が高い）。地球温暖化の

進行に伴い、過去と現在の気候では可能性のが低い

複合的な現象のいくつかがより頻繁になり、歴史的

に前例のない現象及び驚異が発生する可能性が高ま

る（確信度が高い）。ただし、現在の気候（1℃を超

える地球温暖化）では発生確率が特に低くない極端

現象でさえ、地球温暖化の速度のため、驚異として

認識されうる（確信度が高い）。{Box 11.2} 
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第 12 章 地域規模の影響及びリスクを評価するための気候変動に関する情報 

地域規模の影響及びリスクの評価に関する気候変動

情報はますます利用可能かつ確固としたものになっ

ている。気候サービスと、脆弱性、影響、及び適応

の研究は、地域規模の数十年規模の気候の観測と予

測を必要とする。IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）以

降、調整された領域気候モデルアンサンブル予測の

利用可能性が向上し、全球及び領域気候モデルの洗

練性と解像度の水準が改善され、要因特定及び部門

ごとの脆弱性の研究によって仕上げられたことで、

社会経済部門及び自然システムに関連する、様々な

気候要素の過去と将来の進展の調査が可能になって

いる。第 12章は、世界の地域（第 1 章で提示）にお

ける地域規模の影響とリスク（AR6 WG2 で採用され

た部門の分類に従う）をもたすかもしれない気候条

件の時空間的な進展を評価するために、AR6 第 1 作

業部会（WG1）の先行する章と、AR5 以後の気候変

動影響評価の文献から中核的な自然科学的知識を集

約する。{12.1} 

 

第 12 章で採用された気候影響駆動要因（CID）の枠

組は、地域規模の影響及びリスクの評価に関連する

気候状態の変化の評価を可能にする。CIDsは社会又

は生態系の要素に影響を及ぼす物理学的な気候シス

テムの状態（例えば、平均、現象、極端現象）であ

るため、提供する気候情報の優先事項となる。CIDs 

とその変化はシステムの許容範囲に応じて、相互に

作用するシステムの構成要素、地域及び社会部門に

わたって、有害にも有益にも中立にも、それらが混

合した状態にもなりうる。各部門は複数の CIDs の

影響を受け、各 CID は複数の部門に影響を及ぼす。

CID は、関連する許容範囲の閾値を表す指標によっ

て測定しうる。{12.1-12.3} 

 

ほとんどの地域における現在の気候は既に、いくつ

かの CID に関して 20 世紀の初め又は半ばの気候と

異なる。気候変動は既に CID の様相を変化させてお

り、 関連する指標の大きさ、頻度、期間、季節性及

び空間的範囲に移行をもたらしている（確信度が高

い）。平均気温、生育期間の長さ、極端な高温、及び

霜などの気温関連の CIDs の変化は既に生じており、

これらの変化の多くは人間活動に帰せられる（確信

度が中程度）。平均気温と極端な高温は、全ての陸域

で自然変動の幅を上回って顕在化している（確信度

が高い）。熱帯地域では、近年の気温分布が既に 20

世紀初めと異なる範囲に移行している（確信度が高

い）。海洋酸性化と貧酸素化は、北極域の海氷の減少

のように、世界のほとんどの外洋で既に顕在化して

いる（確信度が高い）。現在と将来の両方のリスク評

価において CID指標の分布と発生確率を正確に用い

るには、気候変動に起因して既に生じている分布の

移行の考慮が必要である。{12.4, 12.5} 

 

影響に関連するいくつかの変化はまだ自然変動を超

えて顕在化していないが、排出シナリオに応じて今

世紀中に遅かれ早かれ顕在化する（確信度が高い）。

北半球高緯度帯では、今世紀半ば以前に降水量の増

加が顕在化すると予測される（確信度が高い）。ごく

少数の地域（地中海地域、アフリカ南部、豪州南西

部）では、今世紀半ばまでに降水量の減少が顕在化

する（確信度が中程度）。沿岸付近の相対的な海面水

位の上昇における人為起源の強制力のシグナルは、

RCP8.5 では今世紀半ばまでに、沿岸を有する全ての

地域（2100 年までに顕在化すると予測される西南極

地域を除く）で顕在化する（確信度が中程度）。海洋

表層の海洋酸性化のシグナルは、全ての大洋で 2050

年以前に顕在化すると予測される（確信度が高い）。

ただし、21 世紀に自然変動を上回る干ばつの変化傾

向が顕在化することについては証拠が限定的である。

{12.5} 

 

世界の全ての地域は今世紀半ばまでに複数の CIDs

における変化の同時発生を経験し（確信度が高い）、

地域のレジリエンスと適応能力の課題に直面する。

暑さ、寒さ、雪氷、沿岸、海洋、及び地表付近の CO2

に関する CIDs の変化の予測はほとんどの地域で確

信度が高く、世界的な課題を示する一方で、他の

CIDs にはより地域的な課題をもたらすかもしれな

い追加的な地域固有の変化が予測される。干ばつ、

乾燥、及び火災の発生しやすい気象条件に関する

CIDs の一部における確信度が高い増加は、例えば、

アフリカ南部、地中海地域、中米北部、 北米西部、

アマゾン地域、南米南西部、及び豪州において、農

業、林業、水システム、健康及び生態系に課題をも

たらす。雪、氷、内水氾濫又は河川氾濫における確

信度が高い変化は、例えば、北米、北極域、アンデ

ス地方、欧州、シベリア、中央アジア、南アジア、

東アジア、豪州南部、及びニュージーランドにおい

て、エネルギー生産、河川輸送、生態系、インフラ、

及び冬季観光に課題をもたらす。サハラ地域、マダ

ガスカル、アラビア半島、西アフリカ、小島嶼では、

変化の確信度が高いと予測される CIDs が少数しか

ない。ただし、これらの地域の CIDの変化に対する
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確信度が低いことは、知識ギャップ又はモデルの不

確実性に起因しうるため、必ずしもこれらの地域の

リスクが相対的に低いことを意味しない。{12.5} 

 

暑さ、寒さ、雪氷、沿岸、海洋、及び CO2に関する

CIDs の世界的な変化は、気候シナリオにかかわらず、

地域的に変化率が異なるものの、21 世紀にわたって

継続する（確信度が高い）。全ての地域で 2050 年ま

でに平均気温と極端な高温が増加することについて

は確信度が高く、北大西洋を除く全ての海域で海面

水温が上昇することについては確信度が高い。土地

の大幅な隆起を伴う少数の地域を除いて、相対的な

海面水位の上昇は 21 世紀を通して継続する可能性

が非常に高いないしほぼ確実であり（地域による）、

ほとんどの沿岸低平地における沿岸浸水の増加（確

信度が高い）、及びほとんどの砂浜海岸における海岸

侵食（確信度が高い）に寄与する一方で、海洋酸性

化が進行することはほぼ確実である。地表付近の大

気中 CO2濃度は、全ての排出シナリオにおいて、正

味ゼロの排出が達成されるまで上昇することがほぼ

確実である。氷河及び永久凍土は、それらが存在す

る全ての地域において、減少及び融解し続ける（確

信度が高い）。これらの変化は、熱帯林又は生物多様

性ホットスポットなどの特定の地域にとって特に重

要な、近年類をみない気候状態をもたらす。{12.4} 

 

2050 年まで及びそれ以降、近年を基準とした多岐に

わたる地域固有の CIDs の変化が確信度が高い又は

中程度で予期される。これらの変化のほとんどは水

循環と暴風雨に関連する CIDsに関係する。農業及び

生態学的干ばつの変化は一般に水文干ばつの変化よ

りも確信度が高く、アフリカ北部及び南部、マダガ

スカル、豪州南部及び東部、中米及び南米のいくつ

かの地域、欧州の地中海地域、北米西部、並びに中

米北部で増加が予測される（確信度が中程度ないし

高い）。アフリカのいくつかの地域、豪州、南米のい

くつかの地域、欧州の地中海地域、及び北米では、

RCP4.5 又はそれ以上の下で 2050 年までに火災の発

生しやすい気象条件が増加する（確信度が中程度な

いし高い）。極端な降水と内水氾濫は世界中の多くの

地域で増加する（確信度が高い）。河川の氾濫も、西

欧、中欧、及び極域（確信度が高い）、アジアの大部

分、豪州、北米、南米モンスーン地域、及び南米南

東部（確信度が中程度）で増加すると予期される。

平均風速は 2050 年までに欧州、アジア及び北米西

部の大部分でわずかに減少し、パタゴニアを除く南

米の多くの地域、アフリカ西部及び南部、並びに地

中海地域東部で増加すると予期される（確信度が中

程度）。温帯低気圧は、地中海地域で頻度が減少する

が強度が増加し、北米の大部分で強度が増加し、欧

州の大部分で強度と頻度が増加すると予期される

（確信度が中程度）。北米では対流活動が強まると予

期される（確信度が中程度）。熱帯低気圧は、ほとん

どの熱帯地域で頻度が減少するものの、強度が増加

すると予期される（確信度が中程度）。気候変動は全

ての大洋において小島嶼に関する複数の CIDs、とり

わけ暑さ、乾燥、干ばつ、熱帯低気圧、及び沿岸へ

の影響に関連するものを変化させる。{12.4} 

 

CIDs の変化の方向の予測の確信度及びシグナルの

強さは、異なる気候シナリオに対する世紀末の予測

の差異に反映されているように、21 世紀における緩

和努力に依存する。米国海洋大気庁の熱指数（NOAA 

HI）における 41℃などの危険な蒸し暑さの閾値は、

SSP1-2.6 よりも SSP5-8.5 シナリオの下ではるかに

頻繁に超えられ、より多くの地域に影響を及ぼす（確

信度が高い）。多くの熱帯地域では、SSP5-8.5 の下

で 41℃の HI を超える年間日数が、近年を基準とし

て 100 日以上増加する一方で、SSP1-2.6 ではこの増

加が 50 日未満に限られる（確信度が高い）。気温が

35℃を超える年間日数は、SSP5-8.5 の下ではアマゾ

ン流域及び東南アジアなどの多くの熱帯地域で 150

日以上増加する一方で、SSP1-2.6 の下ではこれらの

地域で 2 か月未満の増加が予期される（アマゾン流

域を除く）。土砂の供給源又は海岸線の後退を妨げる

物理的障壁がない場合、砂浜の海岸線が世界のほと

んどの地域で後退することについては確信度が高い。

今世紀末までに 100 mを超えて後退すると予測され

る世界中の砂浜の海岸線の総延長は、RCP4.5（約

95,000km）と比べて RCP8.5（約 130,000km）の下で

約 35％長い。現在 100 年に 1 回発生するような極

端な海面水位（ここでは極端な全水位で表される）

の頻度も、ほとんどの地域で大幅に増加すると予測

される（確信度が高い）。地球規模で平均すると、100

年に 1 回発生するような極端な海面水位が RCP8.5

の下では年に複数回発生する現象になると予測され

る一方で、RCP4.5 では 5 年に 1 回の現象になると予

測され、RCP4.5 から RCP8.5 で少なくとも 5 倍に増

加する。{12.4, 12.5} 

 

いくつかの CIDs の過去と将来の変化については確

信度が低い。ほぼ全ての地域において、雹、氷を伴

う嵐、暴風雨、砂じん嵐、大雪、及び雪崩の変化に

ついては確信度が低いが、これらの CIDs が気候変

動の影響を受けないということではない。このよう

な CIDsについては、観測が短期間であるか均一性に

欠けており、モデルがしばしばそれらを気候変動の

時間スケールで適切にシミュレーションするために
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十分な解像度あるいは正確なパラメタリゼーション

を有していない。{12.4} 

 

地球規模及び地域規模の CIDs の多くは、地球温暖

化の水準（GWLs）と直接関係するため、AR6 WG2

で評価される「代表的な主要リスク」及び「懸念材

料」のハザード要素に情報提供しうる。これらは、

平均的及び極端な暑さ、寒さ、湿潤、及び乾燥のハ

ザード、雪氷圏のハザード（積雪、氷面積、永久凍

土）、並びに海洋のハザード（海洋熱波）を含む（確

信度が高い）。これらのいくつかについては定量的な

関係を導出しうる（確信度が高い）。例えば、GSAT 訳

注 1 が 1 ℃上昇するごとに、多くの極端な高温の規

模と強度が線形に変化する一方で、閾値を超える頻

度の変化は指数関数的である。北極域の気温は GSAT

の約 2倍の速度で昇温する。世界の海面水温は GSAT

の変化の約 80%上昇する。北半球の春季の積雪面積

は 1℃あたり約 8%減少する。他のハザード（例えば、

氷床の挙動、氷河の質量減少、世界平均海面水位上

昇、沿岸洪水、海岸侵食）については、時間及び/又

はシナリオが依然として重要であり、GWLs との単

純な関係は導出できない（確信度が高い）が、特定

の時間枠及び/又は安定化する GWLs を仮定した定

量的な推定は導出しうる（確信度が中程度）。モデル

の不確実性は特定の GWLs と転換点（ティッピング

ポイント）及び不可逆的な挙動との間の関係に課題

をもたらすが、それらが発生は排除できず、それら

の発生確率は温暖化の水準とともに増加する（確信

度が中程度）。{CCB 12.1}。 

 

気候サービスの文脈で作成される気候変動情報は、

科学と技術の進歩及び利用者の需要の高まりにより、

AR5 以降大幅に増加している（確信度が非常に高

い）。気候サービスは、意思決定を支援するような形

の気候情報の提供を含む。このようなサービスは利

用者と提供者の適切な関与を含み、科学的に信頼で

きる情報と専門知識に基づき、効果的なアクセス機

構を有し、利用者のニーズに対応する。気候サービ

スは、地域、部門、時間スケール、対象利用者にわ

たって開発されている。{12.6} 

 

気候サービスは急速に成長しており、その手法とプ

ロダクトは非常に多様である（確信度が非常に高い）。

意思決定の文脈、利用者の関与の水準、科学者、実

務者、及び想定利用者の間の共同製作は、開発され

る気候サービスの種類と、適応、緩和、及びリスク

管理に関する意思決定を支援する有用性の重要な決

定要因である。利用者のニーズと意思決定の状況は

非常に多様であり、気候サービスに普遍的な手法は

ない。{12.6} 

 

科学者、サービス提供者及び利用者の持続的な関与

を含む、共同設計及び共同製作のプロセスのための

資源が限られるため、気候サービスの潜在的可能性

の完全な実現がしばしば妨げられる（確信度が高い）。

更なる課題は、気候サービスの開発、気候サービス

の提供、気候サービスのプロダクト生成、利用者と

のコミュニケーション、気候サービスの質と社会経

済的価値の評価に関連する。気候サービスの開発は、

しばしば科学コミュニティに新たな研究課題を明ら

かにして提示する。{12.6} 
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アトラス 

このアトラス章では、地域規模の平均的な気候の変

化、特に観測された傾向とその要因特定、予測され

る将来変化を評価する。主に陸域の気温と降水（極

域における雪及び派生する変数を含む）の変化に注

目するが、海域に関するものを含む他の変数につい

ても議論する。予測される変化については、地球温

暖化の水準を基準としたものと、様々な排出シナリ

オの下での将来の期間に対するものの両方が示され

る。評価結果の要約を容易にするため、本章では幅

広い協議と査読を経て得られた新たな WG1 参照地

域が用いられる。これらは地域情報を要約するため

に他の章でも用いられる。これは、アトラスで評価

された平均的な気候の変化を取り入れた第 12 章の

気候影響駆動要因（CID）の変化の評価を含む。AR5

以降のもう一つの重要な新たな進展は、AR6 WG1 の

インタラクティブアトラスであり、これは本章で記

述され、アトラスと地域に関する他の章の両方の結

果を生成するために用いられる。また、本報告書の

他の章の評価結果を裏打ちするデータセットの探索

を可能にする資源でもある。 

 

地域規模の気候における観測された変化傾向と予測 

 

ほとんどの陸域は 1960 年以降、世界平均よりも急

速に（確信度が高い）、少なくとも 10 年あたり 0.1℃

昇温している可能性が非常に高い。地表気温の変化

のシグナルが全ての陸域で現れている可能性が高い。

アフリカ北部、東部、及び南西部、豪州、中米、ア

マゾン地域、及び西南極（10 年あたり 0.2～0.3℃）、

アラビア半島、中央アジア、東アジア、及び欧州（10

年あたり 0.3～0.5℃）、並びに北極と北極近くの陸

域（10 年あたり最大 1℃、あるいは少数の地域でそ

れ以上）を含む、多くの地域で 1980 年代以降、よ

り急速に昇温した可能性が非常に高い。 {Figure 

Atlas.11, Interactive Atlas, Atlas.3.1, Atlas.4.2, 

Atlas.5.1.2, Atlas.5.2.2, Atlas.5.3.2, Atlas.5.4.2, 

Atlas.5.5.2, Atlas.6.1.2, Atlas.6.2.2, Atlas.7.2, Atlas.8.2, 

Atlas.9.2, Atlas.10.2, Atlas.11.1.2, Atlas.11.2.2} 

 

降水量の有意な増加傾向は、北アジアの大部分、中

央アジア西部の一部、南米南東部、北欧、北米東部、

西南極及び北極域（確信度が中程度）で観測されて

いる。有意な減少傾向は、アフリカの角及び西オー

ストラリア州南西部（確信度が高い）、ロシア極東地

域の一部、地中海及びカリブ海の一部、ブラジル南

東部及び北東部、並びにアフリカ南部（確信度が中

程度）で観測されており、アフリカ南部の変化傾向

はインド洋の人為起源の（人為的な）温暖化に帰せ

られる。サヘル及び東南アジアで平均降水強度の増

加が観測されているものの、他の多くの陸域で 1960

～2015 年の期間の年間降水量に有意な変化傾向は

みられない（確信度が中程度）。 {図 Atlas.11, 

Interactive Atlas, Atlas.3.1, Atlas.4.2, Atlas.5.1.2, 

Atlas.5.2.2, Atlas.5.3.2, Atlas.5.4.2, Atlas.5.5.2, 

Atlas.6.1.2, Atlas.6.2.2, Atlas.7.2, Atlas.8.2, Atlas.9.2, 

Atlas.10.2, Atlas.11.1.2, Atlas.11.2.2} 

 

観測された昇温傾向は 21 世紀にわたって継続する

と予測され（確信度が高い）、 ほとんどの陸域で世

界平均よりも大きな速度で昇温する。4℃の地球温

暖化の水準（1850～1900 年を基準として）におい

て、ほとんどの陸域で少なくとも 3℃、そしていく

つかの地域でそれを大幅に上回る（サハラ/サヘル、

西アジア、中央アジア、及び北アジア、南米北部及

びアマゾン、西欧、中欧、及び東欧、並びに北米西

部、中部、及び東部における 4℃～6℃の昇温、並び

に北極域の一部における最大 8℃以上の昇温を含

む）更なる昇温（1995～2014 年を基準として）を

経験する可能性が高い。各大陸ごとには、アフリカ

北部とアフリカ南部及び西部の中央内陸部、北アジ

ア、豪州中部、アマゾン地域、北欧、そして北米北

部でより大幅な昇温が生じる可能性が高い（確信度

が高い）。1.5℃、2℃、3℃、及び 4℃の地球温暖化の

水準における地域的な昇温の範囲、及び他の期間と

排出シナリオにおける地域的な昇温の範囲は、第 5

期及び第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト

（CMIP5、CMIP6）、及び統合的地域ダウンスケーリ

ング研究計画（CORDEX）の予測からインタラクティ

ブアトラスで利用可能である。 {図 Atlas.12, 

Interactive Atlas, Atlas.4.4, Atlas.5.1.4, Atlas.5.2.4, 

Atlas.5.3.4, Atlas.5.4.4, Atlas.5.5.4, Atlas.6.4, Atlas.7.4, 

Atlas.8.4, Atlas.9.4, Atlas.10.4, Atlas.11.4} 

 

所与の地球温暖化の水準に対して、CMIP6 モデルに

よる将来の地域的な昇温と降水量の変化の予測は、

CMIP5 のものと同様である。ただし、いくつかの

CMIP6 モデルで気候感度がより大きく、モデルの強

制力が異なるため、所与の期間と排出シナリオにつ

いての CMIP5 の予測と比べて、CMIP6 ではより広

範でより大幅な地域的な昇温が予測される。 {図

Atlas.13, Atlas.4.4, Atlas.5.1.4, Atlas.5.2.4, Atlas.5.3.4, 

Atlas.5.4.4, Atlas.5.5.4, Atlas.6.1.4, Atlas.6.2.4, 
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Atlas.7.4, Atlas.8.4, Atlas.9.4, Atlas.10.4, Atlas.11.1.4, 

Atlas.11.2.4} 

 

降水量は、平均値又は雨季の特徴又は日降水量統計

の変化のいずれかを通して、ほとんどの地域で変化

する（確信度が高い）。年降水量が増加する可能性が

高い地域は、エチオピア高原、東アジア、南アジア、

及び北アジア、南米南東部、北欧、北米北部及び東

部、並びに極域を含む。年降水量が減少する可能性

が高い地域は、南アフリカ北部及び南西部、インド

ネシア、アラビア半島北部、豪州南西部、中米、南

米南西部、南欧を含む。モンスーンの変化は、中国

東部及び北部、並びに南アジアにおける夏季の降水

量の増加をもたらす可能性が高い（確信度が高い）。

降水強度は、年平均降水量の減少の可能性が高い地

域 （例えばアフリカ南部）を含む、多くの地域で強

くなる（確信度が高い）。1.5℃、2℃、3℃、及び 4℃

の地球温暖化の水準における地域平均降水量の変化

の範囲、及び他の期間と排出シナリオにおける地域

平均降水量の変化の範囲は、CMIP5、CORDEX、及び

CMIP6の予測からインタラクティブアトラスで利用

可能である。{図 Atlas.13, Interactive Atlas, Atlas.4.4, 

Atlas.5.1.4, Atlas.5.2.4, Atlas.5.3.4, Atlas.5.4.4, 

Atlas.5.5.4, Atlas.6.1.4, Atlas.6.2.4, Atlas.7.4, Atlas.8.4, 

Atlas.9.4, Atlas.10.4, Atlas.11.1.4, Atlas.11.2.4} 

 

雪氷圏、極域、及び小島嶼 

 

雪氷圏の多くの側面において、近年大きな変化があ

ったか、21 世紀中に大きな変化がある（確信度が高

い）。シベリア、並びに東欧及び北欧で、積雪期間が

減少した可能性が非常に高い。また、これらの地域

と北米の大部分で 21 世紀中に積雪域が水当量、積

雪面積、年間積雪期間の減少を経験することはほぼ

確実である。ヒンドゥークシュ・ヒマラヤでは、

RCP4.5 及び RCP8.5 シナリオの下で氷河の質量

が大幅に（50％近く）減少する可能性が高い。豪州

では積雪面積が減少し、北米では年最大積雪量が減

少した（確信度が中程度）。いくつかの高緯度地域で

は、温暖化に起因する融雪量の増加を降雪量の増加

が上回る効果により、冬季の積雪量の増加を経験し

ている（北アジアの一部、確信度が中程度）か、将

来経験する （北米北部の一部、可能性が非常に高い）。

{2.3.2.2, 3.4.2, Atlas.5.2.2, Atlas.5.3.4, Atlas.6.2, 

Atlas.8.2, Atlas.8.4, Atlas.9.2, Atlas.9.4} 

 
1 「最近数十年間」という用語は、2010～2020 年の期間内に終了する約 30～40年間の期間を指す。これを用いるのは、文献中の多くの研究が、データ

の利用可能性と研究年に応じて正確な開始と終了の日付と期間を有する気候学的に有意な期間（すなわち 30 年以上）の範囲でデータセットを解析する

ためである。特定の年を用いた同等の近似的な記述は「1980年代以降」だろう。 

 

北極域は過去 50 年間に世界全体の 2 倍以上の速度

で昇温し、南極半島は 1950 年代に始まる強い昇温

傾向を経験した可能性が非常に高い。北極域の年降

水量は増加しており、寒候季に最も増加している可

能性が高い。南極の降水量と地表付近の質量収支は、

20 世紀にわたって有意な正の変化傾向を示したが、

最近数十年間 1 にわたって強い年々変動が存在する

変化傾向を覆い隠している（確信度が中程度）。西南

極の他の地域及び東南極の特定の観測地点では

1950 年代以降有意な昇温傾向が観測されている

（確信度が中程度）。評価された全ての排出シナリオ

の下で、両極域の年平均気温が更に上昇し、降水量

が増加する可能性が非常に高く、昇温は世界平均を

上回り、北極域で最も顕著である {Atlas.11.1.2, 

Atlas.11.1.4, Atlas.11.2.2, Atlas.11.2.4} 

 

ほとんどの小島嶼で、測器記録のある期間に温暖化

している可能性が非常に高い。降水量は 20 世紀半

ば以降、両半球の太平洋の緯度 20 度より極側の一

部とカリブ海において 6 月、7 月、8 月に減少して

いる可能性が高い。小島嶼地域では海面水位が上昇

し続け、沿岸浸水の増加をもたらす可能性が非常に

高い。観測された気温の変化傾向は、一般に 10 年あ

たり 0.15℃～ 0.2℃の範囲である。他のほとんどの

太平洋及びインド洋の小島嶼における降雨の変化傾

向はまちまちで、概して有意でない。カリブ海の乾

燥傾向の原因については証拠が限定的で見解一致度

が低いが、これと太平洋の乾燥傾向はどちらも向こ

う数十年継続する可能性が高く、西インド洋と大西

洋の一部でも乾燥が予測される。西太平洋、太平洋

赤道域、インド洋北部の小島嶼地域は、将来より湿

潤になる可能性が高い。{Cross-Chapter Box Atlas.2, 

Atlas.10.2, Atlas.10.4} 

 

モデル評価、技術基盤、及びインタラクティブアト

ラス 

 

CMIP6 の全球気候モデル（GCM）の地域規模での性

能は、平均的な気温と降水のシミュレーションにお

いて、いくつかの地域で依然として大きな誤差があ

るが、CMIP5 と比べて全体として改善されている

（確信度が高い）。特に GCM モデル開発において遅

れて焦点となったアフリカについて改善がみられて

いる。他の具体的な改善は、東アジアの気温と冬季
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のモンスーン、南アジアの一部の夏季のモンスーン、

豪州（変動モードの影響を含む）、南極の気温と北極

の海氷のシミュレーションを含む。顕著な誤差は、

南アジアの山脈における大きな低温バイアス、中央

アジアにおける大きな湿潤バイアス、東アジアの夏

季のモンスーン及び南極の降水量を含む。いくつか

の地域（北アジア及び東南アジア、中央アジア西部

の一部、中米及び南米）について、CMIP5 モデルは

これらの地域の多くについて評価しているが、

CMIP6 モデルの詳細な評価が不足している。{3.3.1, 

3.3.2, Atlas.4.3, Atlas.5.1.3, Atlas.5.2.3, Atlas.5.3.3, 

Atlas.5.4.3, Atlas.5.5.3, Atlas.6.1.3, Atlas.6.2.3, 

Atlas.7.3, Atlas.8.3, Atlas.9.3, Atlas.10.3, Atlas.11.1.3, 

Atlas.11.2.3} 

 

AR5 以降、領域気候モデリングの改善と、CORDEX

などの調整された力学的ダウンスケーリングのイニ

シアチブを通した地域規模のシミュレーションの利

用可能性の向上は、地域規模の気候の変動性の理解

を深め、特に複雑な地形帯、沿岸地域、及び小島嶼

において、そして極端現象の表現において、CMIP の

全球モデルの価値を高めている（確信度が高い）。特

に、極域に最適化された物理過程を有する領域気候

モデル（RCM）は、地域規模及び局所規模の地表付

近の質量収支の推定に重要であり、観測によって評

価した場合、再解析及び GCM と比べて改善されて

いる（確信度が高い）。気候研究において観測の不確

実性を評価するための高品質かつ高解像度の観測デ

ータはまだ不足しており、これがモデルを評価する

能力を損ねている（確信度が高い）。 {Atlas.4.3, 

Atlas.5.1.3, Atlas.5.2.3, Atlas.5.3.3, Atlas.5.4.3, 

Atlas.5.5.3, Atlas.6.1.3, Atlas.6.2.3, Atlas.7.3, Atlas.8.3, 

Atlas.9.3, Atlas.10.3, Atlas.11.1.3, Atlas.11.2.3} 

 

技術基盤の大幅な改善、観測及びシミュレーション

された気候データを入手し解析するためのオープン

ツールと方法論、そして FAIR（発見可能性、入手可

能性、相互運用性、再利用性）データ原則の漸進的

な採用は、基礎的な気候研究、影響評価への情報提

供、レジリエンス構築、及び適応の開発を含む、広

範な活動において、これらのデータと対話する能力

を拡大している可能性が非常に高い。気候情報を解

析及び評価するツールが改善され、平均値以外の情

報（例えば、将来の気候の閾値及び極端現象）及び

地域の気候リスク評価に関連する情報の開発が可能

になっている。{Atlas.2.2, Atlas.2.3} 

 

インタラクティブアトラスは、ウェブアプリケーシ

ョンが提供する対話性を活用するために開発された、

WG1 の新たなプロダクトであり、評価を裏打ちする

いくつかの重要な成果（極端現象の指標及び気候影

響駆動要因を含む）の柔軟かつ幅広い探索を可能に

する。これはオーソライズされた IPCC の結果にア

クセスするための透明性のあるインターフェースを

提供し、アプリケーション及び気候サービスにおけ

る利用を促進する。インタラクティブアトラスは

FAIR の原則を実装してオープンツールに構築され

ており、したがって IPCC の結果の再現性と再利用

性をより高くするための重要な一歩である。{Atlas.2, 

Interactive Atlas} 
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訳注 1： 

GMST（global mean surface temperature）は陸域及び海氷の表面付近（2 m）の気温と海氷のない海面水温の平均

値、GSAT（global surface air temperature）は陸域及び海域の表面付近（2 m）の気温の平均値（直接の観測量では

なく、気候モデルから算出される値）で表される世界平均気温。本報告書の SPMでは両者に代わり一貫して global 

surface temperature が使用されているが、報告書本体では AR5 までと同様に GMST と GSAT が区別されて使用さ

れている。 

 

訳注 2： 

本資料において「大雨」は heavy precipitation の訳語である。precipitation は一般には降雨と降雪を含むが、本資

料の文脈では主として降雨を念頭に置いてよいため、「大雨」としている。 

 

訳注 3： 

用語集において emergent constraint は、「地球システムモデルのアンサンブルを用いて特定のフィードバック又は

将来変化を過去又は現在の気候の観測結果（一般には何らかの変化傾向、変動性又は変動性の変化）に関連付け、

気候予測の不確実性を低減する試み」と定義されている。 
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